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序 言禽

1.1 まえかき

1.2 動的信頼性研究の現状

1.3 動的信頼性研究の間道点と必要性

1.4 本論文の内容

動的信頼性研究の現状と間軌点,更に研究の必要性について述べると

ともに,本論文の構成内容を概説する｡
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1.1 まえかき

構造物は通常その耐用期間中に種々の不規則荷重 (地震,風,波浪等)を受け

る｡これらの荷重はいずれも再現性の無い時間的に変動する不確定量である｡一

方.構造物自身にも材料特性のばらつき.製作時工作誤差等から発生する不確定

量が存在する｡従来これらの不確定性は許容応力設計法の中で安全率という形に

包括され,試行錯誤を繰返し経験的に最適な安全率を設定することにより.前述

の不確定性に対処する設計が行われて来た｡

しかし最近構造物の大型化.複雑化に伴い一度破損すると社会的経済的に大損

害を被る様な重要構造物が増加しており,この様なものに対しては試行錯誤によ

り安全率を改善,経数的に構造物の健全性 ･安全性を確保しようとする設計思想

には臼と限界があり,不確定性の影響を積極的に取り入れ,かつ安全裕度の定量

的評価を可能とする構造信頼性設計手法の導入が是非とも必要となる｡

この構造信頼性評価上での最も重要な要素技術の一つが荷重組合せ事象に対す

る評価技術である｡すなわち構造物は一般に耐用期間内に各種の不規則荷重を受

けるが,この中のいくつかは同時に作用する可能性を有している｡これに対する

最も簡便かつ保守的な評価方法は,同時発生する可能性のある荷重については各

々最大値を単純に加算した値に対して構造物を設計することであるが,この考え

方は明らかに過剰設計となってしまう｡このため各荷重を時間的に変動する不確

定量であり,その発生時期,継続時間も確率変数であることを認識した上で荷重

の同時発生現象を確率現象としてとらえる必要がある｡本荷重組合せ間道におけ

る同時発生現象の影響は,許容応力の割増しあるいは組合せ荷重値の低減という

形で各国の構造設計指針の中にも考慮されているが,採用されている数値につい

ては理論的根拠に乏しく経験的に設定されたものが多い状況にあり,荷重組合せ

効果の構造設計指針への理論的 ･合理的反映方法は未確立の間道として残されて

いる｡またすべての構造物が指針での掌糎範EEl内にあるとは限らず,対象外の構

造物については個々に評価せざるを得ないことになる｡更に指針で規定される構

造物についても指針に従う安全性照査以外に,より詳細な安全裕度の把握等を実

施したい場合があり.いずれについても構造信頼性の枠内で荷重組合せ現象を評

価し得る解析的なツールとポテンシャルが要求される｡

ところで,一般に信頼性と言えば構造強度関係で研究が進んでいる静的信頼性

-2-
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を意味する場合が多い｡しかし初通過破壊や疲労損傷問題等の様に時間経過が対

象となる破壊現象を評価する必要がある場合には,静的信頼性での検討には限界

があり,荷重 (もしくは荷重効果)を確率過程として取り扱う動的信頼性理論の

導入が必要となる｡更に構造物が大型化 してくると剛性が低下するのが一般的で

あり,このため構造物の動的応答が間逆となって乗る｡すなわち,構造物の剛性

が高い場合には荷重 - 荷重効果への変換は一意的に決定されるが,柔構造にな

れば荷重 - 荷重効果への変換は入力と構造の周波数特性に依存することになる

ため,不規則振動理論の援用による荷重 - 構造応答 - 荷重効果への変換とし

ての応答量推定作業が新たに追加されることになる｡しかも信頼性の評価である

から荷重レベルは将来発生の可能性があるすべてについて考慮すべきであり,そ

の中には構造物が非弾性応答を示すレベルのものも含まれているであろうから.

非線形応答解析の導入も必要となる｡このため静的信頼性の研究に比べ,動的信

頼性の研究,特に構造の非線形性を考慮 した荷重組合せ問越を含む研究について

は未開発の間速として残されているO

以上の研究状況下にあって,本研究は,構造物の振動応答が関与する動的信頼

性')問掛 こおいて,荷重組合せ問題及び関連の周辺藷間掛 こ対する評価手法を開

発し,更に応用することにより,従来経験的あるいは主観的に決定せざるを得な

かった荷重組合せに関する藷開祖を合理的,定量的に解決できるようにすること

を主目的として実施するものである｡

I) 通常,確率過程としての取り扱いはすべて動的信頼性と呼ばれるが,本研究

では,構造系の振動応答が関与する確率過程問題のみを動的信頼性と定義

し.解析対象としている｡詳細は付録1.1参照｡

-3-
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1.2 勅的信頼性研究の現状

構造物の信頼性解析は Freudenthal111が基礎理論の体系化を図って以来,今

日まで活発な研究が続けられているが,この流れには二つの大きな節目がある｡

一つは1960年代後半の Ang.Cornellの研究である｡すなわち,Ang良Aminl2J

は Freudenthalの基本思想を踏製しなから不確定要因に関する研究を行い等観

的不確定量と主観的不推定量で構成される拡張信頼性理論を展開した｡他方

cornell【日 は信頼性評価を確率変数の平均値及び分散のみを用いて行う二次モ

ーメント法を提案した｡二番目の節目は二次モーメント法の改良,発展に関する

研究であり1970年代に集中している.Cornellの提案した二次モーメント法では

破壊確率に対応した指標として安全性指標βが採用されているが,この値は限界

状態関数の定義の違いにより異なるという点で安全性指標の不変性の観点から間

選があった.これを理論的に検討,解決したのか Ditlevsen日日 及び Hasofer良

Lindl5】である｡また RackHitz&Fiessler(6】は確率変数が正規分布あるいは

対数正規分布に従わない場合,近似的に正規分布に変換することにより効率的に

信頼性評価を行う方法を提案した｡

以上の研究はすべて静的信頼性に関するものである｡一方動的信頼性に関する

研究は,その基礎となる開催横断回数あるいは極値分布理論が RiceE7】

Middleton【8】により論じられて以来,種々の研究が行われているが,本研究で

対蒙とする荷重組合せ間道まで含んだ動的信頼性研究の数は比較的少ない様であ

る｡以下に動的信頼性に関する研究動向を述べる｡

動的信頼性間道で取り扱う破壊現象としては,主に初通過破壊間道と疲労損傷

問籍があるが,はじめに初通過破壊問題に関連した研究について述べる｡

初通過破壊問韻に対する厳密解は未だ得られておらず,このため種々の近似解

法が礎実されているが,その中で最も代表的なものの一つは ShinozukaL9】によ

り提案された上下界法であろう｡上下界法は破壊確率を直接求めるものではなく

上限値及び下限値により破壊確率値の存在域を規定したものである｡本手法は確

-4-
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率過程が定常,非定常にかかわらず成立し,かつガウス過程以外にも適用できる

点が特徴である｡木上下界法は後年に ShinoZuka&YaoIJOlにより閥値レベル

が時間とともに変動する開削 こついても展開されている｡一方 LinH lはキュ

ムラント母関数を用いて信頼度関数を級数解として与え,lyengarLl2】は Gram-

Chalier級数を用いて非定常過程を取り扱っている｡極値点過程なる概念を用い

て初通過破壊確率を推定した研究も多い｡たとえば Yang&Shinozuka【13】

Roberts【HJ,LennoxaFraserl151等である｡近年は種々の新しい試みもなさ

れている｡たとえば Vanmarcke‖61は挟帯域確率過程でかつ開催レベルが低い

場合に対する従来の近似式の改良を行い,Corotisらl17】は広帯域定常確率ガウ

ス過程を入力とする時の系の過汝応答を,非定常確率ガウス過程とみなしてスペ

クトル定数を用いた破壊確率の導出を行っている｡ただL Vannarcke【L6Iや

corotisらIl7】の研究は閥値通過にポアソン近似を仮定しているか,この仮定が

成立しない現象に対する改良案として,Yang【18Jは非定常確率ガウス過程の包

絡線及びそれの時間微分との結合確率密度関数を誘導することで破壊確率の近似

式を提案し,また木村ら【191は閥億通過回数の階乗モーメントを用いた近似解杏

導出している｡間借レベルとしての構造材の材料特性が変動する開祖を取り扱っ

たものもあり,小松らL20日2日は材料特性が統計的変動を有する場合について解

析しており.小池【22】は強度劣化を伴う構造信頼性の評価を行っている｡

上記の研究は,比較的短い時間での初通過破壊問題を対象としているのに対

し,Roberts【23】や Sankarら【241は長時間領域で有効な破壊確率の定式化を

行った｡

最近では非線形振動系に対する研究も活発に行われている｡Hen(25Jや岩垂ら

r261はヒステリシス構造系に対する解析を行い,洪-27】は完全弾塑性構造を取り

扱っており,また BergmanらL28】は剛体のすべり摩擦モデルをマルコフ過程と

して解析している｡更に Robertsl29Jは広帯域定常確率過程を人力とする非線

形-自由度系の問題において,応答のエネルギ包絡線がマルコフ過程として対応

する拡散方程式を数値的に求める方法を示している0-万 SunらL30】は確定論

的非線形解析分野で開発されたセル状態空間法を拡張して,非線形性が強くかつ

減衰項の大きな系にも有効なセルマッピング法による破壊確率の算出法を提案し

た｡

以上の研究は,ほとんどが-自由度系を対象としたものであり,基礎理論の把

捉や簡略検討の面からは-自由度系でも良いが,実機レベルの評価を必要とする

-5-
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場合には多自由度系モデルが要求されるケ-スも多い｡このため多自由度系を対

象とした初通過破壊間道評価法の研究もいくつか報告されているr3Ll-(331｡し

か しこれらの研究も,対象とする系は多自由度であるが,初通過問題については

一次元現象を取り扱っているのみである｡多次元初通過破壊問題は実検レベルの

応力評価を行おうとする場合等に必要となる現象であるが,これを取り扱うには

ランダムベク トル空間境での議論が必要となる｡この分野における研究としては

parkら(341のヒステ リシス構造を対蒙としたもの,種々の限界状態表面に対す

る検討を行った Venezianoら(3SJの研究,時変の限界状態表面に対する定式化

を行った Schruppらr36Jの研究があるが,いずれも一次元境で定式化された

Riceの超過回教期待値の表現を多次元掛 こ拡張した Belyaevら(37Jの理論を基

礎としたものである｡

次に疲労損岳問題に関連した研究動向を述べる｡疲労損傷評価には破壊力学を

ベースとした ミクロ的立場に立つ方法と,S/N曲線で代表されるマクロ的立場

による方法の二つがあるが,工学上の利用頻度からは後者の方法が多く.また本

研究で採用する解析の流れは,破壊力学による評価とは観点を異に しているた

め,本節ではマクロ的方法に限定 して研究の流れを概説する｡

疲労損傷評価に関する初期の代表的な研究は,Milesr38Jが行った定常狭帯域

ガウス過程に対する累横損傷度の導出,及び Robertsl391の非定常挟帯域ガウ

ス過程に対する定式化であり.以後種々の研究が実施されている｡

疲労評価では累横損傷度に関する確率分布を推定することは一般に困穀なた

め,一次モーメン トとしての期待値を導出するのみの場合が多 く,分散億につい

ては Crandallら【40】が定常挟帯域ガウス過程について近似的に求めている程度

である｡最近では確率分布を対数正規分布と仮定して分散値を近似的に計算した

例が報告されている日1日42)

上述の研究の多くはガウス過程に対するものであるが,構造が非線形の場合に

は応答はガウス過程から大きくずれることもあり,このため非ガウス過程を想定

した研究もいくつか発表されている｡たとえば Hinterstein143日441は非ガウス

過程をエル ミー ト級数で表現することにより累積疲労損傷度を評価しており,

Jensenr45Jは非ガウス過程としての確率変数とその時間微分との結合確率密度

関数を Charlier級数で近似することにより疲労損傷評価を行っている｡

-6-
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以上の研究では,破壊基準として基本的には Hiner別146Jの様な損傷度仮説

を念頭に置いたものが多いが,他の破壊基準として塑性ひずみを基準とする損傷

度の定義による研究147J～L50】や,-自由度完全弾塑性系において履歴吸収エネ

ルギを破壊基準として評価した研究I川 も報告されている｡既に述べた様に疲労

評価では累積損傷に関する確率分布の推定がEfl難であるため,疲労に対する破壊

確率も推定されたケースは少ない｡その中で Shinozukaら【52】は損傷度の期待

値のみを用いて容易に破壊確率を推定できる近似式を撞来した｡一方 Angら153)

は薮労寿命のばらつきがワイブル分布に従うものとして信頼度関数を導入してい

る｡更に Hohamadiら(54)は Angらが提案 した信頼度関数を利用して高サイク

ル疲労に対して有効な破壊確率式の誘導を行っている｡また Wirschingらr55J

は Ang らが疲労寿命をワイブル分布~で近似したのに対 して対数正規分布で近似

することにより破壊確率を串出した｡

近年疲労評価研究の分野でも応用面に主眼を置いたものが増加しつつある｡た

とえは Snithら【56)は多自由度構造物の耐風疲労開祖にCQC法I571を導入し

て効率的に疲労評価を行っており,新谷【58日59Jは非定常入力を受ける線形構造

系において,累棟損傷度を応答倍率を用いて容易に推定できる簡便評価を提案し

ている｡また Lutesら160Jは累積疲労損傷率をスペクトルモーメントの関数と

して表すことにより,応答のパワースペクトル形状の詳細な議論をすること無 し

に損傷率を評価できる手法を報告している｡

以上動的信頼性に関する研究動向として初通過破壊問題と疲労破壊問題を概説

したが,本論文での主要テーマである荷重組合せ問題に関連した研究現状を次に

述べる｡ただし荷重組合せ間道は,動的信頼性としての疲労破壊問題の中では現

在まで解析された例か無く,このため初通過破壊を想定 した荷重組合せ問題の研

究動向のみを以下に示す｡

荷重組合せ問題解析時の基礎となる荷重組合せ別は,Turkstra(61】が実用的

な近似別を発表 して以来種々の方法が碇案されている (詳細は第3.1節参照)が,

動的信頼性解析の中に組み入れる手法としては,Men(62Jにより提案された

LoadCoincidence法 (LC法)や Larrabeeらr63)の提案するコンポリュー

ション法が代表的手法と言える｡LC法を用いた信頼性解析としては

KiureghianI64】や篠塚ら【65Iの研究があり,一方コンポリュ-ション法は

ー 7-

･.･.･.･.･.･..I.･...一 一⊥



′､

/(､

′ヽ .

schNartZ ら【66)や Madsenら【67】の研究で採用されている｡

ところで上記の研究では.荷重組合せの評価はいずれも応答値としての荷重効

果のレベルで行われている｡構造物が静的挙動を示す場合には,入力の荷重と応

答量としての荷重効果は,系が線形の範囲においては1対1で対応するため間道

ないが,柔構造物の場合には.応答が人力と構造の周波数特性に依存することに

なるため,荷重組合せの評価は動的応答解析の枠内で行うことになる｡すなわち

構造物の振動特性を考慮に入れた荷重組合せ開襟を解析する必要が生じる｡これ

に対する研究は少ないが,たとえば Pearce ら【681はLC法を用いて平均値を有

する二価の動荷重を受ける-自由度系について,変位制限タイプの限界状態に対

する動的信頼性解析を行っており,また Naessl69】は同じく変位制限タイプに

っいてSRSS法1701により常時作用する複数の動荷重に対する荷重組合せ問題

を解析 して超過回教期待値を求めている｡一方 Shinozukaら(711の研究は荷重

組合せを考慮して多自由度系を解析 した唯一の例であるが,このケースでは限界

状態として強度制限タイプのみ,また組合せ荷重も動的荷重は一個で他は静的荷

重 しか対象としていない｡

更に以上の研究ではすべて構造は線形系とみなしているが,実際には大きな人

力レベルが作用する時.非弾性挙動を示す可能性がある｡このため非線形系に対

する荷重組合せ問題も解析可能とすることが必要であるが,本分野の研究はわず

かに Chouら【72】が行っているのみであり,しかも Chouらの研究では構造の振

動特性は考慮しておらず,-自由度のパイリニア荷重/変位曲線を用いた静的荷

重組合せ問題のみを取り扱っている｡

以上述べた通り,初通過破壊を想定 した荷重組合せ間道に関する研究は,現在

まで種々の限定されたケースについて しか行われておらず,広範囲にわたる汎用

的な解析手法は未だ開発されていない｡

-8-
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1.3 動的信頼性研究の聞損点と必要性

第1.1,1.2節でも述べた如く,従来の動的信頼性分野における研究 ･検討に

は次の様な間鞍点かある｡

(1) 従来の荷重組合せを考慮した初通過破壊問題の解析では.解析上の取り扱い

の容易さから対象とする構造系は-自由度系に簡略モデル化されることが多い

が,これでは高次振動モー ドの影響を考慮することができず,また破壊モー ド

を一種類 (単一自由度応答量の閥値横断現象)に限定してしまうことになる｡

更に動的応答解析においては線形解析のみに限定されて評価されることが多い

が,実際には信頼性評価上から構造が非弾性を示す様な大きな人力レベルの荷

重も対象とする場合の方が多く,このため動的信頼性関連を精度良く評価する

ためには動的非線形応答解析技稀の援用が必要となる｡しかし系の自由度が大

きくなると.非線形応答解析自身が大きな研究課週の一つとなるため,特に多

自由度非線形構造系に対する荷重組合せを考慮した初通過破壊問題は,未開発

の研究として残されている｡

一方,作用する荷重については,死荷重の様にその荷重レベルが一定で静的

荷重と考えられるものもあるか,一般の荷重は地震,風等の様に不規則な動的

荷重であるため,これらの複数個の動的荷重が同時に柔構造物に作用する場合

の動的信頼性については,単独の動的荷重作用時とは異なる可能性があり定量

的に十分把握しておく必要がある｡ところで荷重の種類によっては平均値 (直

流成分)を含むものもあるが,系が非線形の場合には応答計算時に重ね合わせ

の原理が成立しないため.平均値分を (平均値を考慮しないで求めた)応答計

算後に補正する簡便手法は使用できない｡このため,従来の荷重組合せ問題で

は動的荷重は一個のみ,しかも平均値を含まないものについての解析例が目

立っており,平均値を含む統一的な荷重組合せ関越評価手法が確立していな

い｡

G!) 動的信頼性間道における代表的な破壊現蒙は初通過破壊と疲労破壊であり.

両者の研究は,従来ほとんどの場合別々に研究されている｡しかし同一の構造

物で初通過破壊が問題となる場合もあれば,疲労破壊が関越となるケースもあ

ー9-
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る｡また両者の破壊現象を比較検討することにより縫合的な動的信頼性の向上

を図る必要性が発生することもあろう｡この様な時に丙破壊現象に対する解析

手法が,まったく異なったものであれば非常に不都合であり,また解析精度の

バランスの面からも好ましくない｡このため丙破壊現蒙の解析をできるだけ統

一的に取り扱い縛る手法の出現が望まれているが,現在まで有効な手法は確立

していない｡

特に疲労評価については,より合理性が高いと言われている応力男鹿計数法

(たとえはレンジベア法やレインプロ一法)杏,如何にして不規則振動解析の

中に取り込むかという重要課額が,未確立の開署として残されているが.本論

文での主要テーマである荷重組合せ問題においては.前述の応力頻度計数法改

善による評価精度向上を議論する以前の問題として,疲労破壊現象に関する組

合せ則自身か未開発のままであるという問題かある｡すなわち,疲労評価に対

する組合せ別がないため,偶発荷重に対する荷重組合せを考慮した凌労評価が

必要となった境合には,現状では膨大なシミュレーションに頼らざるを得ない

という状況にあり,このため疲労税額解析における組合せ別の開発は,動的信

頼性研究上での急務となりつつある｡

(3)信頼性評価においては種々の不確定性が取り扱われる｡すなわち外力,構造

諸元,材料強度等の不確定性である｡静的信頼性の分野ではこれらの不確定性

を取り入れた研究が活発に行われているが,初通過破壊や疲労等を対象とする

動的信頼性研究分野においては,第1.1節で述べた如く不規則応答解析作業か

追加されるため,静的信頼性解析で取り扱われる程多くの不確定性は取り入れ

ることが困難な坊合が多い｡このため通常は.外力の周波数特性を規定する定

数 (たとえはパワースペクトル密度の藷定数),構造諸元,材料強度等はすべ

て確定値とする極めて限定的な間者について解析されることか多く,本来の信

頼性評価に近づけるためには,前述の種々の不確定性を考慮し締る動的信頼性

評価手法の開発か必要である｡

以上,従来の動的信頼性研究における間臥引こついて述べたが.これらの結果

から動的信頼性研究上で取り組むべき課題を整理すれば次の通りとなる｡

-10-
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u) 多自由度非線形の不規則応答解析法の開発
実際の構造物は多自由度系であり種々の破壊バターンを評価し縛るためにも

構造物の多自由度モデル化は是非とも必要である｡また大振幅の人力レベルに

対しても精度良く推定可能となるためには,動的信頼性評価に入る前の段階と

しての構造応答量推定時に,できるだけ種々の形状の柵造物に適用可能な汎用

性の高い多自由度非線形応答解析手法の開発か必要となる｡

G!)初通過破壊と薮労問題の効率的評価のための統一的動的信頼性解析手法の検

討

動的信頼性問題の代表的な破壊現象である初通過破壊とま労破壊の両者を効

率的に取り扱うためには,両者に共通した応答統計量を用いて各々の破壊評価

が可能となる統一的な動的信頼性手法を提案することが必要である｡

(3) 初通過破壊を対象とした荷重組合せ閉選の統一的取り組み

従来の動的信頼性間道における荷重組合せ開署の解析では,対象とする動荷

重の組合せケースは,個々の問題毎に部分的に取り上げられている場合が多い

が,このような状況は荷重組合せ現象に対する全体の把糎と理解,更には適切

なモデル化 ･評価を行うという観点から改善されるべきものであり,組合せ動

荷重の分類と各分類毎の対応した動的評価手法の開発による統一的な理論体系

の構築と確立が必要である｡

■ √ヽ (4)

i

疲労問題に対する荷重組合せを考慮した動的信頼性評価手法の開発

羨労問題は動的信頼性研究分野における非常に重要な研究領域であるが,荷

重組合せ問題の枠内においては取り扱いの困難さから,従来信頼性の評価は言

うに及ばず組合せ別についても報告された例がなく,荷重組合せ聞穎関連研究

の中では最も開発が遅れている分野であり,早急に疲労に関する荷重組合せを

考慮した動的信頼性評価法の基本技稀の開発,基礎固めを図る必要がある｡

(5) 動的信頼性解析に影響を及ぼす不確定性の定量的評価

従来の動的信頼性解析では,構造諸元,材料強度等に存在する不確定性につ

いてはこれを確定値と仮定して,不規則応答の確率特性推定の方に研究の圭眼

点が置かれることが多く,このため不確定性の評価は静的信頼性研究ほどには
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進んでいない｡しかしこれは当然のことながら動的信頼性では不確定性を考慮

しなくとも良いということではなく,近年の動的信頼性研究の発展にともな

い,不確定性についてもこれの影響を定量的に把握し得る手法の開発,評価 ･

検討が急務となりつつある｡

以上の必要性に対する認識のもとに,本研究では,荷重組合せ現象を中心とし

て繰形及び非線形多自由度構造系の,初通過及び疲労破壊に対する動的信頼性を

評価する手法を開発すると共に,動的信頼性評価時に影辛を及ぼす,材料強度の

経年変化による強度低下現象,鰭定数の不確定性,動荷重の平均値効果等につい

てもこれらを定量的に評価する方法を検討するものである｡
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1.4 本論文の内容

本論文は荷重組合せ現象を中心課題として動的信頼性問題を振動工学の立場か

ら縫合的に論じようとするものである｡

本論文は全8章より構成されておりそのフローを図1.1に示す｡

第2章以下の各章の構成は以下の通りである｡

【本論文の構成]

第2章 非線形構造系の軌的信頼性解析を実現するための準備として.ま

ず多自由度非線形構造系の不規則応答解析手法を開発する｡本論文では統計

的等価線形化手法と Fokker-Planck法の二手法について解析法を開発す

る｡すなわち具体例として材料非線形性を有する任意形状板構造の平面応力

場問題を取り上げ,これを有限要素法と統計的等価線形化手法の導入により

不規則応答量を推定する手法を開発するとともに,他の具体例として弾塑性

復元力特性を有する多層構造物についても同様の定式化を行い,前者の平面

応力場間韻と解析手順の後半はほぼ同一となることを示すことで,本論文に

て開発する手法は汎用性が高く有用な方法であることを述べる｡一方,

Fokker-Planck法についてもキュムラント打ち切り手法を援用することによ

り,種々の非線形系に適用できる汎用性の高い新たな方法を開発する｡以上

の提案する新たな二解析法についてはいずれもモンテカルロシミュレーショ

ンの実施によりその妥当性を確認する｡

ところで動的信頼性問題は初通過破壊と疲労破壊間道に大別されるが,各

々をまったく異なった手法で解析することは非効率的であり,また両者を比

較する上でも解析精度のバランスの面から好ましくない｡このため本論文で

は超過回数期待値を用いて両破壊開祖を評価し得る手法を提案しており,こ

れによって統一的な動的信頼性評価か可能となることを示す｡

第3章 : 動的信頼性分野での荷重組合せ問題を評価するための基本則を選

定するために,まず現状方法論の見直しと検討を行う｡ここで選定される基

本別を利用して,多自由度線形構造物の動的応答効果を考慮した荷重組合せ

問題に対する初通過破壊の定式化を行う｡この際,従来組み合わされる荷重

は問題毎に部分的にしか取り扱われていなかったが,本章では動的荷重のす
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ベての組合せ (平均値有十平均値有,平均値有+平均値無,平均値無+平均

値無)を取り上げ,これに対する各々の定式化を行うことで,荷重組合せ現

象に対する統一的な把握と解釈が可能になることを示す｡

構造信頼性問題では通常信頼性の定義には二通りある｡すなわち材料強度

的にある許容応力レベルを超過する開顎 (強度制限タイプ)と.応力的には

間道がなくとも応答変位量で信頼度が規定される (変位制限タイプ)場合で

ある｡本章では前述の組合せ荷重の分類とともに両タイプの信頼性問題につ

いても合わせて評価式を導出する｡また解析手法の妥当性を示すため,強度

制限タイプの二荷重組合せ問題を対象としたモンテカルロシミュレーション

を実施する｡更に実検レベルの骨組構造物を対象とした試計算を行い,解析

結果の解釈と利用法を示すことにより.動的信頼性評価更には荷重組合せ問

題を解析することの有用性を明らかにする｡

ところで荷重組合せ問題では,一般に作用する外荷重間には相関は無いも

のとして定式化されるか,相関がある場合にも,本章で開発する手法はほと

んど修正無しで有効に利用できることも具体例をもとに示す｡

第4章 前章での線形構造系に対する荷重組合せを考慮した初通過破壊評

価手法の開発に引き続いて,本章では非線形多自由度構造系に対する評価手

法開発を行う｡ここでの具体的な非線形性としては,一般構造物の非線形特

性の中で最も代表的なものの一つである弾塑性挙動を対象とした履歴復元力

特性を取り上げる｡まず-自由度非線形構造系に対して,第2章で開発され

るキュムラント打ち切り手法を援用した Fokker-Planck法による初通過破

壊評価法の定式化を行う｡次に-自由度系で開発した手法を多自由度系に拡

張して任意の自由度に対して有効な解析理論を開発する｡この際に破壊状態

を規定する系の限界状態としては,前章同様に変位制限タイプと強度制限タ

イプの二種類を取り扱う｡更に,開発する評価手法の精度を検討するためモ

ンテカルロ法による数億実数を行い,手法の妥当性を確認する｡

第5章 第3,4章で取り扱われる初通過破壊現象に関する荷重組合せ開

運の解析に対して,構造の非線形性まで考慮した疲労破壊に関する荷重組合

せ解析は従来まったく行われていない｡そこでまず疲労間道における荷重組

合せ別を誘導する｡たJ='し本論文で取り扱う疲労はS/N曲線をベースにし

た線形損傷度仮説を用いるマクロ的評価である｡このため累横疲労損傷期待

値について荷重組合せ別を新たに提案している｡捷案する荷重組合せ別は,
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モデル化された荷重の振幅や継続時間を規定する確率分布形の種類によらず

モンテカルロシミュレーション結果と良い一致を示し.梧度の良い荷重組合

せ別であることを明らかにする｡次に提案 した荷重組合せ別を用いて,第4

章と同様の弾塑性多自由度構造物に対する荷重組合せを考慮した疲労損傷評

価手法の開発を行うことにより,従来取り扱い困難とされて来た当該開祖に

対 して定量的評価が可能となることを示す｡更に-自由度弾塑性構造物の疲

労損傷関越を取り上げ,この構造物の年間当たりの累壊疲労損傷期待値を種

々のパラメータについて求め,比較することにより濠労問題における荷重組

合せ現象考慮の必要性を明らかにする｡

第6章 人力としての動的荷重が平均値 (直流分)を含む場合,系が線形

の時には重ね合わせ手法が有効なため平均値による応答は独立に評価できる

が.非線形系の場合には重ね合わせ手法が利用できないため応答解析時には

平均値分も同時に評価する必要があり,特に応答モーメン ト量の導出に際し

ては特別の工夫が要求される｡そこで本章では荷重組合せ問題を含む動的信

頼性解析全般に適用し得る解析手法として,キュムラント打ち切り手法の反

復使用による新たな方法を提案する｡また本方法の妥当性を確認するため-

自由度 口uffing振動系を取り上げ,これの理論解析とモンテカルロ法によ

る数億実簸結果との比較を行う｡

更に本章では,信頼性解析に影響を及ぼす材料強度のばらつき及び経年変

化による強度低下特性を考慮した場合の初通過破壊開署評価への定式化を行

い,それ らのパラメータが動的信頼性評価へ与える影響を定量的に検討す

る｡

第7章 荷重組合せを考慮 した動的信頼性評価手法の実用面への応用例と

して,荷重硬度係数設計法への展開を図る｡すなわち荷重強度係数設計法に

おける重要な研究課遇である,必要最小限のコー ドフォーマット(設計規範

式)の選定及び荷重係数の設定問題を,合理的,客観的にかつ構造物の振動

特性を考慮して評価するために,荷重組合せを考慮した動的信頼性評価手法

が利用できることを示す｡また具体例を示すことにより提案する評価法の有

用性を明らかにする｡

更に一般の動的信頼性解析への応用として,藷定数の不確定性を考慮する

場合の取り扱い法について述べる｡すなわち第2-6章ではすべて構造諸元

値は確定値とみなして解析を行うが,対象とする問題によっては構造諸元の
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ばらつきが大きいもの,あるいは信頼性評価上からばらつきの定量的評価を

必要とする場合がある｡このため構造諸元のばらつきを考慮した時の動的信

頼性解析手法を,構造物の確率論的地震リスク評価間韻を具体例として導出

する｡

本章の最後として本論文では対象外とした動的信頼性研究上での未解決の

重要なテーマを今後の研究課韻として示す｡

第8章 本研究で得られる成果を捻括し,結論として述べる｡
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図1.1 本論文の構成フロー
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2.1 非線形不規則振動解析法の特徴

2.2 統計的等価線形化手法による非線形構造系の不規則応答解析

(平面応力壌間道への適用)

2.3 統計的等価線形化手法による非線形構造系の不規則応答解析

(多質点系モデルにおける定式化)

2.4 Fokker-Planck法による非線形構造系の動的信頼性評価

2.5 まとめ

動的信頼性を評価するために必要となる応答統計量の理論的推定法,

特に非線形構造系に対する不規則振動応答推定のための理論展開に

ついて述べる｡
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2.1 非線形不規則振動解析法の特徴

本節では動的信頼性を評価するために必要となる応答統計量の理論的推定法,

特に非線形構造系に対する不規則振動応答推定法の各手法における特徴について

述べる｡

繰形構造系に対する不規則振動応答推定法はほぼ手法が確立していること,動

的信頼性間道では最大値応答や終局強度評価で非弾性挙動まで対象とせねばなら

ない場合があること,更には現実の振動問題には非線形性を考慮せねは解決でき

ない,あるいは精度良い評価ができないケースが多い,等の理由から本節では特

に非線形構造系に限定してその応答推定法の種々の手法の特徴を述べる｡

非線形構造系に対する不規則振動応答解析法として代表的なものには次の4つ

がある｡

(D モーダルアナリシスの応用

② 摂 動 法

③ 統計的等価線形化手法

① Fokker-Planck法

モーダルアナリシスを応用した手法IIJは確定人力に対する非線形構造系の応

答推定問苗でしばしば使用される手法,即ち繰形項からのズレを外力とみなし反

復計麓を実施することにより収束解を求める方法を不規則振動解析に応用したも

のであるが,本手法は確定人力問題と同様に非線形牲が小さい場合に限定される

ものである｡更にモーダルアナリシスであるから非線形項を無視した線形系につ

いては固有モー ドの存在を仮定していることになるが特に非線形項が減衰に関与

している場合,線形系同様に減衰項の直交化には偵重な取り扱いが必要である｡
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摂動法は非線形問題の代表的解法の一つとして以前より各分野で採用されてい

る方法であり解を非線形パラメータで展開する法である｡この手法を不規則振動

応答解析に応用したものが本節での②としての摂動法であるが【2】～【4㌧ ①のモ

ーグルアナ リシス法同様に非線形性が小さい場合にのみ有効とされる手法であ

る｡

推定入力に対する等価線形化手法をそのまま不規則入力間超に適用したものが

統計的等価線形化手法であり摂動法と並ぶ代表的な非線形解析手法の一つである

が特に,

l) 非線形性か大きい場合にも有効

i) 解析的取り扱いが容易

i) 入力の形に制約を受けない

b) 汎用性が商い

等の特徴を有するため現在まで種々の論文が発表されている【SJ～‖ 31｡しかし線

形化するために原則として歪度やとがり度を求めることができず応答の高次モー

メントを論する場合には問題となるケースが多い｡

Fokker-Planck法は不規則振動解析のみで使用される特殊な方法であり応答

量をマルコフベクトル過程とみなすことにより物理現象を確率微分方程式系で表

現して解を得る方法である｡この手法は入力の形に制限を受けるがガウス過程人

力に対する応答解析については唯一の厳密解を与えることが知られている｡また

i) 非線形性の形にほとんど制限を受けない

元) 応答統計量の算出にあたって,Duhamel積分を実行する必要がないため

数値計算が比較的楽である

i) 確率微分方程式を介して力学系の統計量を推定するので疲労評価等に必

要となる確率密度の情報を得ることができる

等の特徴を有するため理論解の導出が煩雑となる場合もあるにもかかわらず種々

の解析例が報告されているIl4)～(19】



(.L 以上4つの方法についてその特徴を述べたが,特に非線形構造系に対する不規

則振動解析においては①②の方法は非線形性が小さい場合にのみ有効であるこ

と,一方動的信頼性問題では最大値応答や終局強度評価の様に非線形性が大きい

場合も取り扱う可能性が高いことを考え,本論文では統計的等価線形化手法と

Fokker-Planck法を採用することとした｡

rヽ

/ーヽ



r. 2.2 統計的等価線形化手法による非線形構造系の不規則応答解析

(平面応力場問題への適用)

本節では非線形構造系不規則応答問題への統計的等価線形化手法の応用として

平面応力壌問題への適用について述べる｡

(

√~ヽ

(1) 有限要素法における定式化

任意形状の平面応力場問題を取り扱うには有限要素法 (以下FEMと略す)

は有力なツールでありこのため本節でもFEMをベースとした定式化を行う｡

また非線形性としては弾塑性特性を対象とする｡

FEMにより弾塑性構造問題を解析する際の手法としては,使用する構成方

程式の形により全ひずみ理論とひずみ増分理論【20Iの2つがある｡後者の方法

は近年前者の方法より多用される傾向にあり確定人力に対してはより簡単に応

答量を求めることができる｡しかし不確定入力に対する不規則振動応答を統計

的等価線形化手法を用いて解析しようとする場合には増分形式の表現では定式

化が困穀となる｡このため本論文では全ひずみ理論による定式化を行う｡

全ひずみ理論を採用する際には構成方程式の選定が間道となる｡すなわち不

規則振動解析に適した構成方程式の表現を選定しなければならないが,特に統

計的等価線形化手法の使用を念頭に置いた時,最適と思われる構成方程式が見

当たらない｡このため弾塑性挙動を示し得る新たな構成式を,Boucにより提

案されr2日後に Henにより一般化されたl次元ヒステリシス復元力モデル122)

を参考に仮定する｡ただし本論文では精度が検証された構成式を新たに提案す

るものではない｡すなわち本論文では弾塑性挙動を示す全ひずみ表現での構成

方程式が与えられたとした場合に.それを用いて如何にして有限要素法の枠内

で不規則振動応答の確率統計量を理論的に推定するかが命題であり構成方程式
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自体の開発を目指すものではない｡したがって本節で仮定する構成式について

は今後実験的並びに理論的に詳細な検討 ･評価,改良が行われるべきであるこ

とは言うまでもない｡

繰形平面応力場間道における応力/歪の関係式,及び Wenの 1次元ヒステ

リシスモデルr221を参考にしてヒステリシス特性を有する弾塑性平面応力問題

における応力/歪の関係式を次の様に仮定する｡

nxニ ーrT 〔axex十(1-ax)Zx(ex,e,,exy)I'-や ㌔ -｡y
Ex

l-tJ i-V

十sIZy(Ex,Ey,exy)+ S2Zxy(ex,ey,exy) (2.1)

nyニー.二･･一一丁 【qye,十(1-ay)Z,(Ex,Ey,exy)】+予 等 ex
Ey

l-LJ 1-zJ

+sIZx(ex,ey,exy)+ S3Zxy(ex,ど,.exy) (2.2)

TIxy- GxylaxyExy+(llqxy)Zxy(ex,ey,Exy)]

十S2Zx(Ex,ey,Exy)+ S3Zy(£x,ey,Ex,) (2.3)

ここでT7,e及びZは各々確率変数としての応力,歪及び非線形性を表わす補助

変数を示している｡更にE,リ,Or,Sはパラメータであるが特に系が線形であれ

ばE及びUは各々ヤング率.ポアソン比に等しい｡また レr-リ,好打 である｡
(2.1)～ (2.3)式における添字としてのx,y,xyはx軸,y軸及び努断の各方

向に関係した量であることを示す｡

補助変数を規定する補助方程式の形としては同じく Wen のモデルを参考に

次の麦現を類推,仮定する｡

zx(･) - AxleX - βxl lexllZx(･)lnxl~lzx(･)-TxLExlZx(.)Enxl

十Cx2E,十kx2Z,(･)+Cx,exy十kx,Zx,(･) (2･4)
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zy(･)- Ay2ey - βy2 rey=Zy(.)lny2~ l zy(I)-7y2ey tZy(A)Iny2

+Cy.Ex十kylZx(.)+Cy3eXy十ky3Zxy(･) (2･5)

zxy(･)- Axy3eXy一 βxy3lExyIEZxy(･)lnxy3~ l zxy(･)-Txy 3 ExylZxy(･)lnxy3

+Cxy.ex+kxyIZx(.)十Cxy2ey+kxy2Zy(I) (216)

ここでZ,(･)(i-x,y,xy)はex,£y及びexyの関数としてのZlを示し,Ai,

β‥ 7.,ni,C.及びk.は非線形性を特徴づけるパラメータである｡

(2.4)～ (2.6)式で補助変数が記述される場合の構成方程式(2.1)～(2.3)

式は一種の非線形粘弾性モデルを表わしているものと解釈できる｡このモデル

の代表例を付録2.1に示す｡

本節で考える非線形性は材料非線形性のみに限定しておりこのため歪/変位

関係については線形構造系と同様な関係が成立するものと仮定する｡すなわち

変位関数として線形関数を採用できるものとする｡

ここでは三角形要素による定式化を行うことにし,変位関数としてはもっと

も簡単な 1次関数

: ≡ :言 :;: : ::日 (2･7)

を仮定する｡ここでU,Vは任意点におけるx,y方向の変位を示しql～q6はパラ

メータを表わしている｡ (2.7)式を各要素の節点変位にも適用することによ

り節点変位と任意点の変位間の関係が次の様に得られる｡

･}- ( :)- [".
′
-

1

･

-
し

｣o

N
k

N
k

o

･｢1

什
心

U
n

0

-
日

凪

30

-川]‡6‡e (2.8)
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√ヽ

(2.10)

ここで

･･- ai十 b;xA'cly I Nj- aJ+ b;xA'cJy I Nk- ak十 bkX十cky12△

a.= xJyk~ XkyJ aJ= Xkyl~ X.yk ' ak=X,yJ-XjyL
b.- yr yk , bj- yk- y . , bk- y.~y,

C.=LXk- XJ CJ= XL~Xk l Ck= XJ~ Xl

2△- det吊 …三

でありまた Heは要素で定義されている量であることを示している｡

(2.8)(2.9)両式より歪/変位関係が次の様に得られる｡

用 -

i
':.

L':t ∴ T
]

o

c

kb
k

b
k

o
ck

0
c

b

b

0
c

0
c

b

L
U
nU

c

L

I
すご ≡【B]16 ‡e

α) 統計的等価線形化手法1231

(2.4)～ (2.6)式を直接に解くことは極めて困難であり,このため統計的

等価線形化手法を用いてこれらの式を近似化する｡

統計的等価線形化手法としてもっとも一般的な方法は Atalikら1121が行っ

ている様に構造系全体について線形化による誤差の2乗平均値を最小とする楳
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に係数を決めることであるが本節でのFEMをベースとした展開ではこの方法

を採用することは困難である｡なぜなら Atalikらの方法では等価線形化を行

う前にシステム全体の非線形関数の形が既知であることが必要であるが.一方

FEMではその手法上有限要素への離散化,全体マ トリックスへの組立と進む

ため有限要素の性徴化の段階で等伯線形化を実行せねはならずこのため等価線

形化を行う時点ではまだ全体システムの運動方程式が得られておらず全体シス

テムについて2乗平均誤差を最小とすることができないためである｡

以上の理由により本節では等価線形化の方法として各エレメント毎に単独に

線形近似化を行い,得られるパラメータの安当性については収束判定の規準に

システム全体の応答塵を同時に考慮することで結果的にはシステム全体がバラ

ンスのとれた (各エレメント毎の)最適パラメータを選定できる様工夫 した｡

(2.4)～(2.6)式の線形化表現を以下の様に仮定する｡

Zx-Cx.Ex十kx.Zx+Cx2Ey十kx2Zy+Cx3eXy十kx3Zxy (2･11)

Zy-Cy2Ey十ky2Z,十CY.Ex⊥ky.Zx十Cy3Exy+kHZxy (2･12)

Zxy-Cxy3eXy十kxyaZx,十Cxy.Ex+kx,,Zx+Cxy2Ey+kx,2Zy (2･13)

ここで (2.4)～ (2.6)式で用いられたZ.(.)の表現は便宜上Z.と省略化 して

いる｡線形化するために求めるべきパラメータはCxJIC,2･Cxy]･kx.I ky2･

kxy3の6個であり,これらは2乗平均誤差を最小にするという条件を記述する

(2.14)(2.15)式を解くことにより待られる｡

一面 r El" ･gt - a.i- Z･ln･- 1zI- Tie i u ･tn,- C･£1- k･Z･t2]- o (2･14)
t

a

一打 El純 EI-β･州 ZiLn,1'Z1 - Tie 北 ln･- C･e.- k･Z･t2]- o (2･15)

すなわち C..k.(i-xト y2,Xy3)は,

C.-A.一B.
(o呈.Fl一尺と.Z.F3)
(o声 量1-Xと…Z.)
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k.--a.
(OとデF3- Kと.Z.F') (o串 4-〟と.Z,F2)
. ●ウ ウ.-Ti . .,■ ~｡.
(o声 量.一項 Z.) (U声 量.一項 Z.)

(2.17)

となる｡ここでOと…,諺.及びKと.Z.は各々E‥ Z.の分散値,共分散値を示 し,
またFl～F4は次式で定義される量である｡

F. - E[EIJEiHZiln･1Z.]

F2- 日拙 Z.ln']

F3 - E日E.llZ11m･~皇 ]

F4- 日 E.Z,1ZllnJ]

(2.18)

(2.19)

(2.20)

(2.21)

次に (2.18)～ (2.21)式を具体的に求める｡今EIとZ.は結合ガウス分布し

ている確率変数であると仮定するとその結合確率密度関数f(El,Z.)紘

i(E.,Zl)-

ただ し,

1 1

2wE,UzIJFfexp卜前 丁-li3i9
2ロtll

[(E･-E[g･])22

2p(;i-El;i])(Zi-E[Zi]) 十 (Zi-Etzi])2]= 2.22)
Oと1 0zI UzJ

OElGz,

で表わされるのでこれを用いて定義に従い (2.18)～ (2.21)式を実際に計算

(E.とZ.の平均値は0と仮定)するとn.が整数の場合には次の様な解析的表現が

得られる｡
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(E)∩.- 2m (m-0.1,2,

F】-

?L+)

2-'l帝 Z言■(卜 02) 2.-
TO:A-1

JFoi;(1-㌔)(2Lrl)-!

帝Z…m(1←2no2)(2J)I
:■■!

2N'J(1-02)■◆2-I2m+tot.oz.

iiiiiiiii

JTqt.p(2･十l)!†

=r
(41r)fozl

･わ- 1,H(か青 ,--'"

(rr十l)-oz子r

(2b-2T+3)II(fヲ1十一｣T-I2qz̀

2r
(p-r+1)Ioz.

(i)∩.- 2m十 1 (m-0,1,2,･･- )

22m'I(1-p2)巾2(2m十1)!Uとlqzl

十

F2-

広 2m~1p紬+2m!

帝 zr l(1-p2)(2m十l)!L旦 (-1)r

け JFozr tanLl(ROE.E.)]

I+DOZ言■◆'tan-I(.Qozlf.)】 (2.23)

(2,24)

け Rqz…I◆】lan-l(JYqz.i,)l (2.25)

r __ , I∑
庖 2m~l r叫 ,!(m-r)!(2r十1)

帝Z㍗ Jp2(2m+3)! m･, (-1)r

J玩2m 1r-=or!(n-r+i)!(2r+1)

2m'l帝 Z子m+.(2mp2十p2十1)m!
.伝

2r+I

) ‡

2r+I

) i(2.27)
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ここで

2m'2(i-㌔)m̀2(2m+1)!0丘10zl
ノ露2m~ln!

otlqzデm+2p(2m十3)! R,･･
[∑
r･;0.I?7ごn

2m+2ot.oz…m̀2p(m+1)!
.･･空言

BlI-

ry!!-

JTJzl j T 7

(

(-1)rTJ g.

r!(∩-r十1)I(2r十 1)
2r+1

) 】(2.29)

(2.30)

n!-i,2,3日.･･m O!- i

n(m-2)(rn-4).････3･1 m ; 奇数

帆(m-2)(∩-4)--I4･2 m 偶数

0!!-(-1)!!- 1

である｡

故に以上の関係を (2.16)(2,17)両式に代人することにより,非線形平

′｢ 面応力墳間掛 こおける繰形化した構成方程式を補助方程式を付加した形で次

の様に求めることができる｡

手TH -lDL]iei+tDN]!Zl

iZt-[Ce] ie‡十 lKe] iZi
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ところで

hi- 甘 一gⅦ ∵ {Z}- (…≡y)

∴
>>

.aN0

bN

>

>-

｢

_

し

き

【Ce]-

(帖 丁 皇㌧
t-1･

CxI Cx2 Cx3

Cyl Cy2 Cy3

Cxyl Cxy2 Cxy3

(I-a.) S■ sz
s. (巨)(ユlo,)S,
S! S,幣

kxl kx2 kx3

kyl ky2 ky3

kxyl kxy2 kxy3

(3)要素剛性方程式の統合

本節ではFEMの基礎となるエネルギ原理として仮想仕事の原理を採用す

る｡これは仮想仕事の原理が本節で対象とする様な材料非線形開削 こ対して有

効であると考えられることと,本節で提案する統計的等価線形化手法の方法論

をもっとも無理なく受け入れられる原理であるためである｡

等価節点力 iF壬eは次の仮想仕事の原理より専かれる｡

(dM )T刑 e-jJ(dl川 丁州 tdxdy-/I(dlft)Tげbttdxdy (2.34)

ここで iPb‡は単位体母当りの物体力を示し,tは板厚,Tは転置であることを
表わしている｡



もし初期の応力と歪を考え更に両者の関係は繰形であると仮定できる場合に

は (2.31)式は次式の様に書き改められる｡

inI-【DL]te‡十[DN]号Z卜 [D]ieoけ iT70‡

√~ヽ

′~ヽ

(2.35)

(2.8).(2.10)及び (2.35)式を (2.34)式に代入することにより等伯節点カ

の形ば

ーFie-〟【8円 DL]【B】㈱ etdxdy+I/lB]TlDN]与Zildxdy

-/jrlB]'【D]裾 tdxdy+〟 [B再帰 tdxdy-,･rIlN]T町 tdxdy (2.36)

となる._,変位関数は線形一次を仮定 しているので lB]及び歪は要素で一定で

ある｡故に歪速度の関数としてのベクトJL手Z寺も要素内で一定となる｡この

様なケースの場合には (2.36)式は簡鞄化され次の通りとなる｡

書目e-tK]ei6‡e十【G]eiZ皇e十iFieE｡十iH完｡十手Hep (2.37)

ここで

lK]C-J/[8n DL]【8】tdxdy-t△【B]TlDL][B]

lG】e-/,rlBlTl恥】tdxdy-t△【B]T[DN]

州…｡ニーt/jrlB】T【D]ie｡!dxdy

購 ｡-tJ'flB]Tinoidxdy

料 亭ニーtJ'/lN】TiPbidxdy

一方, (2.37)式において初期の応力,歪更には物体力が考慮されない場合の

等他節点力は次式の様になる｡

げie-lK]ei6ie十【G】eiZie (2.39)
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要素毎の剛性方程式を全体システムとして統合するために (2.39)式におけ

る要素ベクトルの成分を以下の様に拡張定義する｡

-∫

L

I
･.
y

A
lq
y

L
L
y

X
y
X
-
-
X
y
X
I
I
-
X
X
X

Z
Z
Z

Z
Z
Z

7L
～
Z

(2.40)

前式におけるL,Nlは各々要素及び節点の総数を表わす｡

力のつり合い条件より節点力の合計は作用する外力とバランスしているので

V･爪>
･
･
･
･
･
Y
∧
V
1

･J

L十

′｢ となりこれよりシステム全体の剛性方程式は以下の形で表現される｡

W!-lK]16!+lG]iZt

ただし

′ヽ

(2.42)
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(4) 補助方程式の統合

(2.42)式には補助変数ベクトル iZ‡を含んでいるため (2.42)式のみでは

解を得ることはできず神助方程式の追加が必要であるが,これは (2.32)式を

用いることにより得られる｡

すなわち (2.10)式を (2.32)式に代入することにより要素でのiZ手Cとi6壬C

の関係が得られる｡

iZie-lH]e手6ie+lKe]eiZ!e

ただし,

1

-

.1
∫
k
k

Hu･>
･‖)
･>
･‖)
･
>

Jt

--I
--
し

こe･AU

f

ノy

X
y

X

ソL
7J
7

′一
･･-(.しこ
eZ

f

ノy
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y

X

･Z
･Z
･Z
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e･Z

"
-

,J

,J

一y

X

y

X
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ー

..Hh

2

2

‥y

X

y

X

k

.レ
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.y
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y

X

..K

k

k

r士
.I
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二
e
eHH■_

39

(2.44)
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Eid

[

CxI Cx2 Cx3

Cyl Cy2 Cy3

Cx,. Cx,2 Cx,3

烏

0 b- O

C. O C J

b. Cj b J

要素毎の補助方程式を全体システムへ統合する方法は剛性方程式の時に行っ

た方法とまったく同じである｡すなわち (2.44)式での要素内で定義されてい

るベクトル及びマ トリックスを全体システムで再定義して全要素について重ね

合わせることにより全体システムにおける補助方程式が以下の様に導かれる｡

手Z与-lM]与6‡+[Ke]iZ‡

ここで

由刊

しき≡NN)
川]- ht:1/-hl･2N

l
l

I

h3L.L h3L,2N

lKe]- ke L.1 kel.3L

I

ke3L.l -ke3L.3L



(5) 全体運動方程式

動的問題を解析する場合には慣性力の効果を考慮する必要がある｡FEMに

おいては慣性力のベースとなる質量マ トリックスの構成の方法により IUmped

mass法と consistentmass法の2通りがあるが本節では平面応力場問題を対

象としていることを考慮して後者の方法を採用する｡すなわち要素における

consistentmassマ トリックス [M]eは良く知られている様に

lH]e- potN lN]Tl" dxdy-#

′■~ヽ

√ヽ

｢＼

1/2 01/4 0 1/4 0
0 1/2 0 1/4 0 1/4

1/4 01/2 0 1/4 0

0 1/4 0 1/2 0 1/4

1/4 01/4 0 1/2 0
0 1/4 0 1/4 0 1/2

(2.48)

の形で表わされる｡ここでp｡は対応する要素での質量密度を示す｡全体システ

ムでの質量マ トリックスの構築は剛性マ トリックスの場合とまったく同様にし

て実現できる｡故に全体システムにおける慣性力は次の形で示される｡

iQ1- -lH】iBi

ここで

nL.A---- mt,2N

m2N.いり一一m2N.2N

-41-

(2.49)



′~~

′ヽ

/一ヽ

｢ヽ

(2.42)(2.46)(2.49)式を考慮し,更に反力も含んだ形で外力ベクトルIP書

を仮定することにより基本的な運動方程式が尋出される｡

lM]16‡+lK]手6を十【G]iZ‡-jP‡

iZ壬-lH]16を+lKe]tZi

ただし,(2,51)(2.52)両式は反力を含んだ形となっており,必要な境界条

件処理を終了した形のものでない｡これを実施するために (2.51)(2.52)式

を･

(2.53)

ー細 L :: H2,は )

ここで

捕

川

U

iP

十 川C]iZt

未知変位に関するベクトル

既知変位に関するベク トル

既知外力に関するベクトル

未知外力に関するベクトル

の様な形で区分することにより以下の2つの方程式群に分割する｡

(2.54)

lHll]161t+lKH]16]‡十【Gl]iZを-iPl卜【Ml2]16oi-lK12]川o‡(2.55)

iZi-【Hl]16Iけ川21i60け【Ke]手Zt (2.56)

(i)【M21]161‡+lH22】I6oi十lK21]161けlX22】160け【G2〕壬Z拝与Pot (2.57)
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(2.55)(2.56)両式が境界条件処理を施 した解析すべき運動方程式群である｡

未知数としての反力は (2.55)(2.56)式を解いて得られる ‡6日,16li,tZt

杏 (2.57)式の左辺に代入することで得られる｡

解析を既知変位量が0,すなわち相当する節点は固定点と考える様なケース
に限定する時には,(2.55)～(2.57)式はより簡単な表現となる｡

(I)

lMll]161け lKH]161け 【Gl】iZ壬- 1Pl ‡
iZ手- 川l]16 1け 【Ke]iZ壬

(i)【H2L]161i十【K21]‡61‡十〔C2]iZi-1Po‡

更に (2.58)～(2.60)式において添字を省略し,ヒステ リシスによる減衰効

果以外の減衰項を (将来の拡張を考慮 して)形式的に付加することにより最終

的な運動方程式群が以下の様に得られる｡

lH】16け 【C】手6け lK]iBけ 【G]壬Zi-iP号

iZf-【H】‡6壬十川e】‡Z‡

ここで

ー

ノ
NN

∫
U

L人U

′
-･1
1

し

こ■▲∪ iZ‡- 1

-
y
.
.
.
L

L
y

X

y

X

X

>

X

Z

Z

Z

Z

Z

Z

ー

ノN

.

.
_
.
.
_
N

r_

イ■
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ノ､し
こ
P

13- ml.lH~mI.Ntd

ll
I

mNN.卜__mNN .NN

kl:､
l---kl .NN

k NN.1_H kNIN.NN
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gl.l---gI.3L

r

l

gNN,1‥ gNN,3L

hhl一日 ll l . N N

h,i..___ht,i nn

kel.I kel.3L
l＼

l

ke3L.l ke;し3L

なお (2.63)式におけるNNは未知変数の数を表わしており,故に (2N-NN)が

固定点の自由度の数を示していることになる｡

(6) 状態空間での定式化による応答量の推定法

不規則振動解析においては応答の共分散借を求めることがその解析での中心

課題となる場合が多い｡この共分散値を求める場合の有力な方法の一つに状態

空間表示による遷移行列法がある｡本項ではこの方法に従う場合の応答共分散

値導出のための定式化を行う｡

(2.61)式における外力ベクトル iPt成分はすべて不規則荷重であるものと

考え更にそれらの値は (2.64)式で示される様に,ガウシアンホワイトノイズ

に振幅非定常性を考慮するエンベロープ関数山t)をかけたものを入力する1質

点系の応答値として定義されるものと仮定する｡

P)十2Elu｡lPl+u芸.Pl-如(t)wl(t)

P2+2E2uo2P 2 +U昌2P2- ¢2(t)u2(t)

PNN+ 2ENNuoNNPNN十 ugNNPNN- 仙N(t)WNN(i)

(2.64)式におけるカウシアンホワイ トノイズ iH(I)ト ル.(I)-･.UNN(t) 壬T

は次の様な特性を有するものとする｡

一44-
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E川(t)】 - lot

E川(t)W(t+て)T]- 2疋6(I)

ここで次の様な状態ベクトル 川iを定兼すれば

iQi-1P.P2･･･- PNNiP. P2 - PNNi' (2.67)

(2.64)式は以下の様に表現される｡

Q(t)- AqQ(i)十 BQ(t)W(t)

ただ し

0

1

-

･
･
･
0

シ
.
ゝヽリ】

NN

0
-･-2
0＼‖叫

2
03
-
l
l.n
U

1

uo 1-- -0

--I-2 ENNO oN N

¢1(t)一一一 0

0--1WNd(t

(2.68)

一方 (2.61)(2.62)式における変数についても次式の様に状態ベクトル

iXfでとりまとめることにより

州 -i6. ･･- aNN:6' ･････ ∂ N N ; zx. - ･･･ ZxyLiT (2･70)

(2.61)(2.62)両式を次の様に表わすことができる｡

X(t)- AxX(t)十 Px(t) (2.71)
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I

-lHr l【K]:-lMrl【C]:-lln-1【G〕
l

I
0 ' lH】 lKe 】

更に ‡Xi,tQ‡を用いて薪たな状愚ベクトル 川iを

- 拒 6.･･･∂NN=61-･6NN;Zx.･･･ZWL:P.･･･PNN:P.･･･症 T(2･73)
l

√ヽ の様に定義し,(2.67)式と (2.72)式を結合することにより最終的な状態空

間での表示式が以下の形で求められる｡

Y(t)- AyY(t)十BY(I)HY(t)

Y(to)- Yo

ただし

AY-

′ヽ

Eid

0 1:0 :0 :0---一一一一一---J--一一一1----L--
-川rt【X】:-lMrllc】:1HrIlGHlHrl:o

0 - 川] 【Ke】

h'Y(t)- 0
0

0

の

IW(t)I

.L-
-
1
-

...I
I

･o
‥
の

:
AI

JI
I
III
I
JI

I
I
J

¢t(t)---011

(ド-一伽ふくt)

0 :0
1
1

_ _______J__ _ _
0 :( 8 1]

(2.74)

(2.75)
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方程式 (2,74)式の解は状態遷移行列◎(t,x)を用いて次式で表わされ

る124】

Y(I,-帆 to,Yo十J:｡◎(t,to)BY(x)uy(x,dx (2･77,

ところで状感ベクトル IYH=関する共分散マ トリックス 【S]は定義より

ts(t)】-E【川(t卜 E【Y(t)日 日(t卜 E[Y(t川 T] (2.78)

であるから (2.77)式を上式に代人することにより状態遷移行列を含んだ形で

共分散マ トリックスが表現されるC

[s(t)】-◎(t,to)[s(to)]⑬(t,to)I

十J:｡⑬(t,x,By(x,ElMY(x,Wy(x,T]By(x)T- x,'dx (2･79,

ここで 【S(to)】は初期状態での共分散マ トリックスを示し,

一方 EtWy(x)HY(x)T]は (2.66)式より

ElW y(x)Wy(x)T】- 2花

である｡

状態遷移行列に関する次の様な関係

法 -⑬(t･to)- AY⑬(t･to)

¢(to,to)- 皿 (単位マ トリックス)

≡ FY (2.80)

(2.81)

を考慮し,(2.79)式をtについて微分することにより共分散マ トリックスに
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関する微分方程式を以下の様に得る｡

【S(t)】-Ay¢(t,to)[S(to)】¢(t,to)T十¢(I,to)【S(to)】⑬(I,to)TA,T

･By(t,Fy8Y(I,'十/:｡Ay⑬(t･x,By(x,Fy8Y(x,T◎h･x,Tdx
十J:｡◎(i,x,8Y(x,FyBy(x,'◎(I･x,TAY'dx (2･82,

故に (2.79)式を (2.82)式に代人することで共分散マ トリックスを求めるた

めの最終的な微分方程式が次式の通りに導出される｡

[S(t)】-AY[S(t)]十[S(t)JAyT+BY(t)FyBy(t)T (2,83)

上式の行列微分方程式を実際に解くことにより非定常の共分散値を得ることが

できる｡

C7)複素モーグルアナリシスによる応答量の推定法

前項では遷移行列法による定式化を行ったが,実際に (2.83)式を解くに際

しては対象とする行列の大きさが数値計算上問題となる｡すなわち本節で取り

扱っているFEMの如く自由度が膨大なものとなると数値計算上 (2.83)式を

解くことは極めて困難となる｡このため本項では遷移行列法に代わり大次元問

掛 こ対しても数値計算上解析可能である複素モーダルアナリシスr25'による定

式化を行う｡

(2.61) (2.62)式を次の様な 1階の微分方程式に変換する｡

AX+BX- P

-48-

(2.84)



L

N
J

N
r

･-

t0-
-
.o
Z･
:.
L
Ol
l
･T.oN
.
z

X
･
･
-

･N
R

′I

F

L

ニ～DU
｢
~
｣
.
｣

の

り
の

-
1

'-ド._IIII

=
.

の

■
0

f
=･
.I.･
:
I
..

二
i

-{

ヽ
~
..I
.
.〉

'-

I

Z-
･-
･T

71
'

cn
･
･
･C

.
E

:
O

O

r

･･J

l▲｢
-
-｣
-
.

M
L

ニ
J
U_

① ;[G】

の :一川]:0
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;-lH】:-lKe】 (2.85)
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(2.84)式に対する固有振動問題

AX+8‡- 0

のi次モー ドの解を

x- i¢heALt

(2.86)

(2.87)

と仮定 し,上式を (2.86)式に代入することにより固有値方程式が導かれる｡

i.Ai¢壬Ⅰ+Bi¢‡.-0 (2.88)

上式で1‥ i¢Ilは各 々i次における複素固有値,複素国有ベク トルを示すが,

更に i中手で構成される複素モーダルマ トリックス i⑬‡を次の様に定義して

お く｡

tOi-【Wl.=･l¢h1-日がl.-I.桝Nl:i仙 l+1.-.1¢h 'J2:桝仙川2)'1.･.･.似 (Hl+K2)+N2]

複 素 共 役
(2.89)

M(-NN十NN十3L) AorBの次元サイズ

Hl ; 実固有値の数

2×H2(-H-Hl) ; 複素固有値の数

-49-
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ところで複素固有値問題では (2.88)式に対応して次式で示される左固有値方

程式が存在している｡

"T ～T
A.̂ 手¢‡,十 DiJ,‡1- 0 (2.90)

上式中 Id,‡】は1次モー ドにおける複素固有ベクトルであり,i⑬iと同様モー

グルマ トリックス 手V‡を次式の様に定義しておく｡

iV壬- 日¢‡l,･･････,壬¢をM] (2.91)

(2.90)式で表わされる左固有値問題ではA及びBが対称行列でない限りモー

グルマ トリックス iV‡は 号⑬iに一致しないが,A及びBの対称性にかかわら

ず固有値は (2.88)式と (2.90)式で一致するという特徴を有している.その

両者共通の固有値を用いて

r.I

l

■
!

二人

ー∧

0

｢
ー

｣

l一巾
､｣ハ

0

なるマ トリックス iA‡を導入すれば,(2.88)(2.90)式をまとめて全体の顕

有値方程式を以下の形に整理できるO

Ai⑬HA‡十 Bi◎壬- 0

"T _T
AjVijA‡十 BjVi- 0

～-l -I
(2.93)式の両辺に前からA をかけ,続いて前後から i◎i をかけることに

より

-1 -J～-l～
手AH⑬壬 +i⑬‡ A 8-0 (2.95)
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あるいは

-J～ -L～
壬AI[̂‡⑬H A+lA手¢H B- 0

となるが,この (2.96)式と (2.94)式の転置をとった

T.. T..
iAHVlA+iVtB- 0

の形を比較することにより

-i T

lA手⑬H - iV‡

(2.96)

(2.97)

(2.98)

が導かれる｡更に上式の両辺に後から 〔A手◎H をかけることでAに関する直交

性が示される｡

T､
iViAi◎‡-Ⅲ (2.9g)

他方 (2.93)式の両辺に前から 手V与Tをかけ (2.99)式を利用することによ

り8に関する直交性が尋出される｡

T､
手V‡Bi¢i- 一î i

次に過渡応答を求める｡応答ヘクトルXは通常のモーダルアナリシス同様に

モーグルマ トリックス I◎tと時間依存ベクトルYの積として

X- 1¢川

で表わせるものと仮定する｡この時 (2.101)式を (2.84)式に代入し,前か

ら iWi'をかけ更に (2.99)(2.100)式の関係を利用することによりYについ

ての 1階微分方程式が次の様に求められる｡

T._

Y- 1̂ tY- iVip

-51-
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前式を成分単位で書くと

T～

y.-1iy,-i¢hP (2.103)

でありこの解は良く知られている様に

y.-eALtj:･Qh～el'Lt'dt･十el.tyL(0, (2･104,

である｡上式でのy.(o)は初期値を示している｡

ここで次の様な複素共役固有値を含む一組の方程式を考える｡

T

yMl.k-AHl'kyMl+k- 壬¢iMl+kP (2.105)

T

y日日.H2)+k一入(Hl'M2)+ky(Ml'M2)+k-1山 川I'M2)+kP (2.106)

(2.105)式の解は (2.104)式を参照として

yM.･k-eA"''ktJ:w L ･kFe-A"l'kt-dt･･eA"'+kty- (0, (2･107)

となる｡次に (2.105)式の複素共役をとると

y品..k-人品..ky品..k-id,詔 .k戸 (2.108)

となる (書は複素共役であることを示す)が,上式は (2.89)式での添字を考

慮すれば (2.106)式に完全に一致していることがわかる｡故に (2.101)式に

おけるj番目の応答億xJは

xJ- ･･.十 ¢).Hl+kyMI+k 十 -･十¢い(Ml.M2).ky(Hl.M2)←k+

- A.A+ ¢,.Nl+kyn+k十 ･･･十 ¢いNl'kyHl･k+ 日

- - 十 2Re〔¢,,Ml+kyMl'k]十 ･･･-

I

.
-

-

.
-

.
1

1

7
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となっている｡なお上式でのRe【 】は複素数の実部であることを示す｡

(2.109)式をまとめると

HI M 2

xJ-∑ めい AyA十 2∑ Rel由, .Hl'k yNL'k] (2.110)
.eEl k-L

の形になる｡(2.110)式におけるy.の値は (2,104)式で示されるかこの中に

は基準座標系における初期値y.(o)が含まれている｡一方通常の初期値は物理

座標系での値xi(0)として与えられるのでx】(o)を用いてy.(o)を表現する必要

がある｡これは (2.99)及び (2.101)式から次の様に容易に求めることがで

きる｡

T_～
Yo-壬V壬AXo

Y.-iy.(0), y2(0), , yH(O)(

‡0-1x.(0), x2(0), , xM(Oバ T

ただし

である｡

(2.111)

(2.112)

応答計算時に必要となる基本的な分散値及び共分散値は以下の4種類の塵で

ある｡

最n, 局 e･ o呈｡e･ otp三zpe

n-1,2, ,I川

p-x,y,xy

e-要素番号

(2,113)

すなわちU言nは反復計算における収束判定の評価に用いられ,残りは (2･16)
(2.17)式を計算するために必要である｡ これらの値は共分散マ トリックスに
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おいて図2.1の様な斜線の領域を計算す

ることにより得られる｡

ところで外力ベク トルPの平均値及び

初期値ベクトルYoが 0である場合には

(2.110)式より応答量の平均値も 0と

なることがわかるが.本項ではこの様

な応答塵の平均値が 0のケースについ

てのみ以下定式化を進める｡

Uln及びo芸peは削 ･1の共分散マ ト

Z66::鴨

図2.1 共分散マ トリックス

リックスの計算により直接求められるが局e及び叫 ｡zpeについては直接求め
ることができないため若干の追加計算が必要となる｡すなわち以下の様なベク

トルを定義し.

‡6ie-hlle･V.e･uJc･VJe･Uke･VkeiT

壬Zie-‡Zxe･Zye･ZxyeiT

州 e-HEt:,ih三‡T

･T
†Eie=与Exe･Eye,Exye‡

ただし

一〃｢CtJ

Iヽ

L′｣

(2.115)

更に (2.10)式の関係を考慮すれば.川icに関する共分散マ トりックスが

E【日日e州 :1-｢[B]E[由 e由 :H B]TミlB】El!

｢LE[溶 e由 :H B]T

T～P
7ヽ亡

T‥～4'
5jiZye
.7LFL

CACJ

-
iiiiiiiiiiiiiii

の形で得られることになるが, (2.116)式右辺は図2.1の共分散マ トリックス

が求められればすべて既知となる量であるため.これより局e及びKとpeZpeも
求められたことになる｡

応力に関する共分散マ トりックスは.応力ベクトル



書方ie-手nxe･nye･nxyeiT

′~~ヽ

/′~ヽ

√~ヽ.

(2.117)

に対して (2.10)(2.31)及び (2.33)式を利用することで次の様に求まる｡

E〔晶 e 晶 :】- 【DL]l B ]E【由 e由 :】〔B]TlDL]T+lDL]lB】E[舟 elZ" 舶 DN】'

十【M E〔由 e由 :】【Bl'[DL】T十〔DN]E【由 eiẑ!:】lDN】' (2.118)

上式右辺に存在する共分散マ トリックスはすべて図2.1の共分散マ トリックス

に含まれているものであるからこれより応力の共分散マ トリックスは完全に決

まることになる｡

実際に応答の共分散マ トリックスを計算するためには最終的には以下の3つ

の値を求めることに帰着する｡

(i)全量がすべて実数の項

E【8..JLyLX¢hkykl

(日 ¢..A, yAが実数他は複素数の項

E[由..AyAXRei8,.Ml+kyNHkH

(2.119)

(2.120)

(i)全量がすべて複素数の項

E【Re紬..NHLyNl+hixPe紬 ,.～)'kyHl.k日 (2,121)

以上の量を (2.104)式を用いてより具体的に表現すれば次の様になる｡

(･)-d,.Ad,.kE〔yAyk]

- d.･k O J･ke(AAu k'l[Jr:jot三 吉札 止¢n･.=FlPM"-,Pn(12,,%e-1At･e-スkt2 dt,dt2

+Ely,(0)yk(0))] (2.122)
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(i)-Rel¢.,A@,.削十kE〔yAyNI'k〕i

-Re‡O･･A¢in･keW n･k'tl/:/三吉苦手¢m･AQn･n･kE〔Pm(t.,Pn(t2川

×eLIAtle-ANl･L･t2dt.dt2十E〔y,(0)yNl.k(0))]i (2.123)

･拒 ElI Re･d･･NL･- .･ky的 yN.･k汁与 - Nl十, d,.N.･k y… 川 ･kH

-Re車 ･Nl･e@j･- è人相 lH.･k-t[JotJ三三三‡¢ n･N･･k¢ n･H.･kE〔Pn(1.,Pn(.2,,i

XeLANl+A†le~l"l･kt2dtldt2十E〔yH,.A(0)yNl.k(0)川

･Re車 ･帆¢,･N.･ke('品･･州 +k't【j:点 き壬¢∴N.･AQn･HI･kE〔PM(t･,Pn(12川
×e一心 AtJe-A"l･kt2dtldt2十E〔y;l'h(0)yNl'k(0))]t (2.124)

ここで仮に初期値が 0 でなく初期値ベク トルに対する共分散マ トリックスも

必要な場合には (2.111)式を利用することにより

ElqoqoT1-i4,iT抽 x～ox～｡TIA～Tii,を (2.125)

の形で評価することができるので,物理座標系における初期値ベクトルの共分

散値 E〔東o烹oT]がインプ ットとして与えられれば ElY～oqoT】が求められる｡

以上の定式化により外力の相互相関関数 E【Pm(tl)Pn(t2)】が与えられれば

非定常関数としての (2.122)～ (2.124)式が求められ.この結果応答塵の非

定常共分散値が得られることになる｡
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(8) 耐震問題への応用

例道として図2.2の様な地震入

力を受ける耐震壁の動的問題を取

り上げる｡この例は平面応力場問

題の一つと考えられ,これを複素

/′̀~ヽ

′~ヽ

モーグルアナ リシスにより解析す ~~L lib
る｡

図2.2 平面応力場間顎の例

図2.2の例題に対する運動方程式は (2.61)(2.62)式を参考にして以下の様

になる｡

lM]与6け 〔C]i6!+lK]i6‡十【G〕iZiニー【M】iEc‡xb (2.126)

iZ‡-川】16!+lKe〕iZI (2.127)

ここで き6‡は相対変位ベク トル.xbは他動加速度.手Eciは入力方向を示す単

位ベク トルであり.また〔M],〔C],【K】,[G],lH]及び 【Ke]マ トリックスに

ついては (2.63)式と同様である｡

Xbについては次の様な形を仮定する｡

xb(I)-i(1)xg(t)

上式でxgは金井/田治見スペク トルを有する定常確率過程.f(t)は振幅非定

常性を示す確定関数 (すなわちエンベロープ関数)でその形は

Hl)-
(e-at-e~bt)

NaX[(e~at-e~b t 日

で表わされるものとする｡

人力 xb(t)が非定常確率過程であるから応答の振幅レベルも時間依存とな

りこのため等価線形化係数も時間と共に変化することになる｡本項ではこの間
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顎に対処するため定常とみなせる微小時間間隔△t毎に反復計算を行い△t内で

の一定値として等価線形化係数,更には応答量を求める様にした｡

(2.126)(2.127)式の運動方程式を (2.84)式と同様 1階の微分方程式に変

換する｡

AX十 BX- P

ただし

p--ME｡xb rT

J

E｡
H
O

10

㍗,1
l

∵

｢卜

ト

ニ
ーE
C

｢
t｣

｣

0

1
0

0

0

0

1
0

日
-
o
Ho

｢F

J

≡
lZ;

(2.130)

であり他のベクトル及びマ トリックスについては (2.85)式とまったく同一で

ある｡ このため (2.130)式の固有値問題は (2.84)式のそれと同じものとな

り.この結果 (2.93)～ (2.100)式の関係はそのまま本例謁でも成立するこ

とになる｡

1-toでの値を初期値とする t-to十△tにおけるj番目の変数の軌的応答

値x,は (2.110)及び (2.104)式を用いて次式で表わされる｡

x蔓恒J:t両 p-eAA(At-t',dt･･ e ユ&Atyl(to,i

十2芝 .Re【- ∫:I
14･瓜 .k 戸 eAN･･k(At-t''dt.+ e'- At yN..k(lo)=

-一芸恒 r(to十号 刷 kJ:txg(t･,eAA(At-tr,dt･-e叫 l(to,i

-2芝.nelO-,･k"(toヰ ,両 +k～htJ:txg(t,,elNl･k(At-t',dt･-eANIlkAtyu･･k(to,‖
(2.132)
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(2,132)式は実数部の計算と複素数計算部が混在 しておりこのことは電算横処

理を行う場合不便である｡このため実数の値も以下の様に形式上複素数とみな

す｡

･‥ニケ 十Oi
品 T.-IJ･(,ナOT.

スJB- AA+Oi

(2.133)

上式で記号〉は実数値を形式上複素数とみな したものであることを示す｡この

時 (2.132)式は次の様により簡単な表現となる｡

xJ--2k"El恒 f(t o十号 仙 崎 :txg(t･,elk(At-t',dt･-e,kityk(t｡,‖ (2.134'

(M12-Ml十H2)

(2.134)式における (‡¢蘭Ec)の項は実モーグルアナリシスにおける刺激
係数に相当するものであるが.ここでは複素数となるため実モーグルアナリシ

スでの値とは完全には一致 しない｡そこで実モーダルアナ リシスと一対一で対

応づけるため本項では次式で定義する量を複素モーグルアナリシスでの刺激係

数と呼ぶことにする｡

Dk-=¢潮 cr=偏 1¢ほ.qEc]‡2十川Rli¢雨Ec]i2 (2.135)

上式に従えば (‡¢闇巨C)が実数の場合には (2.135)式で求められる値は

実モーグルアナ リシスでの刺激係数に完全に一致することになる｡ したがって

(川J雨音C)が実臥 複素数の違いによらず (2.135)式で定義される D k値を

指標とすることにより (実モーダルアナリシスと同じ感覚で)解析に必要な

モー ドを選定することができる｡

(2.135)式を用いて解析に必要とするモー ドを実数についてMDl個,複素数

についてHD2個選定したと仮定すれば (2.134)式は次の様になる｡
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x･-12芸.ReldJ･kげ(too+ ,融 k joAtxg(t･,elk･At-1°,dt･-elkAtyk(t｡,‖ (2･1瓢'

ここで

MD - MDl+MD2

0≦ 【Dl ≦ MI

O ≦ MDl ≦ Ml ) (2･137,

応答の分散.共分散値を求めるためには,応答量の平均値を 0とした場合

(2.136)式より次の続計鼻を評価することになる｡

Kx･xj-E[x,xJ,-4芝.≡:.ElReld･･k"(to十号- 哩 :txr(i,,e,k(At-tりdt･-C,kityk(to,H

xRclQJ･A"(toヰ ,両 町 :tx･(12,C,L｡t-t2,dt2-elAAty州 ,](2･.38,

(2.138)式において初期値 yk(to)と人力加速度 xg(t)の関係について考え

てみる｡初期値yk(to)は1-toにおける値であり.一方x.(i)はto<tくto十△t

における値であることから両者の相関は小さいものと考えられ.これを省略す

ることにすれば (2.138)式は次の楳に変形できる｡

Fx.x.- to十% 花 笠.ElRJd･･k一掃 樟 -(t･klJ･At-I.,dtH
･R- 両 町 :tx･(t2kAL'At-L2 - dt2H･4芝.≡ .ElF桝 ･k e'kAtyk(lo)川 C････LCALALyL(to,I

(2.139)

上式の計算における解析上の中心は次式 C‥khを求めることである｡

6-kA-E…(tot+ ,{217e- 吋三txg(I.,elk(At-t･,d吊
･Rci¢J･招 可 :I;∫(t2k,i(At-t2,dt2け - k e,kALyk(10,- 誹 LyA(10,日

(2.140)
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C.,kAを用いれば (2.139)式は次の形で示される｡

ND H J)^

Nx .x,- 4 ∑ ∑ C = kL
k=LA El

′~ヽ

｢ヽ

′~ヽ

′ー＼.

(2.141)

(2.140)式は (2.124)式を参照することにより以下の様に変形することがで

きる｡

a--k▲-申 (tot+ ,f2帆 kdj･誹 菰 両 町 :tJ:I;･(tJx･(12kAk･At--

･e'&{At~12-dL- Ⅰ け(to･+ ,t2 f" ･･k- I-揃 C･41叫 :tJ:tx&(tl,;･(t2,
･C柵 -tI'C'A<Aトー2'dtEd.2ヰ ･-C･d.･kdj詳 kAte'RA㍉k(t｡'yA(.0'}
･i Re舌d.Ilkd,.ie'恒 L帰 (t｡)yL(.0)H

-I Ref- ･･▲･(f(to十% ,如 紬 ¢紬 (九･,,IAl'･e(,k･AR,AtE【yk(I.',A(t｡'=

･i Rel@:･kdJ･Al(f(to十% ,,21〆紬 頼 払･｡こ.… t)十e(帆 ,AtE[,こ(t｡',L'to']‖

(2142)

ただし

I(,k･,･C･At)-I:tJr三tE[xg(I,)xg(t2,】e 'k<At-1･･ e 小 ~t2,dt.dt2 (2･ 143,

E[yk(to)yh(to)】-i¢i王A-El;(to);T(to)酌 ¢壬& (2.144)

E【yこくto)yA(to)1-i¢'闇 E【x～(to);T(to)]畑 4･ 書▲ (2.145)

(2.144)(2.145)式は両式中に含まれる E〔;(to);T(to)】が一歩前のステップ

での出力として既知量であることを考えれば容易に求められる値であることが

わかる｡故に (2.143)式をいかに解くかが Ct,L･A計算時の中心となる｡

[().k,lJL,At)の値は E【xg(tl)xg(t2日 の項が解析的あるいは数値的に与え

られれば計算できる｡本項では xg(t)は定常確率過程と考えており,した
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かって Ehg(tl)xg(t2)]は.時間差 r(-tl-12)のみの関数として以下の様

に与えられる｡

E[xg(tt )xg(t2)】-Rxg(tJ･t2)- Rxg(t.-t2)- Rxg(丁) (2･146)

上式で Rx.(I)はいわゆる自己相関関数と呼ばれるものであり･これは xg(I)

のパワースペクトル密度 Sxg(u)と次の関係にある｡

Rxg(T,-工 sxg(U,eLUでdu (2･147,

(2.146)(2.147)両式を (2.143)式に代入し若干の演算を行うことにより

I(lk･Ah･At,工 sxg(山)･elkAtJ :te-(,k-.U,tldt･= e lAAtJ :teW t2 dt2"u

工 sxg(ui

(elUAt- e AkAt)(e-1山 一elhAt)

(lk-iu)()LA十iu)
du (2,148)

となる｡上式中 Sxg (u)の形としては本項では金井/田治見スペクトルr2Gl

を仮定しているO片側で定義される金井/田治見スペクトル GKT(山)は

GKT(u)-So

Ill
1･4E!(一芸-)

･-1廿 )2古 4E呈(昔 ,2

の形をしておりここで S｡は地震の強度を示し ug及び ggは地盤特性を示す

ためのパラメータである｡ ところで (2.148)式を計算する際,その積分領域

を考慮すると対象とするパワースペクトル密度は両側で定義されているものの

方が好都合である｡このため Sxg(W)としては次式で定義される両側パワース

ペクトル密度を採用することとする｡

ll

GKT(U)_IS.､ 1+4E呈(一芸-)
Sxg(山)- JJ -(一二一)

Ll コ
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(2.150)式を (2.148)式に代入 して

I(lk.AL,At)-二工

2

‖十4E…(÷ )i(eLUAt-eAkAt)(e~'dALelAAt)
22

･‖-(上,‡十4韓,2,(lk-iu,(lL･i】,blg
血 (2.151)

となる.(2.151)式は無限積分であるがこれは留数積分を実施することにより

以下の様に求めることができる｡

l(lk･AA,At)-4xS｡E…量i(Bz5十Bz6)

ここで

(()Eg≒ 1の場合

(zr z.)(Z5-Z2)(elhtz5-eAkAt)(e一･Atz5-eAAAt)

(Z5-Z3)(Z5-Z4)(Z5-Z6)(Z5-Z7)(Z5-Z8)

(Z6-Z.)(Z6-Z2)(elAtz6-eAkAt)(e一･Atz6-eALit)

(Z6-Z3)(Z6-Z4)(Z6-Z5)(Z6-Z7)(Z6-Z8)

Z-ニー(一首と )i.Z2-(一宮と )I･Z7--Aki and Z8-AAi

Z｡-dg何 -Egu.1,Z.--U.J｢亮一Egugi
z5-Ug/｢二蕎十E的 i,Z6--U.ノ｢吾十㍍U.i

z｡-U.(JiF -Eg)1,Z4--Wg(J訂 十Eg)i

z,-｡.(J汀三十Eg)i,Z6--ug(釘 -Eg)i

(i)Eg-1の場合

8Z5-
(Z5-Z2)(e･Atz5-eAkAt)(e-1Atz5-eAAAt)
(Z5-Z3)2(zS-Z7)(Z5-Z8)
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(Z51ZL)(e･Atz5-eAkAt)(e-1Atz5-eAhAt)
(Z5-Z3)2(Z5-Z7)(Z5-Z8)

(iAt)(Z5-Z.)(Z5-Z2)iè Ak~tZ5'At-守 AA+'Z5'畑
(Z5-Z3)2(Z5-Z7)(Z5-Z8)

2(Z5-ZJ)(Z5-Z2)(e.Atz5-eAkAt)(e一･AtZ5-eAAA t )
(Z5-Z3)3(Z5-Z7)(Z5-Z8)

(Z5-ZJ)(Z5-Z2)(eiAtz5-eAkAt)(e-1Atz5-elRAt)

(Z5-Z3)2(Z5-Z7)i(Z5-Z8)

(Z5-Zl)(Z5-Z2)(e･Atz5-eAkAt)(e-1Atz5-elAAt)
(Z5-Z3)2(Z5-Z7)(Z5-Z8)2

8Z6-0

Zl,Z2,Z7,Z8の値は (()と同様

Z3- -tdgl, Z4-一ugi, Z5-ugl Z6-ug呈

故に (2.152)式を (2.142)式に代人,(2.141)式を考慮することにより応答

量の分散及び共分散値を計算することができる｡当然,応力応答値の共分散マ

トリックスについても (2.118)式を用いて算出することができる｡

次に数値計算例について示す｡

(ケース1)(27】

対象とするモデルは図2.3で示される4要素モデルである｡入力振幅の非定

常性を示すエンベロ-プ関数のパラメータとしては a-0.25,b-0.50を連ん

だ｡ この形は図2.4の通りである｡計算に使用した諸定数は以下の通りであり

他の値はすべて0としている｡

S｡-1.7×10~2m2/sec3

Ug-5.6red/see, Eg-0.99, ax-0.05
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Ax-1,0,βⅩ-20,0,7x-20.0

nx-1.0, Qy-I.0, axy-1.0

Ex-2.06×106 ～/†n2 Ey-2.06×106 N/m2

レ,-0.3, Gxy-7.92×105 ～/m2

p-1,08×106 kg/n3

上記諸定数のうち Ex,Ey.Gxyの値は一般の工業材料における物性値と比較

すると小さいが,これは当該問題が材料非線形を取り扱うものであり非線形域

での有用性を確認するため非線形性が大 (すなわち応答変形塵が大)となる様

に物性値を想定 したためである｡

各時間ステップ毎に行う反復計算における収束判定のための規準として本項

では次の関係式を採用した｡

oA:I-硯～1'
(2.154)

ここで NI=ま未知変数の数･obn はn番目の変数 6n の標準偏差,添字(k)はk

回目の反復計算値であることを示している｡また収束判定値としては本計算で

は E｡-0.05を用いている｡

数値計算は6秒間について行った｡計算結果の代表例として要素①の応力及

び歪の非定常標準偏差を各々図2.5及び図2.6に示す.更に国中にはシミュレー

ションによる結果も載せているが,両者は良い一致を示 しており本解析手法の

妥当性が確認できたものと考える｡

(ケース2)

計算対象は図2.7の様な20要素モデルである｡エンベロープ関数としては

a-0.125,b-0.25で記述される図2.8の形のものを用いた｡使用した諸定数

は以下の通りであり他の定数はすべて0としている｡

S｡-i.7×10-2m2/sec3

ug-5.6red/see. Eg-0.99,αxr-0.05

Ax-1.0, βx-1.0. Tx･-1.0
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nx-1.0. Qy-1.0. oxy-1.0

Ex-2.06×106 N/m2 Ey-2.06,<106 ll/爪2

レy-0.3.Gxy-7.92ylO5hl/m2

p-1.08×106 kg/M3

数値計算は10秒間について行った｡計算結果の代表例として要素⑩⑱の応力

成分の非定常標準偏差を各々図2.9及び演2.10に示す｡本例では応答はいずれ

も単調に増加しているが.これは別途実施した線形域固有値解析より初期の固

有周期は10秒以上にあり非線形性により更に長周期側にのぴたため応答のピー

クは10秒以降に現われることになったためと思われる｡
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2,3 統計的等価線形化手法による非線形構造系の不規則応答解析

(多質点系モデルにおける定式化)

前節では統計的等価線形化手法の平面応力場間道への適用を詳細に述べたが.

本節では弾塑性復元力特性を有する多質点系問題にも前節での方法をそのまま利

用.解析できることを示す .

避2.11で示される弾塑性復

元力特性を有する多層構造物

の地震応答関越を考える｡

i層における運動方程式を

記述すれば以下の様になるL28)0

I

m.∑ uJ十C.U.-C,+lUt十I
J…l

十 Q,(U.)-Qi.1(U,.1)-一m.Xb

(2.155)

ここで

U. 1点と (i-1)点との

間の相対変位

xb:地震加速度

Xb

(a)多層構造モデル

∫

ノー Qi+1(ui･1)
// 一･ci+1'di+1
1 mi 1-J/ 一一cidi!′
′ 一一 QiJ(ui)

m. i質点の質量

C. i点と (1-1)点間の減衰係数 (bH 層に作用する力

Q.(U.) 1点と (1-日

点間の非線形復元カ

ー71-

図2.11 弾塑性多質点系モデル
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であるo(2.155)式における弾塑性復元力 Q.(U-)のモデJLとしては従来種々の
ものが提案されているが理論的なランダム振動解析の中に取り込めるものは数が

少ない｡その中で hTenによって提案された数学モデル122Jは応用性の比較的広

いものであり本節においてもこれを採用する｡

r̂Tenのモデルは数式表現すれば

0(u)-αkL】十(1-α)kZ
z-AH-β!u Z■0-1Z-Tu-Zn

の形となっており′くラメータ O.A.β,7.nを適当に選ぶことにより種々の非

繰形性を示すことができる｡パラメータの物理的意味については文献 【29】に詳

しい｡

(21156)式を (2.155)式に代人し全システムの運動方程式としてマ トリック

ス表示すれば次式が得られる｡

[1】iい-[C]川け 【K]1Llトト【GiiZI--lH】子Echb

ただし

っ 州 甘 iEc'= ( .? /ll

川】-
｢
圧

上

川
u
H

に

川

｣

こいし
■
l

■
■
■

o

mn

m

一

･-

2

n

≠

γ_
~

り
山

L

_

_

_

rI
.

i

-C2 - ---- - - -0

C2 -C3- -- -0

′~＼

｢
川
._.川
い

.-i

こ
け■ハ

kl一g=kご OI----0

a2k2-03k3----0

nk

7

｢
.A-I.1
.~
｣∩



lG】-｢(1-α.)k.-(1-α2)k, 0
0 (卜OT)keI(1-g3)k30--I-

0----I----日--I--___:/I

｢.~～
-
I
Jn
kn

0
-
-
I
-
･I
e'

次に補助方程式のマ トリックス表示を行う｡(2.157)式右辺に対して次の様な

等仙線形化を想定する｡

Z,= Ce.U･+ke.Z･

′~､

′■■ヽ

√~ヽ

(

(2.160)

上式の係数 Cei･ke.は.等価線形化による2乗平均誤差を最小とする様に決定

される｡すなわち

÷ E[",u･-B･Fu･EIZl】n.~tz.-7,u･･Z･･n･-Ce.U--ke.Zl}2,-0 (2･161)

すむ EliA･ut- β･lu,r.Z･.n･- 'zt-71U･rZ･fn･- Ce.U ･ - ke.Z誹 - o (2･162)

の両式より Ce.･ke.を求めると次の通りである｡

Ce.-A.~β.

ke.ニーβ.

~~｢rl~言~~~~~｢rlllllI7,一一~~~~言~~~㌃~~~~~て- L
(o轟 Z仁 K言 zl) (0声 Z…-M…Z,)
(oZ.F｢ Kt･.i21F3) (02,F2-a".Z.F4)

(0日 3-㍍diZ.F') (ol.F41〟も.i.F2)
勺 .> ｡ -71 .- ,, ,.
(odデ02㌧ たもぎ2,) (0声 Z仁 K昌 之.)

(2.163)

(2.164)

(2.163)(2_164)両式における Fl,～.F4の値は前節と同様であり (2.18)
～ (2.21)式で表わされる｡故に補助方程式群に対するマ トリックス表示が次の

通り可能となる｡

iZ‡- tH】iUi+【Ke]iZ‡
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の形になるが,これはマ トリックスの内容が若干異なるのみで基本的には前節の

(8)項の間道と同一の形となっており.これより(8)IAとまったく同一の解析手法に

より応答統計量を求めることかできる｡
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2.4 Fokker-Planck法による非線形構造系の動的信頼性評価

本節では Fokker-Planck法を用いた非線形構造系の不規則応答解析法につい

て述べるとともに一自由度系を対象とした動的信頼性評価の具体例について述べ

る｡

(1) 非定常共分散の推定

一般に非線形一自由度系の遊動方程式は次の様に表される｡

x十f(x.x)-W(I)

(2.169)式を x-X..i-x,として状態変数表示すると.

xl-x2 1

x2=I,(冗..x2)十U(I) j

(2.169)

(2.170)

となるので (2.170)式において U(i)を確率過程と考えれば (2.170)式は

(Xl.x2) を状態確率変数とする確率微分方程式となる｡

(2.170)式における非定常確率過程 u(t)を次の様に仮定する｡

W(I)-e(I)n(t) (2.171)

ここで e(11は時間とともにゆっくり変化する確定関数であり n(t)は次の

特性を有する正規性ホワイ トノイズとする｡



E[n(t)]-0

E【n(I)n(I+て)I-2RSo6(T) ) (2･172,

E【】.アンサンブル平均

㍍ :∩(1)のパワースペク トルの強度

6(T):デルタ関数

この時状態確率変数X-(X..x2)'はマ)Lコフヘクトル成分と考えられその

推移確率密度 qixi(XT,i-x吉.I.)は次の Fokker-PJ｡nck方程式を満足

する｡

∂q ∩

一丁 ニー.T-_.宜 r‡.(xT･I,q〕

･十 1三 貴,音 [… XT･ -,q] (2･173,

‡.(x,.I)-1im山 ⊥
Ar-o △T

‡ij(XT.t)〒li. El(XiA.~Xi)̂隼 AT~Xj)し
い-o △ r

(21173)式において 東.･rH はそれぞれ状態確率変数の一次及び二次の微

分モーメン トであり.具体的には (2.170ト (2.172)式より次の様になる｡

TL-x2, r2--f(Xl,x2)

‡22-2万Soe2(I), 才.,-712-才2.-0

(2.174)式を (2.173)式に代入し,さらに初期条件が確率 1でわかってい

るとした場合,確率密度関数 P壬xi(X',I-は次式を満たす.

叫 -x2若 十一L if(Xl･x2,P什 qSo･e(川 2旦 (2･175)

aP

at ∂x2 aX…
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(2.175)式を利用すれば応答の変位及び速度に関するモーメント方程式を容

易に導出することができる｡ すなわち今 n 次モーメン トまで求めようとすれ

ば Xl.x2に関する n次までのすべての組合せについて (2.175)式の両辺に

乗じ,XL. x2に関して積分する｡右辺については部分積分操作を繰り返せば

最終的には次のモーメント方程式が得られる｡

-‡㌣ -G(I . E【出 E【 X ･x 2 】. E刷 . E【出 , E [ X ; "

M-

6-

Er頼

E【XiXさ]

ElX等]

g.(I.E【頼 . ,E[吊 ])

g2(i.E[XH. . EtX'il)
gA(t.E〔桁,-.E【X等])

p-∑ (k十l)
k-2

i十j-2. ,k. ,∩

(i十j-kの時 :i.j-0.-･,k)

(2.176)式の導出までは比較的容易であるが,系が非線形の場合には(2.176)

式は一般に閉じた方程式群とはならず式中に発生する高次モーメントの処理が

問題となる｡この解決法は後述することとし.最初に (2.175).(2.176)式等

が線形, 非線形にかかわらず広 く適用できることを簡単に示すために.二次

モーメントまで考慮した場合のいくつかの例について述べる｡

(()系が線形系の場合

x十alX十a2X-N(t)

.f(Xl.x2)-alx2十a2Xl
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故に (2.178)式を (2,176)式に代人することによりモーメント方程式が得

られる｡

÷ E舶 -2E[XIx2〕

÷ E".x2]-E刷 -a2E怖 -a】E[XIx2】

÷ E刷 --2a2E〔= 2卜2alE怖 十2KS.{e(tH2

(2.179)式は閉じた方程式群を構成しており初期条件を設定すれば数値的に

容易に解を求めることができる｡

(i)ばねに非線形性を有する系

代表例として Duffing 方程式を考える｡

x十alX+a2(x十EX3)-H(I)

∴ f(Xl,x2)-a.x2+a2(Xl十轟 )

(2.181)式を (2.176)式に代入 して

-L El出 -2EtX.x2】

一鉢 x･x21-E刷 -a.E[X.x2ト a2E舶 -a2EEl招

一如 拙 --2a.E刷 -2a2E〔= 2]12a2gElXfx,]十2nS.{｡(1)t2

(2.180)

(2.181)

が得られるが (2.182)式には高次モーメン トE[XH,E[招 21を含むため閉

じた方程式群とならすこのままでは解が得られない｡
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(i)減衰に非線形性を有する系

x十a.(x十Ei3)+a2X-H(1)

∴ f(X.,x2)-a.(x2十轟 )十a2Xl

(2.184)式を (2.176)式に代人すると

-抽 出 -2ElX･x2】

÷ E[XIx2】-E刷 -a.ElX.x2]w ElXJ,3]-a2E刷

÷ E刷 --2a,E刷 -2a･EElX42]-2a2E【= 2]･2RSote(川 2

(2.185)

となるが.この場合にも E【XH.E【XIX塁1なる高次モーメントを含むため

(2.185)式のみでは解が得られない｡

上記の例からも明らかな様に非線形系の解析を行う場合にはモーメン ト方程

式の中に高次モーメントが現れることが多く,この取扱いが問題となる｡これ

に関して Kau1-Penzien-307はモ-メント方程式を導き出す一歩直前のFokke,

-Planck方程式の段階において式中に現れる非線形項を等価線形化手法によ

り線形化して高次モーメントが発生しない様工夫 している｡一方モーメン ト方

程式の段階で近似化しようとする場合,Fokker-Planck法に限った手法では

ないが,しばしは高次モーメント打ち切りによる近似手法が使われる｡本手法

は方程式の形に依存することなく汎用性がありまた求解精度も必要に応 じて選

択できるため本手法を利用した解析は現在まで種々行われている13ll-1331

本論文においてもできるだけ汎用性のある解析手法の開発に主眼を置いている

ため.高次モーメン ト打ち切り手法をFokker-Planck法に適用するf34l～137Ⅰ

高次モーメン ト打ち切り手法にはい くつかあるが,椅度の面から主に中心

モーメン ト打ち切りとキュムラント打ち切りの2種類に分けられる｡しかし中

心モーメン ト打ち切り法においては応答の一次モーメン トが零の場合には高次

モーメン ト自身が零となり.近似精度が低下するため,ここではキュムラン ト

打ち切り法を採用する｡次にその概要を述べる｡
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n次元結合確率密度関数に対する特性関数は,

HxIX2-Xn(OJ, ,en)-Elexp[i(OLX'+-･十8nXn)‖

-J･･./ expli(0,x.ト - 十8nxn)]
×P(xL, .Xn)dx暮-･dxn (2.186)

でありこの時の (ml十-･十mn) 次のキュムラントは次の様に表される｡

Knl･ ･ 十nnlXl･･･Xn]-

×(
amJ' 十mn

相 lnl 柑:n

･lYlI+ +ITln
1

enHxl ･Xn)oJ-02- -0 (2･187)

(2.187)式よりキュムラントは対数特性関数の展開時における係数と関係し

た鼻であると考えることができ, これの高次の値を零とすることにより高次

モーメントを低次モーメントで近似しようとするのかキュムラント打ち切り法

である｡なお,本手法の妥当性は後でシミュレーション計算により評価される

が,応答がガウス過程では3次以上のキュムラントは零になる点と,非線形系

の応答も,その統計量は中心極限定理よりガウス分布からあまり離れないケー

スが実際の現象には多いという点から考えて,3次以上の高次キュムラントを

零とする本手法は有効な方法であることが予想される｡具体例を示すため (2.

182).(2.185)式で現れる四次モーメントの近似化について述べる｡

まず四次までのキュムラントを以下に示す｡

KllXi】-E[X,]

x2[‡,X,]-E【(Xi-〟.)(X,-〃j)】

K3lX.X,Xk]-E【(X.-〟.)(X,-〟,)(Xk-〃k)]

K4[X,XJXkXA]-E[(X,-〟.)(XJ-〟,)(Xk-〃k)(XA-〃A)]-E【(X.-〟.)

×(X,-〟,)〕E仁(Xk-Pk)(XA-〃&)卜 E[(Xl-〟.)(Xk-Pk)]E[(X,-〟,)

×(XA-〃&)卜 E[(X,-〃▲)(X.a-〃JC)]E〔(X,-〟,)(Xk-〃k)】 (2.191)

ただし,〃a-E[Xa] a-i,J',k,p
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ここで四次のキュムラントを零とすれば次の様なモーメントに関する関係式

が縛られる｡

E【(X.-〟.)(X,-〟,)(Xk-Pk)(XA-〟,a)]-E【(Xi-〃i)(Xj-Pj)】E[(Xk-〃k)

×(XA-〝Jt)】十E[(X.-〟,)(Xk-Pk)]E【(Xr p,)(XA-〟.A)i

十E[(I.-〃i)(XA-〃&)]E[(X,-〃∫)(Xk-Pk)】 (2.192)

(2.192)式を用いることによりすべての凶次モーメントを低次モーメントで

近似することが可能となるので,平均値が零であることを考慮して (2.182),

(2.185)式に現れる四次モーメントを近似化すれば,

ElXH-3川[X宇目2

E[X持2】-3E[ポ]E[XIx2]

E【頼 -3iElXg]‡2

E[Xl頼 -3E[X;]E【X.x2]

となる｡ (2.193)式を (2.182),(2.185)式に代入することにより非定常統

計量を完全に求めることができる｡

GZ)非定常確率密度関数の推定

動的信頼性の評価を行うには,一般に状態変数の確率密度関数が必要となる

が Fokker-Planck法の場合には,これは (2.175)式を満たす Pを求めるこ

とにはかならない｡しかし系が非線形の場合には (2.175)式の厳密解を求め

ることは非常に困難であり,このため近似解として,線形解の-つである

【axuell-Boltznann分布で近似する方法I19】や,Hermite展開形結合分布あ

るいは Laguerre展開形結合分布の様な級数展開で近似する方法lJ8日 38l～E401

が考案されている｡しかし実際の応用にあたっては相当煩雑な解析を必要とす

るものもあるようである｡

本論文ではできるだけ広い範囲に適用できる,新たな確率密度簡易推定法を

提案する｡
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確率密度関数の形は従来の種々の研究成果を参照するとほとんど指数関数を

基本としている｡ そこでここでも指数関数を基礎とした次の様な形を仮定す

る｡

P(Xl,x2,t)-rl(I)exl)[r2(I)Xf十r3(I)XIx2

十 ･.･十rn(I)‡iXさ+ -･+rs(t)X等】

十･日h
n
∑
h
十二S

(2.194)

i十j-2. .k,- n

(i十j-kの時 i.j-0.- .k)

ところで (2.194)式の指数関数部を構成している状態変数の積に関する期

待値は定義より

E【… 】-JJx,LxiP(I.,x2,t'dX.dx2 (2.195)

となっているが, (2.195)式の右辺における P(Xl,x2,I)の形ば(2.194)式
で与えられているので. (2.195)式右辺は係数 rを含んだ形で解析的に求め

られる｡一方, (2.195)式左辺は (2.176)式のモーメント方程式より既に得

られているので.結局係数 r..(i)(帆-1. -,S)に関するA個の連立方程式

群が得られる｡ただし未知数としての係数は S個であるのに対して方程式は

A個 (A-S-i)であり一つ不足しているがこれは確率密度に関する正規化条

件

JIp(x.,x2,I)dX,dX2-1 (2.196)

が加わることにより十分となる｡

以上により係数を求めて (2.194)式 に代入することにより確率密度関数が

柑られるが,一般に近似精度を上げるため次数及び項数を大きくとると解析的

に求まらず数値的に求めることになる可能性が強い｡

ここでは具体例として状態変数の二次の組合せのみからなる確率密度関数を

示しておくが,この場合は係数が解析的に求められる｡
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p(x.,x2,I)-rl(t)exptr2(t)X芋

+r3(t)A.x2十r4(t)X書]

rl(t)-

r2(t)-

r3(I)-

r4(t)-

2 万 E[頼 E【沼]- 1ElX .X2日2

-E日射
2〔El頼 E[頼 -iE【X.X2日2〕

E[XIx2】

〔E【XHE[頼-iE〔XIX2日2〕

-E【沼〕
2〔E【頼 E[頼 -iElX.x2=2〕

(3)疲労破壊問題

一口に動的信頼性と言ってもその内容は多岐にわたるので.本論文ではその

中でも最も代表的な疲労及び初通過破壊の問題に限定 して考える｡はじめに疲

労損傷の評価について以下に述べる｡

勤的信頼性を論じる上で重要な値の一つである超過回数期待値についてまず

考えるo

ある時間 tにおいて振動変位が正の傾きをもってある一定レベル aを単位

時間当たりに交差する回数の期待値 レ;(t)は.信頼性理論により

V;(t,-I:ip(a･左･I,di (2･198)

と表されるので,非定常確率密度関数 (2.194)式を上式に代入すれば V;(t)

が求められる｡具体的には (2.197)式を用いた場合次式の通りとなる｡
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レ吉(t)-

2

jm exp(一意 -) h2･2iiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiiii 31

.l'TLT…
Err(h')

2U

Err(h.)-誤差関数-忘-J:.eLT du

h■-

i,.h l/Ll:最 . K≡､̀

U…-E[x2] 最-E[i21 Kxx-E[xx]

ところでこの超過回数期待値 LJ;(I)は応答変位に関するものであるが疲労

評価に際しては応力レベルでの定式化が必要となる｡これは応力レベルにおけ

る非定常確率密度関数を P(S,S,t)とするとヤコピアン IJlを用いて次の

変換公式

P(S.S.I)-P(x.x.t)H‡

により容易に求められる｡

ここでは具体例として P(x,x,t)杏 (2.197)式で,また変位と応力の関

係を S-bxなる比例関係で近似した場合について応力レベルの超過回数期待

値 ソ;(t)を求めると次の棟になる｡

I;iTm ｡x｡(-

h-

box ノo!,o三一K…文
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次に累横疲労損傷について考える｡

不規則振動論と結びついた疲労評価の研究は種々行われているが,l)7)lH I

r42】ほとんどの論文では疲労損傷を推定する際,応答のピーク値に対する確率

密度は既知であることを前提にした内容になっており,このためピーク値に対

する確率密度の仮定がきわめて重要なファクタとなっている｡この様な評価上

のリスクを避けるため本論文においてはピーク値に対する確率密度を用いず,

超過回数期待値により解析的に疲労損傷を評価できる方法を考える｡

【t, t十 △日 において系に累壊される疲労損傷 △Dはマイナー則を利用で

きる場合次の様になる｡

△D-∑一計 (2.202)

Nr, : 応力レベル S,における破壊までのサイクル教

n. : △t間における応力レベル S.の実際のサイクル数

ただしここでは応力 Sは不規則過程であるため n.も期待値という形で求

められることになる｡

(2.202)式で必要となる N.の値については S-N曲線として図2.12の様な

直線近似による曲線を採用する場合.j領域における N.の値は

･N ･, ,-(-a ,β' (2･203,
α, : J'領域直線と縦軸と

の交点の応力

β, : j領域直線の傾きが- 1/Bj

となる｡次に n.の期待値を求める｡

Nl⊂yrItI】

国212 ii抜近似によるS-N曲牧

さて V;(t)は単位時間当たり,あるレベル Sを正こう配で横切る回数の期

待値であるから,応答がほぼ狭帯域過程とみなせる時には,△t時間における

レベル Sを横切る回数とレベル (S+△S)を横切る回数の差の期待値は 【S,

S十△S】間の正の極値数に等しくこれは E【n.]に等 しいことが期待できる｡
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E[n.]-△t高 くt)-レLAs(t)辛

△t幸一△V;(i)辛--
Etn.]

△S △S

ここで (2.204)式は通常の構造物応答を想定しているが,図2.7で取り扱っ

た様な長周期構造物に対 しても.計算対象とする時間を延ばして考える場合に

は,(2.204)式の表現は有効である｡

(2.202)～(2.205)式より△t間における累積疲労損傷の期待値 E【△D】は図

2.12における直線近似数をR佃とした場合次式の様になる｡

E【△D･--At,EZ.詩 丁 点 S,βJ(也 )dS (2･206,

j

dS

また単位時間当たりの疲労損傷期待値 D は (2.206)式より

D=迦 ⊥ニーFE.一読 ;二is,βj (迎 ⊥ ,dS (2･207,

A

△t dS

となる｡上式において レ;(i)は (2.201)式で与えられているので D は求ま

るが.特に B,が整数の場合には解析解が次の様に得られる｡

A
(2.207)式を D-∑ DJの様な形に整理 した場合,各々の領域における

)=l
A ,は,

(l)βJ-2fnの時

Z)..=
①+①+⑳+珍+①
(a,)2m

①-憲 露[e-BS,Z皇品 - e-BSJ･･2,9.1票 蒜 ]

(2.208)

(S,2.'T 2A'3e-CSJ･12-S,2m12小 3e

･蒜 丁(err(Y- ,･t,-err(J26S,,l〕

(S,2m-2A-1e-CSJ7- S ,2･ml12･･le-CSJ･LZ)]

一実 字 (erf(J27S,･1,-er"JECS,,)〕
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･-i,n(n･m･1,.(意 )2n
n!(2n+1)

- e-亡5J･･,甘 C,(慧 :11111,,..)]

K2,] エr(-i,nh7･-,!(意 )2n
nI(2n+1)

-e-csJ･･2貰 C莞 一二-:,,,)]

(i) βJ- 2m十1の時

⑳+⑳+⑩+⑱+①
(α,)ZJn十1

S ,2tn' 'q◆ト r7

Cr(n+m+1-r)!

(a--J官 C,S;2:;-:',,,

･フ衰 完戸 (err(- S,･1トer"- S,,)〕

⑬--4KJf崇OTbIi''le-C5,登 て諾 岩 宗 一e-- J･鳶 謹 告 蒜]

⑳-1蓋患le-csJZ克て宗 一 e-csJ･･Z,!.て票 蒜]

⑳-謡 ゑ[
(-1,n伽 +2m･3,!-(意 )Zn◆1,n_A_?′ l

n!(2n+l)

･ts,2･h,･2-･5-2Ae-亡5,･1-S,2n,2-十5-2Ae-CSJl))･宗 (err(J27TS,,I,-err(- 5,,))]

㊨-怠 ゑ[
(-I,n(2n･2-･l)!･(意 )2n'L

nI(2n+I)

･(S,2:{2-十3-Z上e-ぐ∫J･.Z-sJ州 ,-2.e-CS,I))･宗 terf(- S,･t,-erf(J27Ts,,))]

ただ し,

A-jm 8-手五 十嘉 t c-壷

〔!!(∩(∩-2)-･3･1 (∩-奇数)∩(∩-2)-･4･2 (∩-偶数)
(2.207)式により単位時間当たりの疲労損傷期待値が求められたので.これ

を tで積分することにより t時刻までの累横疲労損傷の期待値 E【Dlが得ら

れる｡

E[D】ニー真.七 町 鳥 :∴ (S,隼 聖 -,dSdt (2･210,
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(4) 初通過破壊問題

対象とする不規則外乱の性質や材料の特性によっては疲労問題以上に重要な

のが初通過破壊問題である｡これは応答の最大値が継続時間内において一定レ

ベル Sを越えない確率 (あるいは超える確率)を議論する問題である｡超過

事象の考え方には種々あるが,ここでは前節で掛 こ得られている超過回数期待

値を用いたポアソン分布による法を採用する｡

すなわち継続時間内に一定レベル Sを越えない確率 (信頼性)PA(S)及び

越える確率 (破壊確率)Pp(S)は

pA(S)-ex｡'-r v;'t'dti0

PF(S)-1-PA(S)

で表される｡さらに一般の材料では引張り圧縮仰で同様の性質を有 し応答も正

負で超過問題を考えるのか自然であり.この場合, (2.211),(2.212)式は各

-1次式となる｡

p～A(S,-exp卜2/:V;(t,dtt
PF(S)-1-PA(S)

故に (2.213),(2.214)式に (2.201)式を代人することにより初通過破壊

関越における信頼性あるいは破壊確率を評価することが可能となる｡
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(5) 非瀬形がた系の地震時動的信頼性問題への適用

化学プラントや原子力プラント積器

配管系ではサーマルクリアランス等に

よりかた支持部を有することが多くこ

れの地震時挙動は重要な課題である｡

これを図2.13のモデルで代表して考え

る｡ただし復元力特性は実際は図2.14

(a)のとおりであるが,これを(b)の様に

近似化する｡この時遜勅方程式は良く

知られた Dufflng タイプの非線形振

動方程式となる｡

x,十2600立,+U呂(x,十EXr3)-一Z
(2.215)

xr-XIZ,-Z-e(i)n(t) (6:減衰比)

(2.215)式の数値計算に際しては次の

諸定数を用いた｡

6-0.01, u0-20rad/s. e-0.1

S0-2.5×103cn2/S3

e(t)-exp(-0.125t)-exp(-0,251)

_二_∴-_
図213 推析モデル

1-11= - -

E3214 非枝形書生元力nu:

; .』 ,

また図2.15にはエンベロープ関数の形状を示す｡ tヨ2･】5 ェンベロ-プ舶

応答の非定常共分散は (2.182),(2.193)式を利用することにより図2.16-

2,18の様に求められる｡また非定常確率密度関数は (2.197)式を用いて t-

5,15,25Sに対して求めると図2.19,2.20の様になる｡ さらに国中には本理

論の妥当性を確認するために実施した.250汝の模擬地震波によるシミュレー

ション結果も載せているが,理論と数値実験はかなり良い一致を示しており本

論文におて提案した解析手法の妥当性を確認できたものと考える｡
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[疲労評価】

まず動的信頼性評価上重要な要素で

ある単位時間当たりの超過回数期待値

杏 (2.201)式により2種類の応力レベ

ルについて求めたものが図2.21である｡

次に図2.12の S-N曲線において最も

簡単な j-1を採用しかつ (2.203)式

における βI として Bl-2m(pl;整数)

と仮定した場合の,単位時間当たりの疲

労損傷期待値D及び累梗疲労損傷期待値

E【D]を図2.22.2.23に示す｡この場合

の使用した S-N曲線の結定数は βJ-14,

al-3.92×108pa,疲労限-9.81×107pa

である｡図2.23中には,250波の模擬波

を用いて別途実施したシミュレーション

結果も載せており,両者の良い一致が解

析手法の安当性を示している｡

ところで疲労に関して最も設計者が知

りたいのは疲労寿命であろうが.地震応

答に関して言えば著者の知る限りほとん

ど求められていない｡これは地震発生回

敬,継続時間,最大加速度等のすべてが

確率変数であり十分な統計データが得ら

●_l
lO TIAelll ZO 50

同2.21広告応力の41位的榊当/;りの心8円政Wlf引^

oo"oL△m

同222 rh臨時仰当たりの疲労IE俳期待Td2)

- TheoT-I

lO ZD
TI-･IIl

包223 Jiailう引JtLの期待吐E【D】

れないためであろうと考えられるが.ここではランダム非線形振動解析の-応

用という立場で,いくつかの大胆な仮定を設けながら疲労寿命の推定を試み

る｡

地震波1汝を想定した場合,最終的な累横疲労損傷債が寿命に関係するが,

その儀はスロッシングの様な長周期成分を対象としない限り図2.22の株に主要

動部でほとんど決まってしまい,あまり継続時間長の影響ほうけないものと考

え継続時間は推定量とする｡次にエンベロープ関数の形であるか,これには種

々の表現がありパラメータも多いため詳細の検討は今後の関越として,ここで

は同一地点では同一エンベロープを有すると仮定して推定量とする｡
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ところで地震の統計データは最大加速度振幅

で整理されることが多 く,これを本論文での手

法と結合するには同一特性の地震波群に対する
U A len/,ll

加速度最大値の平均 Aと累横疲労損傷期待値 配 21 ^ とDの那

Dとの関係式が要る｡この関係は図2.24の様に単調増加となることが期待でき

るが, ここでは多数の地震波群を用いた (2.215)式の数値実験結果をもとに

次式を仮定する｡

D(A)-I.55x1018･A2199 (2.216)

一万.1年当たりの累積薮労損傷期待値 Dyは 1年当たりに,【A,.A,十△A.]

の間の最大振幅を持つ地震が発生する回数の期待値を E【n,]とすると,

DY-∑Etn.]D(A.)

であり Etni】は次式で表現できるものと仮定する｡

E[n.1-か(A.)△A,

(2.217)

(2.218)

A:1年間の地震発生回教平均値

P(A.)△A. 1年間に [A‥Ai十△A.】の間の最大振幅を持つ

地震の起こる確率

故に Dyが次の様に得られる｡

Dy-lip(A)D(A)dA

(2.219)式を実行するには P(A)の形

が必要となる｡これは過去の地震歴から

決定されるが,これが図2.25で与えられ

たと仮定した場合について実験式を求め

ると

p(A)-0.019A-I 63 (2.220)
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となる.,ただし実際の地震には Aに上限が存布 し.これはたとえばグンベル

の第2漸近分布で表される年最大他動の極値分布【43J等より決定される｡今の

場合これを600galと仮定する｡ところで (2.220)式 は A-0で P(A)-- と

なるが P(A)は正規化条件を満たす必要があるため次の様に再定義する｡

:::;≡.o'olAgA<L三.≡;×103:…5×10~3≦A≦600 ) (2･221)

Aはそのサイ トでの地震統計より推定されるものであるが,ここでは例笛計

算として1000年に50057回の地震が発生したものとして ユニ50.057を用いる｡

以上によりすべての値が決定したので (2.219)式から Dyは Dy-0.0225と

なり更に Dyの逆数をとれば,疲労寿命期待値が44.5年と求まる｡

〔初通過破壊〕

(2.215)式の系で疲労より初通過破

壊が問題となる時には,(2.214)式を

用いて破壊確率を求めることができる｡

図2.26は減衰比をパラメータとしていき

(閥)値応力レベルと破壊確率の関係を

示したものであり,本計算例の場合減衰

比が破壊確率に大きく影響することがわ

かる｡

a-DarnplhRRatlO

図226 応力レベルと破幼稚g_の帆係
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2.5 まとめ

本章では動的信頼性解析を行う上で基礎となる不規則振動応答解析法について

述べるとともに,得られる応答統計量を用いて動的信頼性評価を行う手順を,簡

単な非線形-自由度系の初通過破壊及び擾労破壊問題を例に検討 した｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめてお く｡

(1) 動的信頼性間視では最大値応答や終局強度評価で非弾性挙動まで対象とせね

ばならない場合が多いことから非線形構造系に対する不規則振動解析法の特徴

の整理を行った｡その結果.動的信頼性関越で対象とする可能性がある非線形

性大の不規則振動現衆に対する解法としては統計的等価線形化手法及びFokker

-Planck法が適していることを示 した｡

CZ)統計的等価線形化手法の応用例として材料非線形性を有する任意形状板構造

の平面応力墳間道を取り上げた｡任意形状を対象とするにはFEMが適してい

るが,この場合材料が非線形かつ非定常不規則入力に対する確率論的評価をF

EMベースで実施するには種々の困難さを伴なうため従来あまり研究がなされ

なかった｡そこで本章ではまず非線形性を示す構成方程式を新たに仮定し,こ

れに統計的等価線形化手法を適用することにより従来の線形系に対するFEM

とほぼ同様の定式化で最終的な全体運動方程式まで導出する新たな方法を提案

した｡

(3) 更に得 られた運動方程式の非定常不規則人力に対する応答統計量を縛るた

め,遷移行列法及び複素モーダルアナリシス法による理論展開を行うことによ

り両者の方法で非定常不規則応答解析が実現できることを明らかにした｡また

具体例として非定常不規則な地震入力を受ける非線形材料特性を有する耐震壁

応答関越を取り上げ.これに複素モーグルアナ リシス法を適用して実際に数値

解析を行うとともにシミュレーション計算を実施,比やすることにより提案 し

た解析手法の妥当性ならびに有用性を示した｡

(4) 統計的等価線形化手法の他の応用例として多質点系構造の不規則応答に対す

る定式化を行った｡すなわち弾塑性復元力特性を有する多層構造物の地震応答

問題を取り上げ,非線形多質点系モデルとしてこれに統計的等価線形化手法を
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適用し定式化を行うことにより後半の形は平面応力坊間顎とほぼ同一となるこ

とを示すことで,当該間道に対しても本章で碇案する解析手法か有効であるこ

とを示した｡

(5) 次に Fokker-Planck法の応用例として一般的な非線形一自由度系の不規則

振動問題を取り上げこれの定式化を行った｡Fokker-Planck法を用いて応答

量に関するモーメント方程式を求める際には,系が非線形の場合通常高次モー

メントを式中に含む場合が多くこれの処理が重要課顎となる｡そこで本章では

キュムラント打ち切り手法を･Fokker-Planck法に援用することにより種々の

非線形系に適用できる汎用性の高い新たな方法を開発した｡また別途実施した

モンテカルロシミュレーションによる数値実数結果とも比較し本方法の妥当性

を確認した｡

(6) 更に Fokker-Planck法の応用例については,単に応答統計量を推定するの

みならず.動的信頼性の評価手法を具体的に導出することにより非定常不規則

入力を受ける非線形構造系の動的信頼性を評価する上での重要ポイント,手根

を明らかにした｡すなわち.

(()動的信頼性の評価を行うには,一般に状態変数の確率密度関数が必要とな

る｡このため本章では非定常確率密度を比薮的簡単に,かつ任意の精度で求

め縛る新たな確率密度簡易推定法を碇案した｡これにより応答の推定から信

頼性評価までが統一的に解析可能となった｡

(i)本章で取り扱った動的信頼性は初通過破壊と凌労問題である｡特に疲労評

価においては従来,応答のピーク値に対する確率密度は既知であることを前

碇にした展開が多い様であるが,このためピーク値に対する確率密度の仮定

がきわめて重要な解析精度の支配要因となる｡この様な評価上のリスクを避

けるため本章においては応答のピーク値に対する確率密度を仮定することな

しに.超過回教期待値から直接に累棟疲労損傷期待値を推定できる手法を提

案し,更に解析手法の安当性をモンテカルロシミュレーションにより確認し

た ｡

(i)動的信頼性評価手法の手根を示すため,非定常性を考慮した地震人力に対

する Duffingタイプの非線形振動開祖を取り上げ,これに対する初通過破

壊確率及び疲労寿命の簡略推定を行った｡
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3.1 荷重組合せ間道について

3.2 変位制限型動的信頼性解析

3.3 強度制限型動的信頼性解析

3.4 動的荷重の相関を考慮した場合の取り扱い

3.5 数値計算例

3.6 まとめ

荷重組合せ現象の概要について述べるとともに,多自由度線形構造物

を対蒙とした荷重組合せ効果を考慮しうる動的信頼性評価手法につい

て述べる｡
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3.1 荷重組合せ間組について

本節では構造信頼性の中で取り扱われる荷重組合せ現象の概要を述べるととも

に,荷重組合せ問掛 こ対する種々の近似解法の概略と特徴を述べることにより動

的信頼性解析に適した近似理論の選定を行う｡

(1) 荷重組合せ間道の概要

構造物の破壊形式には初通過破壊,

疲労.クリープ等の種々があるが本章

では初通過破壊について述べる｡また

本節では便宜上 ｢荷重｣という表現を

用いるがこれは正確には ｢荷重効果｣

すなわち荷重が作用した時の注目して

いる要素の応答量 (変位,応力 elc.)

を示している｡

初通過破壊間韻での荷重組合せ現象

の特徴の一つを示したものが図3.1で

ある｡すなわち荷重組合せ間組とは荷

重 1と荷重2の合計の応答量の寿命中

最大値S,mx(I)がある許容レヘルを超

過する確率を論 じる問題であり.

SM Xrt)の確率分布関数をいかに推定

するかがポイントとなる｡図3.1でも

(
T
湖
控
)

(
N
唱
だ
)

(
N
困
羅
+
t
頼
経
)

図3.】 組合せ荷重の概念図

明らかな様に組合せ荷重での最大値発

生時刻T●は一般に単独荷重時の最大値発生時刻Tl,T2とは一致せず.また

最大値についても単独荷重時の最大値を単純に加算 した値よりもかなり低くな

る｡
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構造物の耐用期間中に各荷重の

最大値が同時刻に起こる可能性は

極めて小さい (同時に起こるなら

ば評価は非常に簡単になる｡)の

で,従来の構造設計規準 ･指針等

においては,複数種の荷重組合せ

を考慮せねばならない場合の荷重

値としては単純に各荷重値の最大

値を合計したものよりかなり低目

になる様規定している｡しか し前

記規準 ･指針での荷重低減率は経

験的に決められたものであり,こ

れをより合理的に設定 しようとす

れば各荷重単独としての確率分布

特性のみならず各荷重間の相関性

を規定する確率情報が必要とな

る｡この点から考えても本荷重組

合せ間道は解析上単純な現象では

ヒ:三二T
± 二二二

L _ 』 皿 T

図3.2 荷重の種類

ないことが予想される｡

更に.組合される荷重の種類により解析手法も異なってくる｡荷重の種類に

は図3.2の様に三つのタイプがある｡Aは永久荷重と呼ばれ寿命中持続して作

用し.しかもその レベルはほとんど変動 しないもので死荷重がこれに相当す

る｡Bは変動荷重と呼ばれ活荷重がこれの代表である｡タイプCは過渡荷重で

あり継続時間は短くまた稀にしか発生しないもので地震や突風等がこのタイプ

に属する｡当然のことながら荷重タイプB.Cを含む荷重組合せ問題の場合が

取り扱いはより複雑となる｡

以上の荷重組合せ問掛 こ対するかなり厳密な解析的取り扱いが HasoferH

Bosshardl2),Gaver&Jacobs(3J らにより行われているが,いずれも実際の

計算には困難を伴ない,しかも現実の荷重歴としてのモデルとするには制限が

大きく実用的ではない｡このため次項に示す様な種々の近似解法が提案されて

いる｡
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(2) 荷重組合せ問題に対する近似的解法

① Turkstraの方法(4J

近似解法として最も代表的な考え方の一つであり.この思想は ANSIA58.1

-198215】の中にも取り入れられている｡数式表現すれば

N
nax【S(I)]空naxilnaXlY,(I)i+∑Y日

.Ill
J≒■
～

ただ し S(t)-∑ Y.(I)
l-I

(3.I)

となる｡上式においてY,は J番目の確率過程Y,(t)の任意時刻における確率

変数としての値である｡ (3.1)式の様に表現することによりS(I)の最大値

を確率過程の中でとらえることなしに.確率変数の次元のみで把握すること

が可能となる｡

(3.日 式で与えられる近似式は表現が簡単で分かり易いが.Y.(t)(i-1.

.N)いずれかが最大になる時点以外でS(t)が最大になる確率を考慮し

ていないのでその意味では非安全サイドの方法である｡

② Ferryョorges良Castanhetaの方法16】

図3.3の通り各荷重の荷

重一定継続時間の比 T./T,

を整数にするという制限を

設けることにより以降の解

析を容易にすることができ

るメリットを有する方法で

ある｡

しかし対象とする自然界

の勤的荷重に対 して図3.3

の様な制限を設けることは

相当に限定されたモデルと

なるため実用性の面からは

ほとんど本方法は使用され

ていない｡

yy2'('tt,'E B TT

YH(i,担 二 二 T
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図3.3 継続時間整数比タイプの荷重
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③ sRSS法 (71

この方法は耐震解析の応答スペク トル法でしばしば用いられる方法と同様

で各荷重の最大値の二乗紬平方根億をもって組合せ荷重の最大値とする考え

方である｡数式表現すれば

max【S(t)】空J呈naxlYi(t㌫ 言I=J

となる｡

(3.2)

① Kiureghianの方法日日

組合せ荷重の最大値分布に関する統計量を,単独荷重の確率分布特性を知

ることなしに 1次及び2次モーメン トのみによって近似的に表現する方法で

あり以下の様になる｡

ド
E〔Smax】-∑E〔YI汁 ｡品 芋.iL'21-I l=1

0smax- ｡ 芸U字,
2
1=l

上式においてEl･1, 02は各々期待値,分散値を示す｡本方法は一見,実用

的かつ簡便な手法の様に思われるが.実際の適用に際しては組合せ荷重歴の

変動を特徴づけるパラメータp,qの選定に経験を要し更に理論的裏付けにも

限界がある等,今後にいくつかの改良すべき点を残 した手法であると言え

る｡

⑤ LoadCoincidence(LC)法 19】

Y.K.Wenにより捷案されたこの方法では過渡荷重間での同時発生効果まで

も考慮できる特徴を有 しており実用性か高く,また後述の如 く本研究でも採

用した手法であるため以下に若干詳細にLC法について述べる｡

一般的な非定常確率過程における初通過問題での開催横断確率の上下限は

shinozukaら日 日により次式の様に求められている｡
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P川l(tl)UA2(t2)i<PY(T.-oJ,α2)<
工
【ソ+(02:I)十V-(-ql;I)]dt

十PiY(0)≦-al(0)け PiY(0)≧α2(0)卜 P川I(tl)∩ 2̂(t2)! (3.5)

ただし

Al(tl)-手Y(tl)≦-al(tl):0≦tJ≦Tt

A2(t2)-川(t2)≧α2(t2):0≦t2≦T‡

リ+(α2:I) :時刻 tにおいてq2を正勾配で超過する単位時間

当りの超過回数期待値

V-(-al:I);時刻 tにおいて-αlを負勾配で超過する単位時

間当りの超過回数期待値

(3.5)式において定常確率過程を想定 し,かつ絶対値としての最大値を対象

にすることとして片側限界のみについて考えてみると (3.5)式は次の様に

なる｡

A20<Py(T:-の,a)<LJ(a)T十 2̂0

ただ し

A20-P川(0)≧a‡

上式において上限値に関する不等式,すなわち

Py(T:-00.a)<L/(a)T十 2̂0

(3.6)

(3,7)

の形は別途 LeadbetterH l,更に LarrabeeらIL2】によっても求められて

おり非常に有用な関係式である｡ところで (3.7)式におけるA20は時刻Dに

おいて既に開催αを超過 している確率であるが通常はほぼ0とみなせ,また

不等号による表現は閥値横断確率の最大限界値を示しているわけであるから

安全側の評他として等号で代用することにすれば,間借横断確率は次の形で

近似化できる｡

PY(T:-cD,0)-ソ(a)T
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(3.8)式では荷重組合せ問題を考慮しているわけではないか,Wenはこれ

を拡張して平均超過回数期待値ylを導入することにより,荷重組合せを考慮

した構造破壊確率Pf(T)を次の様に等出した【91｡

Pf(T)-リ●T

N N N ～ N N

ソ●-∑yiP.十∑ ∑vtjPi,+∑∑∑レ1jkPHk 十
i-I JIL Jll illJ■lk-1

(iキj) ()‡Jキk)

ここで

Pl ;荷重Fiのみが存在し,かつ発生する時の平均発生率

(1/year)

Plj;荷重FiとF,のみが存在し,かつ発生する時の平均発生率

(1/year)

L,i ;荷重F.のみが存在し,かつ発生した時,限界値を超過す

る条件付超過回数期待値 (-山i;. ; Glは単位時間当り

の条件付超過回教期待値)

リ,,;荷重F.とF.のみか存在し,かつ発生した時,限界値を超
■ /ヽ

過する条件付超過回数期待値 (-pd.iVi,;;iJま単位

時間当りの条件付超過回数期待値)

山 i ;荷重Fiのみが存在し,かつ発生する時の平均継続時間 (see)

pd,,;荷重F‥ Fjが存在し,かつ同時に発生する時の平均継続

時間 (記pd,叫 /(山.十〃Li)) (see)

Pljh VIJk ･叫 ,k･･･についても同様

(3.9)(3.10)丙式による評価かLC法と呼ばれるものであり,この方法

の妥当性はモンテカルロシミュレーションにより確認されている【13)

⑥ Larrabee&Cornellの方法【141

LC法でのV●がコンポリュ-ションを含む形で表現されたものとみなすこ

とができる｡2荷重の鶴合に対する定式化を以下に示す｡

V･-了 t.(y)V,(a-y)dy十了 fJ(y)リ.(｡-y)dy (3.ll)
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(3.ll)式における fA(y)(e-iorj)は,荷重Cに対する確率密度関数

である｡なお (3.ll)式は基本的には (3.10)式と一致することが確かめら

れている= 4】

以上6つの近似解法について述べたが,動的信頼性解析の中に取り込む場

合,適したものとそうでないものがある｡すなわち①～③の方法では過渡荷重

間の同時発生効果を適切に表現することができない｡①の方法ではLC法を採

用することで過渡荷重の同時発生効果を考慮することができるが,パラメータ

の選定法に問題が残されている｡結局,荷重組合せ問題を含んで動的信頼性解

析に適した方法となると⑤,⑥の方法と言うことになるが,⑥の方法では⑤の

方法に比べ積分操作が追加された分計算が煩雑となり,かつ数値計算上の精度

低下の可能性を含むことになる｡

以上の理由により荷重組合せ間韻を含む動的信頼性解析には⑤の方法がもっ

とも実用的な方法であると判断し,本研究ではLC法を採用することとした｡
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3.2 変位制限型軌的信頼性解析

本節では複数種の動的荷重を受ける多自由度線形構造物において,その応答変

位量が信頼度を規定することになる場合の初通過破壊問題を対象とした動的信頼

性評佃手法について述べる｡

(1) 限界状態の定兼と超過回数期待値

構造物の信頼性評佃では通常応力ベースで解析が行われることが多いが.現

実の問題としてはサーヒス.営業,保全性管理等の面から構造強度より変位自

身が対象となることもある｡本節ではこの様な変位鼻により信頼度が規定され

る問題に対する定式化を行う｡

構造物に作用する動的荷重のモデルとして図3.4を考える｡なおモデル化に

際しては以下の仮定を設定するO

① 動荷重が作用する構造物はN自由度系線形連続体構造物｡

② 各節点に作用する動荷重の個数をMとし,M個の荷重は同一節点に集中し

ても良い｡

③ 動荷重モデルは図3.4に示す様な平均値を含むものと含まないものとの混

合とする｡ただしこれらの荷重は同時には2個までしか重ならない (すなわ

ち3個以上の同時発生確率は非常に小さいとして無視)｡

① 各動荷重は統計的に独立とする(.

上記①の仮定が成立する時.構造物全体としての初通過破壊確率は荷重組合せ

問題にLC法を用いるとすれば (3.9)(3,10)式により求めることができる｡

更にp-.PHについても確率ポアソン過程を仮定 した場合には近似的に以下の

表現が可能である19)｡
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FMF出立 = :
(a) 動荷重モデル

一) ･)

(b) 複数種の動的荷重が作用する構造物

図3.4 組合せ荷重を受ける構造物の概念
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P,,- A.A,(ud.十〃d,)

ここで スk(k-i,J')は荷重Fkの平均発生率 (1/年), FLdkは荷重Fkの平均継

続時間 (年)である｡

故に;.,;日を計算すれば破壊確率PF(T)が求まることになる｡

変位制限タイプの限界状態として次の形を定義する｡

非破壊領域に対 して,

N

nHxk(t)l≦dk,0≦t≦T〕
k;l

(3.14)

ここでxk(t)は k番目の自由度における絶対応答変位でありdkはxk(t)に対す

る間借を示している｡

この時本間題はN次元ランダムベク トルが (3.14)式で表わされる限界状態

表面を通過する初通過破壊問題に帰着される｡3次元の時の概念図を図3.5に

示す｡限界状態が (3.14)式で表わされる場合の∂‥ 〇日は厳密には次の様に

なるIlS】

ド N N N N 〟

∂,-∑ソ･k十∑∑vlkA十∑∑∑ vlkAm十 -
k=l k=lA=l k=lA=lrn=1

(k‡D (kilJはm)

〟 N N N N N

;･･-∑V‥ k十∑∑ソ･,kA+∑∑∑レIJkhn十
k-l k=;IJail k-Lb=lm=l

(kキD (k‡ぶ m)

(3.15)

こ こ で,

リ.k 荷重Flのみが存在 しかつ発生している時,絶対変位xk(t)以外の

絶対変位xA(t)(e専k)は非破壊領域にあるという条件下での,
xk(t)が限界状態を超過する単位時間当りの条件付超過回数期待

値



[＼ vlkA: 荷重Flのみが存在しかつ発生している時･絶対変位xk(I)及び

xJA(I)以外の絶対変位は非破壊領域にあるという条件下での,

xk(t)とxA(t)が同時に限界状態を超過する単位時間当りの条件

付超過回数期待値

レりk.' 荷重F.とF,が存在しかつ同時に発生している時,絶対変位xk(t)

以外の絶対変位は非破壊領域にあるという条件下での,xk(i)が

限界状僻を超過する単位時間当りの条件付超過回数期待値

LIiJkA･

以下同様

/{ヽ

図3.5 3次元ランダムベクトル空間における限界状態表面

√ヽ である｡しかし (3.15)式における右辺第2項以上は第 1項に比較して小さい

のでこれを省略して∂‥〇日に関する近似式

N

V̂.-∑V.k
k=l

ド

;日 -∑uIJk
k-1

(3.16)

を採用する｡更にV.k及びリ.,kは (条件無)超過回教期待値vik･リiJkと次の関

係で結ばれる｡

U,k- P.ky.k

( I UIJ-k- PIJkyl･Jk
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N

P.k-P(∩〔lxhl(t)E≦dh･0≦t≦T〕)
JC王l

(Jは k)

N

Pi-k-P(∩(lxA.,(t)l≦dA･0≦t≦T〕)
JJJ
(A≒k)

′~ヽ

l rヽ

ここで,

(3.19)

(3.20)

である｡ただしxl,(i)は荷重F,が作用した時のe番目の自由度における絶対変

位,xAi,(I)は荷重Fi,ド,が作用した時の絶対変位を表わしている｡

(3.16)～ (3.18)式において次の理由,

① 通常計算される量はリ.'k,V.I,kの方である｡

② (3.19)(3.20)式の左辺の値は 0から1までの値であり.故に

VIk>V.k･リ.',k>リ.,k

③ plk及びP‥kの値はdkが大きくなるにつれ1に近づく｡

① V.k及びリ.,kをリ.'k及びソ･',kで代用することは常に安全サイドの評価にな

る｡

により;‥;‥を次の形で安全側に近似する｡

～

;,- ∑U.'k
k-I

～

û‥-∑U∴k
kコ【l

(3.21)

故に最終的にはvik及びV:,kを求めることによりシステムの トータル破壊確

率PF(T)を得ることができる｡
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控)平均値を含む動的荷重2個の同時発生を考慮する場合

(()U;Jkの導出 (荷重F‥FJが同時に作用している時の k番目の自由度に対す

る単位時間当りの超過回数期待値)

このケースの場合には荷重F.およびF,が平均値を含んでいるが.まず平均

値 0の解析を行う｡

すなわち,

言霊 ) (3･22,

と置いた時のF∴F',について振動を考える｡なお (3.22)式において

F?,FO,が平均値成分を示し,Fi,Fl.が平均 0のランダム過程を示している｡

運動方程式は一般に次の形で表わされる｡

〔H)書xH-〔C〕ix‡十lK〕ix書-iAliF;十川,げ', (3.23)

(3.23)式で川1‡は荷重F;に関する単位ベク トルを表わしている｡(3.23)式

は線形系であるので荷重Fi,F'.に対する重ね合せが可能であり,更にモーグ

ルアナリシスの手法 (近年,近接モー ド間の相関までも考慮したCQC法の

採用例が増加 しているが,CQC法を用いれば応答の数値が変化するのみ

で,本論文で提案する動的信頼性評価法に本質的な差が発生するわけではな

い｡このため本論文では,従来より実績のあるモー ド間の相関は無視した通

常のモーダル法を用いている｡)を用いることにより k番目の自由度に対す

る絶対変位 xk(t)は以下の通りに表わされる｡

～

xk(t)-∑¢kAiYJL(t)十Zl(t)i
▲=l

t

yA(t'-H /ohA'卜 T'F…(T'dT

I

zA(t,空 /.hA(t-T,F',,I,d7
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(3.24)式における¢kJLはモーグルマ トリックス (-(¢】)での k番目の自由

度のe次成分を示す｡また (3.25)式でのhJL(･),qiは各々e次での基準座標

系におけるイン′()I,ス応答関数,モーダル質量を表わし,更にb,Jt(r-i,∫)

はベクトル〔◎)TtA,iのe次成分を表わしている｡今モーグル座標系におい

てモーグルダンピングが小さくまた固有振動数が広く分散している場合を仮

定するとこの時のモー ド間の相関は小さいのでこれを無視することとし,更

に作用動荷重間は仮定により独立であることを考慮すれば応答分散値 ｡…kが
次の様に得られる｡

N

戎 k- ∑ dELiE lYi(t)〕十E〔Zi(t川 (3.26)
J-J

一方F;,F:は平均値 0の定常正規性ホワイ トノイズであると仮定すれば以

下の関係がある｡

E〔F;(t))-E〔F;(t)〕-0

E〔F;(t)Fi(t十t●)〕-2xS,6(t')

E〔F:(t)F',(I+t̀)〕-2xS,6(t')

(3.27)

ここでSI,Sjは各々荷重F;,Fjのパワースペクトル強度であり6(t一)はデル

タ関数である｡上式の関係を用いると不規則振動理論により応答分散値の具

体的表現が持られる｡

U…k-glSi十gJSj gr-妻 盈 (r-i･j, (3128,

同様にして速度に関する応答分散値戎kは,

最k-hzSL十h,S･ hr-妻 盈 (r-i･j, (3･29,
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となる｡なお (3.28)(3.29)式におけるEA,tJAは各々e次のモーグルダン

ピング,固有円振動数を表わす｡

次のステップとして k番目の自由度の応答変位が正勾配で x-dkを横断す

る単位時間当りの超過回教期待値V',㌧ kを求める｡今入力としての荷重は定
常ガウス過程であるから応答値xkも定常ガウス過程である｡したがって

V/ ,rkはoxk. Oxkを用いて次の形で表される｡

･･ ⊥且 exp(一意 )レ･rJk 2J Uxk

-忘 恩 expト ー.一･.一旦｣ .一書 (3･30,2(i.S.'g,S,)

ところで以上の解析は平均値を含まない荷重F;.F',について行われてきた

が,実際には平均値を含んでおりその分補正が必要となる｡次にその方法に

ついて述べる｡

(3.22)式において平均値F?. F号は同符号となることも異符号となること

もあり得るが,解析上の煩雑さを避けるために常に同符号かつ正と仮定する｡

これは信頼性評価上.一般性を失うこと無しに安全側の仮定であると考えて

良い｡更にF?, Fでは荷重発生中変動が小さいものとすれば,これは確率過程

として取り扱う必要はなく確率変数として取り扱えば良い｡この時F7.時 ま

静的荷重となるので k番目の自由度への効果も静的に求められる｡この静的

効果7‥kは影響係数βを用いて次の様に表わされる｡

γ‥k-β.kF?十β,kF3

7.Jkを用いて (3130)式を補正すると･

,. 1 JhiSi+hjSj (dk-γt,k)2

応手音舌 expト ーh2(i.S.･g,S,)vIJk=~盲㌃

(3.31)

i (3.32)
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(3.33)

となる｡(3.33)式では常にuI'7k>リI'了kであるので. ソIJkに対する安全側の

近似値として

ソ;,k≒2吊 k (3.34)

が得られる｡(3.34)式においてS., S,及び7.,kが確定値であれは り;,kの値

が完全に定まることになる｡しかし明らかにそれらの値は確率変数であるの

でこの点を考慮 した次の形がリ.I,i,に対する最終的な表現となる｡

帖 七㌦㌦ 濡 票 exp卜

(dk-TIJk)2

2(gIS.･g,SJ)

xfs･(S.)fsJ(SJ)f" ,k(7.Jk)dS ･dS JdT･jk (3･35)

ここでfs,(･), fs,(.)及びfγzJk(･)は各々S- S,及び7･Jkに対する確率密度

関数を示 している｡

(i)vi,-kの具体的計算法

り;,kを (3･36)式より計算するにはS･･ S,及び7‥ kに関する確率密度関数

の形が必要となる｡ところで7‥ kについては (3.31)式よりF?･Fつで構成さ

れるため,それらの確率密度関数が与えられれば自動的にfγiJk(TiJk) ら

求められることになる｡以下に畑 FO,の分布形の仮定をベースにした場合の

り.I,kの具体的算出法を述べる.

① F?,Fqが一様分布の場合

F?,Fつに対する確率密度関数は次の通りである｡

(3.36)



fFq(x)-
≡:.:･

(0<x< 6J)

(x≧6,)

(3.37)

(3･31)I(3136)及び (3･37)式を用いてf7日k(7･Jk)が求まるが･これ

はTHkの範囲により次の様な形に分類される｡

′~

√､L
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｢ヽ

a)β.k6,≧B,k6,の場合

o<7-k≦B,k6J r, ‥ k(7- k'-了 言嵩

･JkaJ<71jk≦B.k6. fγ"k(TlJk)-読

8-k6.<γ.Jk≦β.k6L十βJk6J :fγ"k(7･Jk)-

β･k6･÷Bjk6J<7日k :fγ.Jk(TlJk)-0

b)β,k6,>β-k6.の場合

0く7･Jk≦β･k61 : f7日 k(7"･k)-
7日k

β.kB｡k6,6

β.k6-+βJk6,-7‥k
β,kβ,k6.8

(3.40)

(3.41)

(3.42)

･･k6-<7-k≦βJk6･ fT"k(71-k,-正 (3･43, l

BJk6j<7-k≦β･kい Bjk6･ f,.,k(7万 -β■瑞 舘 jk (3144,

β･k61十βJk6J<TlJk fT.Jk(7･Jk)-0

次にfs.(S･)･fs,(S･)についても一様分布を仮定する｡

fs.(x)-
÷(o<xく く.)
0 (x≧E.)

一117-

(3.45)

(3.46)



(0<x<E,)

(x≧亡,)

(3.47)

結局 (3･38ト (3･47)式を (3･35)式に代入することによりソ;,kが次の形

で求まる｡

vEJk-忘 【j:'JorとjoPJ T･JkJmoIJgiSi･gjSj

Ei■i

′~ヽ

｢ヽ

′~ヽ

･exp卜 畿 競 嘉 一txdS.dS,dT･Jk

･JE甘慧 exp卜 悪霊｢‡･dSEdS･dTl･k十IErJe:l'02 'oL'02ま･庶
･ exp卜日 豊 温 idS･dSJd7-k〕

ここで,

8-k6.≧βJk6.の時 :Ol=β,k6,.02--β.k6.

(3.48)

B,k6,≧β.k6.の時 :0暮-a.k6‥ 82-β,k6,

(3.48)式は通常の三重積分であるので.これを数値計算することにより

最終的なソ;,kの値を求めることができる｡

② F?,F号がレー リー分布の場合

F?.仲 こ対する確率密度関数は次の通りである｡

2

f申 '-一斗 exp(-一計 (o'x< - 'EI

2

f申 )-÷ exp(-一計 (o` x̀ 00 '
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(3･31)I(3･49)及び (3･50)式よりF,-ik(Tijk)が次の棟に求まる｡

fl.,k(7日k)=

十

ここで,

a=

lJn

｢､

r ＼

√ヽ

l (7lJk-b)e-ab2
｣ -〔-一一一一二｣ .一･.一･.一･.一･一

ecβ苧kB…k轟 弓 2a

j2ab(7"k-b)lliErf(-bJi-)
2a√丁

(B弓k持 βヲkE!)

28号kB弓k轟弓

2
TtJk

c= 2(BSkE弓+郎kEH

√7

十 て㌻万~〕 (3･51)

更にfs.(S暮)Ifs,(S,)について もレ- リー分布を考えると･

2

fsi(x'-肯 exp(一昔 )(o<x<-)

2

fs･(x'-÷ exp(-音 '(ò x̀ -'nJ

であるので (3･51)～(3･53)式を (3･35)式に代入することによりV;,kが以

下の様に求まる｡

I/-I.=招kβ写k轟 吊 n2,/fJJ 禽
(dk1.jk)2 S写 S弓
2(g.S,･g,S,) 2n誉 2n弓

×_旦iL 〔

+

(7.Jk-b)e

e 2a

-ab2

12ab(†"k-b)-1ほrf(-b/6).JT
十孟二万)dSLdSjdTHk2aJT
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(-B)V;i.の導出 (荷重F.のみが作用している時のk番目の自由度に対する単位時

間当りの超過回数期待値)

リ:kはソ;,kの定式化の中で荷重FJに関する項がないだけであるから (i)

及び (ii)からの類推によりその形は以下の様に容易に推定できる｡

① ド?.s.が一様分布の場合

V･･k-志 訂 βlLT '票 -exp卜怒 ･dS,dTik (3･55,

1

② F?.stがレ- り-分布の場合

-･･轟 :∴ L
sぞ 7ヲk

2符号 2β亨kE写

-S.7.k斥官JiTiT
辛dS.dT.k

(dk-Tlk)2
expi- ~: 二JL

2g,S.

(3.56)

なお (3･55) (3.56)式においてT.kは (3･31)式での右辺第 1項のみを

採用した時の値を表わしているG

(3) 平均値を含む動的荷重と含まない動的荷重の同時発生を考慮する場合

= V;,kの導出

荷重F‥FJのうちFlの方が平均値を含んでいるものとする｡すなわち

( 崇 十F… )
(3.57)



と考え,この時のF‥ FJについての振動を考える｡

運動方程式は (3.23)式と同じである｡ここでF,として各節点に直接作用

する強制外力を採用する場合にはその取り扱いは前項とまったく同じとな

る｡一方FJとして地震の様な強制変位入力を採用する場合には (3.23)式の

右辺第2項を

iAJけ;三 一川〕柑iz

書目 ;強制変位人力の単位ベク トル

乞 ;強制変位入力における人力加速度

(3.58)

′~ヽ

｢ .ヽ

とし,ix手を相対変位ベクトルとみなすことにより後の式展開はやはり前項

と全く同一とすることができる｡

最終的なレ;Jkの形は (3135)式と同一である机 THkは今の場合平均値か

1個であるので

7.,i,=T.k-a.kFT

となっている｡

(日 ソ;Jkの具体的計算法

前項の類推によりソ;,kは以下の様に容易に求められる｡

① Fで,S‥ S,が一様分布の場合

リ…･k-元高了T J:ど/:J/.βlkbL』五五
l

JgiSi･gjSi

×exp卜
(dk一丁･k)2

2(g.S.十g,SJ)

(3.59)

H S.dS,dT.k (3.60)



② F?.S,.S,が レ- リー分布の場合

tJlJk=招kE写諭ミ
×expi-

(dk-7-k)2

2(A.S.･g,SJ)

×dS.dSJれ k

S,S,7.kJhiSi･hjSjJgiSi･gjSj
パk Sヲ

- 一一 一昔2Bヲkg亨 2n誉

(3.61)

′~ヽ

(i)レikの具体的計算法

前項の類推により以下の通り求まる｡

① 平均値を含む荷重F,のソ;k

a)FT,S.が一様分布の場合

V…k-志訂 βlk6j:
r･爪音 (dk-7-k)2~万言 ~exp卜 uS.dT･k(3162)2g.S.

b)FT.S.が レ- リー分布の場合

- ソ…k-五 訂 J:j:00

Eid

S.71km .

ノ訂訂

･exp-一意 控 -意 一塩 "S･dT･k (3･63)

② 平均値を含まない荷重F,のレ',k

a)S一が一様分布の場合

d三
vJk-一計 /.{'禽 exp卜 て訂 dSJ

(3.64)



′~＼

√ヽ

√ヽ

b)S,が レ- リ-分布の場合

ソ･,k-寺 Jo¢碧 exp卜 怒 凄 dSJ (3165,

(4) 平均値を含まない動的荷重2個の同時発生を考慮する場合

(()V:Jkの具体的計算法

第2項の類推によりUiJkは以下の様に求められる｡

① S‥ SJが-様分布の場合

V-k-忘 1 g'j:J無 Xp卜 認 訂 idS LdS,

(3.66)

② S‥ S,が レ- リ-分布の場合

リ-k-壷 JfjySIS悪評

･exp卜 認 訂 一意 一昔 idS.dSJ (3･67,

日)レikの具体的計算法

第 2項の類推により以下の通り求まる｡

① S.が一様分布の場合

2

ソ…k-志 j予 告 exp卜譜 -idS l (3･68,
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② S,がレーリー分布の壌合

レ･'k-五 J f ㌔ 穿 exp卜 忠 一碁 dS･ (3169,

以上により破壊確率を算出する上で必要となる全ての量が求まったことになる｡

√~ヽ

′~ヽ
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3.3 強度制限型動的信頼性解析

本節では複数種の動的荷重を受ける多自由度線形構造物において,その構造強

皮 (応答応力)が信頼度を規定することになる壌合の初通過破壊間道を対象とし

た動的信頼性評価手法について述べる｡

(1) 限界状態の定義と超過回数期待値

構造物全体としての破壊確率 Pf(T)の表現は限界状態の形には依存しない

ので変位制限タイプのものとまったく同一である｡すなわち,破壊確率は

(3.9)(3.10)式により与えられる｡

強度制限タイプの限界状態として次の形を定義する｡

非破壊領域に対 して,

EN

n rFe(oxe,Dye,oze ･oxye･oyze･uzxc)≦ 0 , 0≦t≦ Tl (3･70)
e-l

ここでFe(･)-0はe番目の構造部材に関する破損条件限界式でありENは部材費

索総数を表わ している｡たとえばランダム変数が3個で規定される破損条件式

の場合には図3.6の様な3次元ランダム応力ベク トル空間場での斜線内が非破

壊領域である｡

破損条件式については一般の材料強度学で良く知られたものや各種機関で制

定された指針,規準等が存在する｡たとえば破損条件式として vonHisesを

採用すれば

(ox-oy)2十(oy-oz)2+(uz-ox)2+6(最y十巌 +o芝x)≧20芋 (3.71)

となるので限界状態表面を記述する方程式は
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となる｡この時本間題は多次元ランダムベクトルが (3.72)式で表わされる限

界状態表面を通過する初通過破壊間諜に帰着される｡

03

図3.6 3次元ランダム応力ベクトル空間における限界状態表面

限界状態が (3.70)式で表わされる場合のV̂‥ Û日 は変位制限タイプと同株

に各要素で定義される単位時間当りの超過回数期待値リ;｡, レi,e を用いて次の

様に求められるので,

EN

;1- ∑ リ.le
e-1

EN

;.,-∑リ.',e
e-I

結局リ,'｡,U"e を求めることによりシステムの トータル破壊確率Pf(T)を緒る

ことができる｡

C2)平均値を含む動的荷重2個の同時発生を考慮する場合

(i)yi,eの導出 (衛重F.,F,･が同時に作用している時の要素eに対する単位時

間当りの超過回数期待値)

解析手法に対する基本的考え方及び運動方程式は前節と同様である｡しか

し前節の様に限界状態が変位で記述されている時には変位に関する運動方桂
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式を解くのみで良いが,本節の様に応力レベルで記述されている時には更に

応力の統計量を求めておく必要がある｡

今それらの量が求められたとして次に必要なことはある統計量を持つk次

元ランダム応力ベクトルが限界状態表面を超過する期待値yi.Cを求めること

である｡人力が定常ガウス過程であると仮定すれば線形系の場合応答も定常

ガウス過程となるのでこの場合には解析的表現が可能となる｡すなわち

Belyaevら116】によればyiJeは

リ:,e-/FDft誹 - SRJ:読.り-(高 t,d;
ここで,

(3.75)

flH(･) ; ランダム応力ベクトル手∑H=関するk次元確率密度関数

f寸lH I-lOI(･): ランダム応力ベクトルi∑号がto=こ等しいという条件の

もとでのYに関する条件付確率密度関数

FD ; 限界状態表面

y 限界状愚表面における速度の外向法線方向成分-in凸石

として与えられる｡一方ランダム応力ベクトルの微分億に関する条件付耗計

量は共分散マ トリックスC..H..を用いて次の様に表わされるので‖7I

E=∑川 ∑i-io=-E=∑H十C.い…C丁も,.い(10卜 E日 ∑‖)
(3.76)

E【(i∑卜E= ∑=)(手∑‡-EH∑=)Tl壬∑‡-書oH

-C日日い-Cり日日CTと日日CHHi,

これより立に関する条件付統計量も次の様に求まる｡

E【y= ∑i-10日-a,(o)-1n再 E【i∑H

十C,い… CT左目∑-(io卜Eli∑‖)]

Et(i一正シ)21壬∑‡-10日-3シ2(a)-iniTlc.いり}

(3.77)

(3.78)

-C.い… CTとHHCH,.い】手ni (3.79)
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(3･78)(3･79)両式を (3175)式に代入することによりyi,eの形が次の様

に決定する

リ,･,e-JJ (2T)K/2相etCH日 日 詳 /2 expl- -⊥2
×(iq卜 EH∑H)T瑞 … .(io 卜 EH ∑H)] y

ノ許 Â,(o)

×exp卜 (卜 69(U))2 " yd S n
2̂bi(U)

次に具体的な限界状態を定義する｡更に最初は入力の平均値を 0とした

解析を行う｡限界状態の形は対象とする構造要素により異なるが本節では立

体骨組構造物を例越として取り上げることとし,更に破損規準に関しては梁

構造でもっとも簡単な表現である,曲げと弊断,曲げと圧縮等に対する次の

様な2次元クライテリアを採用する｡

山 一⊥ 十 ⊥生⊥ ≦ e
al a2

(3.81)

(3.81)式の関係を図示すれば図3.7の様になる｡この時限界状態表面を記

述する式は

G- ⊥竺⊥し 十 ⊥生⊥-e= o
al a2

(3.82)

となるが,更に安全側の近似として限界状態を図3.7に内接する円で代表さ

せることにすれば.この円の半径γは (3.82)式においてaJ,a2,Eが与え

られれば自動的に決定する｡

円を限界状態とする時には,(3.80)式は橿座標系を用いてより簡単に次

式で表わされる川 =



図3.7 2次元限界状態

/ーヽ
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リ.I,C-;∫ (2')ldetClい…ll/2 …yL 2exp【-⊥ (iu‡

一Ell∑H)TcTも一日 ,(io卜 E[手∑H)]

×i血 ⊥ E,fc(-｣山 一)十b9(q)¢(血 ⊥)idO (3.83)
J7 Ji缶(a) 3y(q)

ここで,

ゝ

Erfc(x,-I:e-t2dt･め(x)-忘 e2
でありまたこの段階では人力は平均 0としているので応答も平均 0すなわち

E日 ∑t]1-EH ∑日-川i (3.84)

となっている｡

(3.83)式を実際に計算するには2入力が同時に作用する時のC日 日 ∑い

CH1日 い CLtHtlが求められねばならないが.その量は従来の不規則振動論

を用いて容易に求めら甜 菜= ).以下の様になる｡

ClH u '-lCkL]･ CkA-SLClkh+S,C,kA

L たI." Ek4eJLn
Ci..-∑ ー:: 二; ~-._[ 2Enwま

たl,… ekMEJm

(3.85)



Cり iih-C.t日日-【0]

Cり'り}-lCGA]･ C占&-SICIkh+SJC了k.

L だⅠ･…EkmEJtm
CT.∫-∑ ー: ::I- ~~

..-1 2E,.LJn

L TI,M EkmeAnl
m-J 2gmum

′̀~ヽ
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(3.85)～(3.87)式の共分散マ トリックスは12×12であるが,ここでは2

次元限界状態問題を考えているので,必要とする2×2のマ トリックスは

(3.85)～(3.87)式の対応する要素より抽出することにより得られる｡

(3184)～(3･87)式を考慮することにより2次元間組に対するvi',eが次式

の様に求まる｡

リ三je-T～J.2x (2x)3'21detCトm Hll/2

× i山 TcTh .tJq= d8

exp卜 ⊥2

(3.88)

ところで (3.88)式を構成する共分散マ トリックスは付録3.1より明らか

な通り部材端力に関する式であるが,これに対する限界状態の記述 (3.81)

式は応力表示になっているので (3.81)式を部材端力に変換 しておく必要が

ある｡降伏条件として曲げ,圧縮等のとの応力を採用するかにより係数の値

は若干異なるが一般に部材端力に関する次の様な限界状態方程式に変換でき

る｡

山 一⊥ 十 ⊥吐⊥ - e=o
A. 有2

(3.89)

以上の解析はあくまでも人力の平均値0の応答に関するものであるが,実

燦には人力としての動荷重は今の場合平均値を含んでいるのでその補正が必

要となる｡

動荷重の平均債分 (前節と同様にF?,F号とする)のe部材における応答部

材カK,FR分への寄与517" e.は影響係数β(F?-1を作用させた時の部材端

力値)を用いて次の様に表わされる｡
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･,,e.- βLelF?十 β,e.Fで (3.90)

ここでB･e,Ia,e.は各々荷重F?･F胃を作用させた時のe部桝 こおける部材端

力成分1の値である｡同様に〟2成分への寄与7日e2は

Tlje2-β･e2F?十β,e2F3 (3.91)

となる｡故に人力の平均値を考慮した場合の安全側の限界状態方程式として

は (3.89)～(3.91)式より以下の形が定義できる｡

FKll 1K2l
_ ■pー'■ + _ ■'ーLI
(ALlT L･eL) (A2 - TIJ-e2)

- E-0 (3.92)

限界状態が (3.92)式で記述される場合の半径γは

7= El(Al-β.e.FT-β,e.F3)(左21B.C,F?-a,e2Fq)I
(Al一β.C.FT-β,e.Fで)2+(元2-a.e2F7-β,e2F3)2

(3.93)

と求まるので,仮にS‥SJ,F?,Fつが確定値であれば (3.93)式を (3.88)

式に代入することによりyi｡eを実際に計算することができる.しかし明らか

にそれらの値は確率変数であるのでそれを考慮した値を求める必要がある｡

これは各確率パラメータの確率密度関数を用いて次の様に表現される｡

レI･,e-/:/:/:/../02た (2m)3'21detCHH i l l l ' 2
1

× exp卜下 川 丁粘 り }10日 fs.(S･)fs.(SJ)fFT(FP )fp?(F?)

×dS.dSJdF7dF?dO (3.94)

(i)リ:jeの具体的計算

(3.94)式を実際に計算するにはSl,S,,F?,F3に関する確率密度関数を定

義せねばならない｡関数の形は任意で良いが,ここでは代表例として一様分

布を取り上げ定式化を行う｡
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si.S,,F9.時 こ関する一様分布としての確率密度関数は次の様に表わさ

れる｡

fs.(S.)-

fsi(S,)

fF?(F?)

fFq(F3)

(

1- (0< S. <E.)
51

0 (S,≧ Ei)

普

普

普

(0< SJ< E,)

(S, ≧ E,)

(o <F?< 6.)

(F?≧ 6.)

(o<F3<6,)

(F3 ≧ 6J)

(3.95)

(3.96)

(3.97)

(3.98)

故に (3.95)～(3･98)式を (3･94)式に代入することによりリ,',Cの最終的な

形を得ることができる｡

VlJe=
(2T)3′2E.I,6.6Jr/:'J:6m2㌦d｡.C禦.1/2
･exp卜十㌦ cT晶 tqt]dSldSjdFTdF?dO (3199)

(3.99)式は5重棟分であるが,これはモンテカルロ法を利用することによ

り容易に求められる｡

(i)リ三eの具体的計算(荷重F.のみが作用している時の要素eに対する単位時間

当りの超過回教期待値)

U;CはV∴Cの定式化の中で荷重F,に関する部分がないだけであるから (J)

及び (ii)からの類推によりV.'eが次の様に導出される｡
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VIe=
(2疋)3/2E.6.LrL了 1/.2x

7如(o)

IdetC‡HHtlI/2

･exp卜 十 .qtTcT晶 ･ot]dS,d軸

El(A1-βie.FT)(有2-β.e2F?)l
(AJ-a.elF?)2+(A2-8.C2F?)2

(3.100)

(2.101)

でありまた (3.100)式中の共分散マ トリックスの要素は (3.85)式及び

( (3.87)式においてS.に関する項のみが対象となる｡

′~＼

′~ヽ

(3) 平均値を含む動的荷重と含まない動的荷重の同時発生を考慮する場合

(I)yi,eの具体的計算

荷重F‥ FJのうち.F.の方が平均値を含んでいるものとする｡すなわち

:),: y FE ) (31102,

と考え前節及び前項を考慮することによりV;Jeが容易に串出される｡

i/lJe=
(2T)3/2日 ,6.鳥1 6/.2㌦ et｡:言霊 ･,2
･exp[一十㌦ cT晶 ･oHdS･dS,dFPdO

なお (3.103)式におけるγの形は (3.101)式と同じである｡
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(i)レieの具体的計算

前項の類推により求めることができる｡すなわち平均値を含む荷重F.に関

するリ.'eは (3･100)式と同一であり,一方平均値を含まない荷重Fjに関する

レ;Cの形は以下の様になる｡

ソ…e-読 Jrr,detC慧1/2
･expl-÷ 扉 cTと.両 川 dS,dO (3.104)

ここで,

EEAIA2Z
Jポ 十百g

(3.105)

でありまた (3.104)式中の共分散マ トリックスの要素は (3.85)式及び

(3.87)式においてSjに関する項のみが対象となる｡

(4) 平均値を含まない動的荷重2値の同時発生を考慮する場合

(l)ソt,Cの具体的計算

前節及び前項を考慮することによりV.',eを求めると次の様になる｡

リIJe=
(2k)3/2E.Ef /:芋 ,d｡tC慧 ,,2

･expl-十㌦ 粘 り小 目 dS･dS,d8

ここでγは (3.105)式と同一の形である｡
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(i)レ;Cの具体的計算

この場合には前項から明らかな様にレ.'eの形は (3.104)式に完全に一致し

ている｡

以上により破壊確率を算出する上で必要となる全ての量が求まったことになる｡
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3.4 動的荷重の相関を考慮した場合の取り扱い

本節では構造信頼性評佃での荷重組合せ問題において,特に荷重間の相関を考

慮した場合に対する取り扱い法の概要を述べるとともに,具体例として既に実施

された原子力発電所格納容器の動的信頼性問超を取り上げこれの荷重発生に関す

る相関を考慮した時の影響度合を定量的に検討する.

(1) 荷重組合せ間道における相関の影響

前節までの荷重組合せ問題においては荷重間の相関が無い場合のみを対蒙と

したが,実際の荷重間にはその発生時期や荷重レベルに相関性が認められる場

合がある｡例えば,群発地震やある嵐により発生する多くの竜巻等がその例で

ある｡この様なケースの場合にも基本的な取り扱い方法が既に報告されてお

り【9㌧ 以下にその概要を簡単に述べる｡ただし以下の説明では2荷重の場合

に限定して述べるが基本的には3荷重以上の場合も同様の取り扱いとなる.

(【)同一荷重内での相関

① 荷重レベルと継続時間に相関がある場合

非常にレヘルの高い風の時には継続時間も長くなる傾向にあるが,この

様なモデルを取り扱う場合に適している｡

このケースの場合には他荷重間との相関は無いので荷重レベル/継続時

間での相関の影響は2荷重の同時発生効果のみに波及するo例えばLC法

の場合 (3.10)式右辺の第2項以降が影響を受ける.具体的な定式化が正

規分布について行われているが 【9】 一般にこの影響は小さいと言われて

いる｡
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② 荷重レベル間に相関がある場合

プラントの安全弁からの放出による過渡的な圧力のレベルが,それ以前

の過渡的圧力変動レベルと相関がある場合が本ケースに属する｡

荷重レベルを次の形でモデル化することにより相関の影響を定量的に評

価することが可能となる｡

yk..-OYk+ノ｢手 zk (3.107)

(3.107)式でαは相関を示すパラメータ.Zkは正規分布する独立変数であ

る｡このケースも①同様に相関性が非常に強い場合を除いて全体の破壊確

率への影響は小さい｡

③ 荷重発生自身に相関がある場合

本震と余震,ある嵐により発生する多くの竜巻等が本ケースである｡

解析モデルとしてクラスター化の概念を帝人することにより近似的に定

量的評価が可能である｡ここでの相関の影響は2荷重同時発生率へ与える

効果が最も大きい｡

‖)2荷重間での相関

① 各荷重の荷重レベル間に相関がある場合

2荷重間の荷重レベルにおける相関は通常の相互相関関数 Ryl.Y2(I)

の概念と同じものである｡ただし Tに相当する各荷重発生時刻間の時間

差が確率変数となっているので,この点を考慮すれば破壊確率が導出され

る｡

② 各荷重の発生自身に相関がある場合

化学 ･発電プラントにおいて大地震時,配管破損による圧力上昇が発

生する場合が本ケースに属する｡2荷重とも図3.2のCタイプの過渡荷重
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であれば理論的検討がなされているtJgJ｡すなわち図3.8において両荷重

発生の核となる parentpo川tPrOCeSSを仮定 し,両荷重の発生はこれか

らの従属事象とすることにより間接的に2荷重の発生に相関性を持たせる

ものである｡この時の各荷重における発生率 11は次の様に表現できる｡

A.-β.十βPl (3.108)

(3.108)式において Bは parentpointprocessの発生率,P.は parent

pointprocessが発生した時これに従属して荷重Y,が発生する確率,a.

は独立なノイズ過程の発生率である｡

虻

L

oT-----....｣｣

.‥｣Y

皿

十
㍗
皿日,

｣'.L■ltcJusler■叩

二_
./l
imL

｣ _∫L
T2

b P▲r即t(9亡TLerJLln9IpolnlPrOくfH

▲ Ctl▲Itdpoll,t PnXtl一
x Nol～亡Prt)⊂e～I

T tA4rldonIdehy th t

11 lnL.nslty.tyeno" urTl∝e
dldur-tl帥 91ytn吹 (U'Tt∝●

図3.8 各荷重の発生に相関がある時のモデルI19】

本ケースでの発生に関する相関性は2荷重同時発生率の評価に影響を与え

ることになる｡LC法で考えれば独立事象の場合には (3.10)式におけるP12

は近似的に,

PL2 窒 スlA2 (叫 十仙 2)

で表わされるが相関性を考慮すると
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P12 ≧どg2(〃d.)ll十g)(〃d2)ユ2 (3.110)

の様な形となる｡ここでス‥ tJd.(i-l,2)は荷重iの平均発生率,平均継続

時間を示している｡またg.(pdJ) は〝d,の関数であることを示しているがこ

れの具体的表現が各荷重の parenlpointprocessからの遅れ時間 (図3.8

におけるTl,T2)に関するいくつかの分布形について附 こ求められているIL91

これを付録3.2に示しておく｡

以上,動的荷重の相関を考慮した場合の取り扱い法について概説したが,

これらから明らかな様にいくつかの相関性の取り扱いについては,荷重組合

せ法としてLC法を採用した場合大幅な理論修正をすることなしに平均発生

率のみを修正するだけで相関の考慮による効果を評価できるというメリット

を有していることが分かる｡この点が本研究ではLC法を採用した理由の一

つである｡

(2) 相関を考慮した場合における具休的検討例1201

具体例として米国で既に実施された図3.9の原子力発電所格納容器に対する

動的信頼性解析結果(2.】を取り上げ,これの相関を考慮した場合の影響度合を

検討する｡

文献 [2日 で対象とした荷重は地震と重大事故による内圧上昇であるが両荷

重間には相関性は無いものとして解析されている｡しかし実株には地震により

重大事故が発生.内圧上昇に至る可能性もあるので地震と内圧の発生時期につ

いては部分的に相関があると考えることができる｡ただしこの発生について非

常に重要な事実がある｡すなわち地震は重大事故を誘発するが逆はありえない

ということである｡この様な一方通行の相関を取り扱うのに parentI)Oint

processの概念は非常に有用である｡すなわち地震そのものを parentpoint
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processに対応させれば上記現象の解析が可能となる｡ この時 (3.110)式の

右辺は第-項のみとなる｡

2荷重間の発生自身に対する相関は信頼性解析全体の中で直接的には2荷重

同時発生率P)2の評佃にのみ影響を与えるのでここではP12についてのみ評佃対

象とする｡計算に使用した藷定数は11-1.5×10~2/year,12-1.0×10-5/year,

pd.-10sec,〃d2-600secであり以下の4ケースについて数値計算を実施し

た｡

CASE1:β2-0 , a2-10min

CASE2;62-0 , a2-10hour

CASE3;62-人2/2 , a2-10min

CASE4:82-12/2 , a2-10hour

(a2は荷重2の遅れ時間の平均値)

計算結果を表3.1に示す｡相関性を考慮 した方が同時発生率は全体的に上昇

するが.特に CASE1,3で顕著である｡これは CASE1,3では遅れ時間が

CASE2,4に比較 して平均的に少ないため同時発生する可能性がそれだけ増大

したためである｡

本項で取り扱った方法論は,たとえば原子力発電所の様な重要構造物の地震

時安全性評価において.共通要因故障解析(221や建屋損傷を考慮した棲器系の

損傷モー ド評価r231等重要研究課題への入力となる破損確率データを供与しう

る可能性を秘めており,今後発展が期待される研究分野の一つと思われる｡
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図3.9 信頼性解析で対象とした格納容器モデルt21】

表3.1 同時発生回数期待値Al2(I)

遅れ時間の分布形 CASEl cASE2 l cASE3 CASE4

指 数 分 布 6.6×10~6 1.1×10ー7 3.6×10-6 5.6×10-8

アーラン分布 2.2×10ー7 1.9×10ーgl 1.1×10~7l 9.4×10~10E

正 規 分 布 9.6×10~8 1.8×10-9l 4ー8×10ー8.9.0×10~lOl l l

- # 分 # 3.6×10~6 5.6×10~8l 1ー8×10~62.8×lO~8l

(‡) ス12-TP-2 T-40年 (耐用期間)
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本節では,第3.2.3.3節で開発した解析手法を具体的な構造物に適用すること

により動的信頼性解析の有用性を示すとともに.シミュレーション計算結果との

比較による解析手法の安当性の確認について述べる｡

なお,本研究は動的信頼性解析法の開発を主体としたものであり,外力のモデ

ル化を詳細に検討するものではない｡したがって,以下の試計算に用いた外力に

関する統計パラメータは必ずしも現実の状態を正しく表わ したものとはなってお

らず,本件については別途他の研究による詳細な評価が必要と思われる｡

(1) 解析手法の妥当性の検討

本章では変位制限型と強度制限型の2種類の動的信頼性解析法について理論

展開を行ったが,初通過破壊現象に対する基本的なアプローチの方法は両者で

同一である｡ただし強度制限型では応力ベースで理論展開を行わねばならない

分,変位制限型より取り扱いが複雑になっている｡このため解析手法の妥当性

の検討は式展開がより煩雑になっている強度制限型について行う｡

妥当性検討用のモデルとしては図3.10の様な簡易モデルを用いた｡すなわち

図3.10で先端に集中質量を有する片持梁がその先端部に平均値を含む動的荷重

と含まない動的荷重を受ける場合,根元部 (要素①)の応力が次の様な2次元

強度制限式 (破壊規準)

し生旦｣ +.1旦旦旦｣ ≡ 1

Osy ObY

を単位時間当りに超過する回数の期待値レiJeを,集中質量n,CSTおよびobYを

パラメータとして求めた｡



E-206×10～MPa ｢p=785XIOJ'kg/cm'FIF2｢言F82-i
m

｣ 軍-.00cm__｣

FFETT
2cm

rje 1-0.cm
梁断面

√■､

(

図3.10 2入力を受ける簡易梁モデル

なお (3.111)式におけるose. obeは各々根元部の応答弊断応力,曲げ応力で

あり,osy,qbYは弊断,曲げに対する許容応力値を示している｡更にF?,Si及

びSJの分布として一様分布を仮定する場合には (3.103)式がそのまま利用で

きる｡(3_103)式における棟分定数,すなわち一様分布の上限値としての6L,

El,と2の値としてここでは dl-0.049(N),E1-62-0.48(N2･sec)を用いた

arl̂
auJrト
llUコ
⊆
8uLssoJOdn
-o

ate∝UeaM
■〉100 110 120 130 140 150

ValueofMassm (kg)

r＼ 図3.11 簡易梁モデルにおける単位時間当りの超過回数期待値
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場合について数値計算を行ったものが図3.11である｡同図には別途実施した

1000回の試行によるモンテカルロシミュレーション結果も載せているが両者は

かなり良い一致を示しており,これにより解析手法の安当性は確認できたもの

と考える｡

GZ)具体的な構造物への適用 (試計算)

(i)変位制限型動的信頼性解析の例

① 地震と突風を受ける風力発電用風車

高地震地帯かつ台風多発地帯に設置されることを想定 した鵜合の風力発

電用風車の動的信頼性解析を行った｡図3.12に示す対象モデルにおいて,

突風の力は等価的にナセル受台に作用するものと仮定し,鉄塔最上部面の

節点に集中的に作用させた｡使用した荷重条件は下記の通りであり,また

平均発生率 平均継続時間

地震 1回/2年 15sec

二 二 二

耐用期間T-20年

(台風)E1-9.60×106(N2lSeC), 61-1.96×104(N)

(地震)E2-loo°(cm2/sec3)

限界状態 (破壊規準)としては,全節点の応答変位のうち,いずれか 1ヶ

所でも開催 (xpax-120cnI)を超えれば破壊状感に遷したものとする想定

を行った｡

計算結果として,台風の年間平均発生率と破壊確率の関係を図3.13に示

す｡
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② 突風と海流を受ける海洋構造物

台風多発地帯に設置される海洋構造物が,異常環境気象下で突発的かつ

過大な海流による外力を受ける場合の動的信頼性解析を行った｡対象とし

たモデルは図3.14で示されるジャケットタイプの海洋構造物124】であり,

デッキに作用する突風の力は近似的にデッキ上の集中節点 1及び2のみに

作用するものと仮定した｡一方,海流による外力は海面下のすべての節点

に作用するが,ここでは節点 (5,7,9,ll,13,15,17,19,21,23,

25,27,29,31,33,35)のみに作用するものと考えた｡更に外力の大き

さは深さ方向に低減するが,今の場合,この割合は国中で示される様な確

定量と仮定 した.採用した荷重条件は下記の通りである｡

平均発生率 平均脚 寺間

台風 1回/10年 3H

…監 理 =

耐用期間T-20年

(台風)E1-9.60×108(N2･sec), 6[-1.96×106(N)

(海流)E2-9.60×107(N2･sec) 62-1.96×106(～)

限界状腰としては,全節点の応答変位のうち,いずれか 1ヶ所でも間借

(xmax-50cm)を超えた時を破壊状態として定義した｡

図3.15に部材断面定数と破壊確率の関係を計算結果として示す｡

(i)強度制限型動的信頼性解析の例

① 地震と事故荷重を受けるラックシステム

化学プラントや自動倉庫等で器具の収納 ･移動用に用いられるラックシ

ステムが,事故 (たとえば横器内圧力上昇,内容物噴出)により発生する
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動的荷重と地震を受けることを想定 した場合の動的信頼性解析を行った｡

ラックシステムは図3.16の様に立体骨組構造でモデル化 し,事故荷重は節

点5に作用するものと仮定した｡荷重条件は下記に示す通りである｡

平均発生率 平均継続時間

事蛸圭 1回/20年 10H

封 -::II ::I._-I

′､

√~＼
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(事相室)E1-9.60(N2･sec). ∂l-9.81×103(N)

(地震)E2-1.0(cm2/sec3)

限界状腰としては,ラック構造を構成する全フレームのうち,いずれか

1要素でも軸力と曲げモーメントに関する以下の近似的な強度制限式を超

えた時を破壊状態に逢したものと定毛 した｡

L旦J
Ocy

十 ｣生 し = 1

αbY

ここで,

α｡. αb ; 軸力及び曲げモーメン トに対する応答応力

GCT ; 許容圧縮 (引張)応力-283(MPa)

obY ; 許容曲げ応力-324(HPa)

計算結果として,耐用期間と破壊確率の関係を図3.17に示す｡
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図3.12 信頼性解析用鉄塔モデル
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図3.13 破壊確率に及ぼす動荷重平均発生率の影響
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図3.14 信頼性解析用海洋構造物モデル
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図3.15 部材断面定数と破壊確率の関係
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′- (3) 試計算結果に対する考案
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(i)動的信頼性解析においては構造物に作用する外力の統計的性質を考慮に入

れた信頼性評価が可能である｡図3.13では台風の平均発生率をパラメータと

した時の構造物の信頼性に対する定量的な指標 (すなわち破壊確率)を示し

たものであるが,これより台風多発地帯に当該構造物を設置する場合にはか

なりのリスク増加を覚悟しなければならないということになる｡

(i)設計者にとっては構造物の断面形状の選定及びそれに伴う設計裕度の評価

がもっとも重要かつ興味ある項目の一つであろう｡図3.15の例は部材断面定

数と破壊確率の関係を図示したものであるか,このケースの場合,断面定数

を5000cm3以上にとれば土木構造物に対して通常考えられている信頼性レベ

ル (10~3-10~5)の範囲にあり,十分な設計裕度を有しているものと考えら

れることを示している｡

ところで図3.15では破壊確率が低い領域で荷重組合せ効果の影響が顕著に

なっている｡これは荷重組合せ開祖での一般的な傾向であり,(7.14)式あ

るいは図7.6,7.9両図の比較等により明らかである｡

(i)耐用期間中に複数の動荷重の作用を受ける可能性がある場合に間韻となる

のは,荷重の同時発生の効果を考慮する必要があるか否かであるが,本研究

の理論によればこの効果の定量的評価が可能となる｡すなわち.図3.15のケ

ースでは,通常設計でめざす信頼性レベル (10~3-10~5)以上で同時発生効

果を考慮した時としない時でかなりの差が発生 (しかも考慮しない場合は理

論的に必ず非安全側の評価となる)するため,より信頼度の高い構造物を設

計しようとする場合には同時発生の効果は無視しえないことになる｡

一方図3.17のケースでは.逆に同時発生効果は小さく,この効果を考慮し

なくとも精度の良い信頼性解析結果かえられることになる｡

以上の様に荷重組合せにおける荷重の同時発生効果の影響を設計で取り入

れなければならないか否かの決定に際し,本理論によれば定量的な判断資料

を与えることが可能となる｡
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(N)動的信頼性解析によれば,耐用期間の増加とともに信頼度が減少 (破壊確

率が増加)する傾向を定量的に把糎することができる｡図3.17における耐用

期間と破壊確率の関係によれば耐用期間を20年以上とすれば破壊 リスクが相

当に大きくなることを示しており,当該構造物の場合には耐用期間を10年程

度に設定するかあるいは10年後には構造変更 ･補強の対策を講 じる必要が有

る等のメインテナンスに関する情報を得ることができる｡
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3.6 まとめ

本章では荷重組合せを考慮した動的信頼性解析を行う上で基礎となる荷重組合

せ問題の物理的解釈,及び現状手法の整理を行うとともに,複数種の動的荷重を

受ける多自由度線形構造物の初通過破壊問題を評価するための解析手法について

検討した｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめておく｡

(l) 荷重組合せ間道に対する現状手法の特徴を整理し,検討することにより.本

研究で取り扱う動的信頼性解析の中に組み入れる手法としては loadcoinci-

dence法 (LC法)かもっとも適していることを明らかにした｡

CZ)多自由度系を対象とした初通過破壊問題では,導出が容易な各節点あるいは

各要素単位での (条件無)単位時間当りの超過回数期待値を,いかにしてシス

テム全体の等価的な超過回数期待値へ組み込むかが解析実現上での重要なポイ

ントとなる｡このため本章ではそれを可能とするための新たな近似関係式を提

案した｡

(3)LC法を利用することにより,従来解析困難であった有限要素法をぺ-スと

した実機レベルでの,複数の動荷重の同時発生効果を考慮した動的信頼性評価

が可能となった｡

本研究では有限要素として梁要素のみに対する定式化を行ったが,同様の手

法を他の有限要素へも拡張することにより,より多くの棟械 ･構造物への適用

が可能と考えられる｡

なお,本研究で可能となった解析対象は以下の3(合計6)ケースである｡

(L)2個の平均値有動荷重 (例 ;風十海流)の同時発生を考慮した変位制限型

信頼性解析0及び強度制限型信頼性解析0

(i)平均値有/無動荷重 (例 ;風十地震)の同時発生を考慮した変位制限型信

頼性解析及び強度制限型信頼性解析
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(i)2個の平均値無動荷重 (例 ;地震十波浪)の同時発生を考慮 した変位制限

型信頼性解析及び強度制限型信頼性解析

0 : 応答変位がある間借に遵するとそのシステムは限界状感に到
達 したと考える場合の信頼性解析

¢;部材の応答応力がある降伏条件式に連するとそのシステムは
限界状態に到達したと考える場合の信頼性解析

(4) 解析対蒙の中で,標準的な荷重組合せである平均値有/無動荷重のケース

で,かつ理論展開がより煩雑となっている強度制限タイプについて,理論値と

シミュレーションによる数値実敦結果を比較することにより解析手法の巽当性

を確認 した｡

(5) 荷重組合せ問題における動荷重の相関性考慮に対する現状手法の整理を行う

とともに,本章で開発した動的信頼性解析法へも取り込めることを明らかにす

るために,格納容器信頼性解析の例を取り上げこれの定量的評価を行うことに

より,本研究での動的信頼性評価手法か動荷重の相関問題にも対応しうる手法

であることを示した｡

(6) 実機レベルの骨組構造物を対象とした試計算を行い,解析結果の利用法に対

する示唆を与えることにより,動的信頼性解析の有用性を示した｡



/~ヽ

Eiii!

参 考 文 献 〈第 3 章 〉

日〕 Hasofer, A.M., Time DependentMaximumof FloorLiveLoads,J.Am.Soc. CIVil

Eng‥ Vol.100,No.EM5.(1974),1086.

[2】 8osshard, h1., 0n Stochast ic L oad Combination,John Blume Earthquake

Engineering Center.No.16, Stanford Univ.,(1975).

[3] Gaver, D.P. and Jacobs, P.A., On Combinat ions of Random Loads , SIAMJ. of

AppliedMathematics,Vol.40,No.3,(1981),454.

[4] Turkst ra, C.J., Probabilistic Design Formats. In Theory of Structural

t)esign Decisions, Stud iesSerie s No.2,S o l id Hech.Div., Un iv.ofWaterloo,

(1970).

[5] America n NationalStan da rds lns titute,Amer icanNationalS tandar d Minim u m

DesignLoadsfor Bui ldings and Other Structures, ANSl, A58.卜 1982,
NationalBureauofStandards,(1982),

[6] Borges , J.ド.and Castanheta. M., StructuralSafety, 2 nd edition, Laborat,0-
rioNacionaldeEngenhariaCivil,(1971).

r7] l̂ren, Y .K‥ H ethods For ReliabHity ofStructures unde r MultipleTimeVary-

ingLoads,Nucl.EIlg.Des.,No.60,(1980),6L

lB] Kiuregh ian. A.D‥ Seco nd-Moment Comblnation orStochastic Loads , J.Am.Soc.

CivllEng.,Vol.104,No.STIO,(1978),1551.

[9] FJen.Y.ド.,StochasticDependenciesinLoadCombinat10n,Proc.3rdICOSSAR,

(1981),89.

‖O∃Shinozuka,H.andYa°,J,T.P.,OntheTWOISidedTime-DependentBarrier

Problem.JournalofSoundandVibration.Vol.6.JVo.1,(1967),98.

日日 Leadbetter,M.R‥ ExtremeValueTheoryandStochastjcProcesses,Inter-

nationalConferenceonStructuralSafetyandReliabillty.PergamonPress,

(1972).

〔12]Larrabee.R.D.andCornell.C.A‥UpcrossingRateSolutionforLoadCom-

blnations,J.Am.Soc.CIVilEng.,Vol.105,JVo.STl,(1979),125.

[13】Hen,Y.K..SlatlStlCalCoTnbinationofExtremeLoads.J.Arm.Soc.CivilEng.,

Vol.103,No.ST5,(1977).1079.

-154-



′へ

liz

｢ヽ

′ーヽ

[14] Larrabee, R.D.and Cornell, C.A‥ Combinat ion of Various Load Proc esses,

J.Arm.Soc. CivilEng.,Vol.107, No .STl,(1981). 223.

日51 持尾陸士,荷重組合せを考慮した重要構造物の動的信頼性評価法の開発 (第1報,

変位制限タイプに対する定式化),日本機械学会論文集,Vol.56,No.527,

(1990),1719.

【16] Belyaev , Y.冗. an d Nosko, V.P., CharacterlStics of Excursions Above a Hlgh

Levelfora Gaussian Process and Its Envelope,Theoryof ProbabHityAp-

plications,γol.14,(1969),296.

[17】 Lin, Y.K., Probabllist ic Theory ofStructural Dynam ics,(1967), McG raw -

Hill.

【18]持尾陸士,荷重組合せを考慮した重要構造物の動的信頼性評価法の開発 (第2報,

強度制限タイプに対する定式化).El本棟械学会論文集,Vol.56,No.527,

(1990),1725.

[19】 Men, Y.K., Clustering Model forCorrelated Load Processes,J .Am .Soc. Civil

Eng.,Vol.107,No.ST5,(1981),965.

[201 持尾隆士,篠塚正量,構造信頼性評価における荷重組合せ間乱 第2回確率論的安

全評価に関する国内シンポジウム論文集,エネルギー総合工学研究所,(1987),

187.

[2日 Hwang, H. et al., Rel iability Asses sment of Reinforc ed Concret e Contairr

mentStructures,NUREG/CR-3227,(1983).

[22] Bohn, M.P., Analysis of Depe n den t Failures and External Events, S A ND85-

2434A,SandiaNationalLaboratories,(1985),245.

[23]柴田碧,建屋内の機器 ･配管系のせ屋損傷を考慮した地震損傷のシナリオの構成

法.第1回構造物の安全性および信頼性に関する国内シンポジウム論文集,日本材

料学会,(1987),311.

[24]Karadeniz,H.,Hanen,S.andVrouuenvelder.A‥ ProbabilisticReliabHity

An81ysisfortheFatigueLimitStateofGravityandJacke卜TypeStruc-

tures,Behav.Off-ShoreStruct.,Vol.2,(1983),147.

-155-



′~ヽ

｢ヽ

第 4= 章

才F線 形 構 造 系 8こ お 8ナ る 荷 重 組 合 せ を

考 慮 し ナこ 初 通 過 破 壊 評 価 法 の 開 発

4.1 -自由度系に対する基本的定式化

4.2 多自由度系に対する定式化

4.3 数値計算例

4.4 まとめ

履歴復元力特性で代表される弾塑性構造物を対象とした,荷重組合せ

効果を考慮 しうる動的信頼性評価手法について述べる｡
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4.1 -自由度系に対する基本的定式化

本節では前章で述べた荷重組合せ間道を履歴特性で代表される非線形構造物の

初通過破壊間道へ応用するための手法について述べる｡なお本節では基本的定式

化として-自由度系を対象とする｡

(1) -自由度非線形履歴系モデル

本節では具体例として図4.1の様な-自由度履歴系モデルを取り上げ,これ

に強制変位入力による荷重と一般外力の2梅原の動的荷重が作用する荷重組合

せ間道を解析する｡なお図4.1においては,x及び xgは各々絶対変位,他動

変位を示し,また m,Cは質量及び減衰係数を表わす｡更に F(t)は作用する

外力を,Qは非線形復元力を示す｡

図4.1に対する一般的な運動方程式は

nx,十C丈r十q(x,.I)ニーnxg+F(t) (4.1)

である｡(4.1)式で必要となる履歴モデルには現在まで種々のものが提案され

ているが.動的信頼性の理論解析にとって有効なモデルは以外と少ない｡その

中で Wenのモデル ll)は比較的応用性の高いものであり数式表現で与えられて

いるため理論解析の中にも取り込み易い｡このため本節では次式で示される

hlenのモデルを利用する｡



0(x,,t)- αkxr十(1-a)kZ

z-Axr-BIx,=ZFn-lz-Tx,IZrn
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(4.2)式における a は非線形性の度合を示すものであり q-1ならは系は線

形でありこの時 kは通常のばね定数を示している｡(4.3)式における A,β.

7,n は非線形特性を表わすパラメータでありこれらの値を変化させることに

より種々の非線形性を表現することが可能である｡その一例を図4.2に示す｡

なお当該モデルは汎用性の高い教学モデルであるだけに,パラメータ同定に関

しても最小自乗法【2】や拡張カルマンフィルタアルゴリズム日日等を利用した種

々の研究がなされており.実用面への応用についても十分対応可能なモデルで

ある｡

(4.1)～(4.3)式が本節で対象とする履歴系を記述する運動方程式である｡

CZ) 2荷重同時作用時の超過回数期待値

([)Fokker-Planck法による応答共分散値の推定【4】,r5】

本節では非線形不規則振動に対する解法として Fokker-Planck法を採用

した場合について以下に定式化を行う｡

はじめに (4.1)～(4.3)式を xr-XL,立r-x2,Z-X3として状態変数表
示すると,

‡1- ‡2

i2- -⊥ ‡21A x.-一旦 コ趣.x,一丈g十旦 ⊥I n rl I ll

x3-AX2-BIX2FIX3Fn~1x3-7x2lX31n

となるので (4.4)式において xg及び F(t)を確率過程と考えれば (4.4)式

は (Xl.x2,X3)を状態確率変数とする確率微分方程式となる｡

(4.4)式における 丈.及び F(t)は互いに独立な非定常確率過程とし.吹

の様に仮定する｡
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xg-eg(t)ng(t)

Eiil
m -ef(t)nf(t)

ここで eg(t)及び ef(I)は時間とともにゆっくり変化する形状関数であり

ng(t)及び nf(t)は次の特性を有する正規性ホワイ トノイズとする｡

E[nl(I)]- O

E【nl(t)nl(t十T)]-2花Sol6(T)

(I-A,i)

E【] ; アンサンブル平均

Sol nJ(t)のパワースペクトル強度

6(T) : デルタ関数

(4･4)式において動荷重は xg と F(t)の二つであるが互いに独立したホ

ワイトノイズより構成されているので.この時状態確率変数 X-(X..x2.

x3)Tはマルコフベクトル成分と考えられその推移確率密度 qixl(XT,t:

Ⅹい o)は (2.173)式で示される Fokker Planck方程式を満足する.

(2･173)式における一次及び二次の微分モーメントて‥ 文‥ は(4.4)～(4.7)

式を利用して導出されるのでこの結果を (2,173)式に代人し,更に初期条

件が擢率 1でわかっているとした場合,確率密度関数 p-x}(XT,i)が満た

すべき方程式が次の様に求められる｡

∂P

甘 --x2昔 一一Ax2豊 - (-i ,p∩

十‡(-A ,x･･(÷ ,x2止 し二吐-x3卜肯m ln

･= 2･立 川 3,n-Ix3P汁7x2昔 日 -

H is｡gei(I)+S｡t｡f(I)を血
涙
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(4.8)式におけるnの値としては種々のものが考えられるがWenによればr61

∩-1が一般の弾塑性挙動を良く表わしている様であり,また理論的な解釈

もつけ易いため本節では以下 n-1のケースに限定して定式化を進める｡更

に(4.8)式に現われている絶対値の項は次の様に二次曲線近似を行う｡

lX21駕 a詔 . lX3l完 a2X等

′~＼

｢ヽ

√~ヽ

(4.9)

ただし al,a2は近似化による統計的な二乗平均誤差か最小になる様に決定

する｡すなわち

÷ E【(Fx2卜 a.X:,2】- o

忘 E[(.X3･-a2XS)2]-0

を満たす様に al,a2を求めれば

a. - 豊 苦 , a2 - 莞 漂
(4.12)

となる｡更に (4.12)式は x2,X3が各々近似的に平均値 0の正規分布に

従っているものと仮定すれば

4最2
EM 2･頼-/:･x2HEp(I- -育

ElXi]-f:xip(x2)dX2-3最 2

であることから

a.-(読 ,宣 .

1
(4.15)

が導かれる｡ここで p(x2)及び ox2はそれぞれ x2に関する正規確率密度

関数及び標準偏差を示している｡同様にして a2も以下の如くに蒔かれる｡
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EiF

a2-(丁 旨 ,一言 r
l

(4.16)

n-1であることを考慮して (4.9)(4.15)及び (4.16)式を (4.8)式に

代人することにより確率密度関数 PtX-が満たすべき絶対値項を含まない方

程式が次の形で得られる｡

aP
lr--Ⅹ茂 一一 x̂2惹 十(工 ,Pfn

十手(A ,xL･(⊥ )x2+旦 一二竺⊥x3卜計帆 ∩ ∩

十(請 ,莞 上 w +(三 旨 ,㌢ 上 仙は3 iX3

川 Sogei(t,･SofeHt,昔 (4･17,

(4.17)式を利用すれば Xl.x2,X3に関するモーメント方程式群を容易

に導出することができる｡すなわち,今2次モーメン トを求めようとすれば

XL,x2,X3に関する2次のすべての組合せを選び出しこれを (4.17)式の

両辺に乗じた後,積分を行う｡右辺の積分に際しては部分債分操作を繰返す

必要があるI7】｡

上述の方法により縛られた2次モーメン トに関する方程式群を以下に示

す｡

÷ E怖 -2E〔X.x2】

÷ E刷 ニ ー4guoElXS]12au岩ElXJ2]12(lla)u3

×E【x2X,]十2花iSogei(t)十S｡,eg(t)辛

⊥ E刷 -2AElx2X3卜 (諾 ,÷ E傭 打3t

-(プ 旨 '七 一E[X紬

(4.18)
J

A

I

F

~
一

i

~
~
~
~
.I

~
"
~

1



〆｢＼

/-ヽ

′ヽ .

÷ E〔X-x2)-E曲 -諦 曲 -2EU.E〔M ,〕-(1-a)uSElX,X,〕
(4.21)

÷ E〔x2X3〕-AE曲 -(1-a)uSE〔頼 -ouSE〔日 ｡卜 2Eu.E〔x2X｡〕

-(嵩 ,㌃ E〔ぬ -(音 ,読 手 E〔舶

J ..… 3L,､ 一 47 ､ 1

(4.22)

⊥ E【= 3)- AE〔XIx2〕･E(x2X3卜 (港 ,宣 -E〔XIXgX3,

1

∂t

-(藷 ,÷ E〔X･納 (4･23,

ただし上式において (k/M)-uB,(C/n)-2Euoと置換している｡

(4.18)～(4.23)式を解くに際しては式中に高次モーメントを含んでいる

ため閉じた方程式群とはなっておらずこのままでは解が縛られない.そこで

文献 r7Jと同様キュムラント打ち切り手法を用いて高次モーメントを次の様

な2次モーメン トのみで近似すれば.

E(由 …)- E〔XhE〔XS〕十2iE〔x2X,〕‡2

E〔x2X3)-3E〔x2X3〕E【XS]

E〔XaX3〕- 3E〔x2X3〕E〔Xh

E【X需 x,〕-2E〔X.x2〕E【x2X,〕十E〔XIX,〕E〔頼

E(X.x2沼〕- E〔X.x2】E瑠 〕十2E〔X.X,〕E〔x2X,〕

(4.18)～(4.23)式は閉じた方程式群となるのでこれは初期条件を設定すれ

ば数値計算を行うことにより非定常応答モーメント鼻を容易に求めることが

できる｡ただしこれは入力としての動荷重の振幅レベルを規定するパラメー

タ,すなわち S｡書,S｡f更に eg(I),eF(I)を表現する関数形のパラメー

タがすべて確定値である時の状況であり,現実には明らかにこれらのパラ

メータは不確定塵であるため確率変数とした取り扱いが必要となる｡ただし

本節では次の理由により,確率変数としては Sog,S｡Fのみを取り上げe.(i),
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ef(t)については,e-(t)-ef(t)-1なる′くラメータを含まない一定値とし

ての取り扱いに限定する｡

① (3.10)式を動的信頼性解析の荷重組合せ問題に適用する場合,通常

は定常確率過程に対する定式化として採用されることが多い｡

② e.(t),ef(t)の非定常性を示すパラメータに関しては十分な統計デ

ータが盤理されていない｡

これに従い本節では以下定常確率過程の壌合に限定して解析を進める｡と

ころで (4.18)～(4.23)式を解く場合,式中に確率変数 Sos,S｡fを含むた

めこれらを考慮した形で解を求め更に信頼性評価に結びつけるには取り扱い

が非常に煩雑となる｡そこで本節ではいくつかの (So.+SOT)債に対する応

答モーメント量を計算し,これに最小自乗法を用いることにより応答モーメ

ント量を近似的に (SO昔+SOヂ)の関数とすることで後の信頼性計算を容易に

する様にした｡この時応答モーメントは次の様な形になる｡

E〔出 -ド.(S｡.+S｡,)

E〔沼〕- H2(S｡.十S｡f)

上式における Hl及び H2が最小自乗法により得られた関数形である｡なお

E〔XIx2〕は定常確率過程の場合には (4.18)式より 0である｡

(i)単位時間当りの条件付超過回数期待値の算出

はじめに xr(-Xl)及び 文,(-x2)に関する結合確率密度関数 P(X,,i,)

を求める｡xrと i,の共分散が 0であることを考慮し,更に応答は近似的

にガウス過程と仮定できる時には P(x,,ir)は次の様になる｡

p(xr･ir,- ⊥ exp卜 ÷ (% ･与 ,i (4127,2wxrq*, ox,

(4.27)式を用いることにより単位時間当りの.あるレベル (x,-d)を正

勾配で越える条件付超過回数期待値ソ;fが



1o.･ d2
V+gf-/: 立rP(d･h'dir-甘(莞-'exp(一石 ｢)(4･28,

の様に求まる｡負勾配の場合にもほぼ同様と考えれば x,が Ixrl≦dの領

域を越える条件付超過回数期待値 ソgfは

d2

ソgf- 晶 十レ;F32V;f-⊥ (A )exp(一両 -)R Oxr

となる｡(4.25)及び (4.26)式を考慮すれば L,gf は

(4.29)

′~ヽ

∩

′~ヽ

i/gF (4.30)

の形で表現される.(4.30)式において S｡.,S｡fが確定値であれば レgfの

値が完全に定まることになる｡ しかし S｡g,S｡fは確率変数であるので,そ

れを考慮した次の形が LJgFに対する最終的な表現となる｡

リgf-÷J:/.骨,exp(-宏一,fs｡g(So首,
×fs｡f(Sof)dSogdSof (4.31)

ここで fs｡g及び fs｡fは各々 Sog･Sofに関する確率密度関数である｡

(4･31)式は数値積分を行うため fs｡g 及び fs｡fの形は任意のもので良い

が以下に代表的な一様分布及びレ-リー分布の場合について定式化を行う｡

① S｡5,S｡Fが一様分布の場合

S｡8.S｡Fは現実的には上限値が存布するのでこれを考慮すると

rsoI(So一)-

七 一 (o < so･ < 6･,

0(SoJ_> 61)
(I-g. ど)

となる｡これを (4.31)式に代人すれば ugfが求まる｡
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(
.
.

vgf-志 JI:芳af骨,exp(一五 一)dSogdSof (4･33,
② S｡g,Sofがレ-I)-分布の場合

Sog,S｡Fの上限値の存在を考慮 した場合の修正されたレ～リー分布は

SoJ

fsoJ(Sol) - 持 卜 exp(一宏 ,辛
exp(一告 )
(0<Sol<bJ)

0 (SoI ≧ bJ)
(4.34)

(I- g.f)

の形で示されるのでこれを (4.31)式に代入すれば ソgFが次の様に求まる｡

Vgf =

榊 1-exp(一卦 = 卜 exp(一% ,‡

J:xbfsogsof

骨 ,expト 音 一告 -卦 dSogSof (4･35)

(3)1荷重のみ作用時の超過回数期待値

1荷重のみ作用時に対する定式化は2荷重作用時の場合とほぼ同様であり人

力としての動的荷重を何個考えるかが基本的に異なるのみである｡すなわち 1

荷重の場合には応答モーメントを計算する際に (4.19)式で S｡g.S｡fいずれ

かが 0となるだけである｡

以下に単位時間当りの条件付超過回教期待値 vlH -蛋,f).に対する最終的

な表現を示す｡

V･-一志/:I d2

･廿)exp(一軒 )dSo･ (4136)

(一様分布の場合)
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d2

･exp(-- 一告 ,dSol2Hl)
(4.37)

(レ-リー分布の場合)

ここで ='t･H2Iは1荷重のみ作用した場合の応答モーメン トE【沼).E【沼〕
に対する近似関数式である｡

√､ 以上により破壊確率を算出する上で必要となるすへての量が求まったことに

なるので,これらの値を (3.9)(3.10)式に代人することにより破壊確率を計

算することができる｡



√ 4.2 多自由度系に対する定式化

本節では前節で展開した-自由度系に対する解析手法を基礎として,任意の多

自由度履歴構造系への拡張を図る｡

(1) 荷重組合せを考慮した構造物全体としての破壊確率

√~ヽ

(

√､

解析対象としては図4.3で示される多質

点履歴系モデルを取り上げ,これに強制変

位人力による荷重と一般外力の両方が作用

する荷重組合せ問題の定式化を行う｡

図4.3のモデルでは多自由度系であるた

めに破壊確率を前節の-自由度系の様に

(3.9)(3.10)式により求めることはでき

ない｡しかし系が線形の場合,既に多自由

度系について (3.21)式で示される近似式

を導出しており,非線形の場合についても

これは流用可能と考えられる｡故に構造物

全体としての破壊確率 Pf(T)を本節では

次式により近似することとした｡

F,--i

一~~Zー Ig
図4.3 複数の荷重を受ける
多質点履歴系モデル

ロ ,.A m で

Pf(T)- i∑ viP.+ ∑ ∑ ソ1jPi,‡T
I~l IllJ;L

(1年J)

■ ′ヽ

I/i = FLdlyl I/.J = FLdHV.J

N

vl- ∑ Vik
k-)

N

ソi,-∑ リ.I,k
k亡 1
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ここで,

T ; 耐用期間

V.k ; 荷重 F.のみが存在 し,かつ発生した時,k点の応答変位

(あるいは k層の居間変形旦)がある設定限界を超過する

単位時間当りの条件付超過回数期待値

リ.,k ; 荷重 Fiと F,-のみが存在 し,かつ同時に発生した時,k点

の応答変位 (あるいは k層の眉間変形量)がある設定限界

を超過する単位時間当りの条件付超過回数期待値

M ; 一般外力の種類の総数

N : 質点総数

なお,平均発生率 P.,P" については第3章と同様に,確率ポアソン過程

を仮定 した (3.12)(3.13)式によって求められるものとする｡平均継続時開

山.･山1,についても第3章と同様である｡

CZ)非線形構造系の応答統計量の導出

(i)非線形運動方程式

図4.3に対する一般的な運動方程式は次の通りである｡

nlyl十Clyl-C2(y2-yJ)十Ql(yl)-02(y2-yL)

--nlXg十Fl

mkyk十Ck(yk-yk-I)-Ck+1(yk+1-yk)十Qk(yk-yk-1)

-Qk+1(yk'1-yk)- - Mk交g十F.

FnNyN十CN(yN-yN-1)十QN(yN-yNll)ニーJINXB十FM

(4.39)



I-. ここで,

mk k点の集中質量

Ck k点と (k-1)点間の減衰係数

Qk(yk-yk-I) k点と (k-1)点間の非線形復元力

F, i番目の種類の一般外力

xg ; 他動変位

xk k点の絶対変位

yk k点での他動に対する相対変位 (-xk-X.)

(4.39)式で必要となる非線形復元力モデルとしては前節同株に次式の Wen

モデルを採用する｡

′~ヽ
Q(u‥ t)- aku,+(I-α)kZ

z - Au.-βlu,=Zln-1Z-TulEZln

ここで u-は質点間の相対変位を示す｡

(4.40)(4.41)両式を (4.39)式に代入することにより最終的な運動方程式

が以下の様に得られる｡

√へ＼

./~ヽ

mIジ1十Cl寸1-C2(立2-il)+qlkJy1-02k2(y2-yL)

+(l-αl)klZI-(I-cr2)k2Z2--mlXg+Fl

nkyk十Ck(立k一女k-1)-Ck.1(立k.)一立k)十akkk(yk-yk-1)

-ak.Ikk.1(yk+I-yk)十(l-qk)kkZk-(1-αk+l)kk+lZk'l

--n)kXg十F.

mNyN十CN(立N-iN-J)+qNkN(yN-yN-I)十(I-aN)kNZN--nNXg十Fk

zl-Aly1-8lEylHZILnl-1Z1-71ylllIlnL

zk-Ak(yk-yk-I)-βklyk-yk-LLIZklnk-1zklTk(yk-yk-1)lZklnk

zN- AN(yN - yN-1)-β NlyN- y N-IH Z N lnN-1zN-TN(yN - y N-1)lZ N lnN
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Eid

(i)Fokker-Planck法による応答共分散値の推定

前節と同様に Fokker-Planck法を用いて (4.42)式より応答共分散債を

推定する｡

はじめに (4.42)式を,

y】- Xl, y2 - X2, - - - ･, yN - ‡N

立1- XN十l, 92 - XN'2, ･･･- ･,yN - x2N

ZJ- x2N+L. Z2 -- x2N+2, -･･･.･,ZN - X3N

として状態変数表示するとr8).

Xl- XN+l

‡N - x2N

xN.l- -2glUIXN.1十 2p2g2U2(XN.2-XN..)-… 12xl

十a2P2U22(x2-X.)-(1-a.)ul2x2N.,

･(11α2,p2u22x2N･2-Xg十㌢

x2N- - 2如 N(x2N- x2N_1)- … N2(xN- XN_.)

-(卜 cN,uN2x3N- 丈g十息

x2N+L - ALXN+]-βlIXN+Ll1x2N+lInl-1x2N+I

-71XNH lX,N.1FnI

x3N - AN(x2N-x2N-])-βNは2N-x2N-JIH3NlnN-lx3N

-TN(x2NIx2N-.)lX3Nlnr '

~
~
J

L
.
L

L

~
.I

.
~
~

~

~
~

I
I
l

(4.44)
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ここで,

k,/M.- ui2

C./M,-2g,ui

mi'J/mi- P.+I

となるので,(4.44)式において x.及び F.を確率過程と考えれば,(4.44)

式は (Xl. .X3N)を状態確率変数とする確率微分方程式となる｡

(4.44)式における xg 及び FL～FNは互いに独立な定常確率過程とし.

次のように仮定する｡

xg- wg(t)

ド.(1)/mk - b,W.(1) (I-1, -- ,汁)

ここで b.は構造物に作用する荷重パターンを規定するための確定定数で

ある｡また ug(I)は,次の特性を有する正規性ホワイ トノイズとする｡

E〔Wg(t)〕-O

E〔Hg(I)us(t十7)〕- 2万S｡g6(T)
(4.47)

ここで,

E〔･〕 : アンサンブル平均

S｡g Hg(I)のパワースペクトル強度

∂(T) : デルタ関数

(4･46)式の ul(I)～叫(t)も独立した確率過程ではあるが.次のように

その′(ワースベクトル強度はすべて等しい正規性ホワイトノイズであるもの

と仮定する｡

E(W.(I)〕-O

E〔tJ.(I)U,(t十T)〕- 2疋S｡f6(7) (i-1, , M , ) (4･48,



√ヽ

｢ヽ

(

(4.44)式において xt及び Fi(i-1, ,M)は互いに独立 したホワ

イ トノイズであるから,この時.状態確率変数 X-(Xl, ･･,X3N)T は

マルコフベクトル成分と考えられ,その推移確率密度は Fokker-Planck方

程式を満足する｡ここで初期条件が確率 1で分かっているとした場合には.

システムの確率密度関数 P.I,(XT)が満たすべき関係式が自動的に得られ

る｡ここでは最も標準的な非線形パラメータ nk-1のケースについて具体

的な関係式を以下のように導出した｡

3P N iP N 3P

- ≡- ∑ xN･k頂 T - ∑[12gkukP-2gkukX- 7 ㍍ ㌃at k_ I k= l

十2gkukXN･k一･一甘藍 一十2pk･･Ek･.uk･.XN･K･･藍

∂P

~2pk･.Ek･.uk+･P~2pk･･Ek･･uLr･.X- ~詑読了

W k2(xk-Xk-.,惹 十ak･･Pk･･ukH2(xk･I-Xk,蕊
‖l

一(I-ak )uk2x2N灯 す后 √

-(1-0… )pk.lUk+12x2N+k..u ■t
aXN+k

N 3P

I ∑ lAk(XN･k~XN･L･-1)7 后 訂 ~k-1
∂

- βk lXN+k- XN+ k -lE (x2N.kP)さx2N十k
a

-'k (XN･k- XN･k-･ト汀蒜ここ.(lx2N･km ]
ril～

十疋∑ = (Sos+Sofbk2)
kEl (亡l

㍉p

aXN + k ∂ X N + ∫
(4.49)

更に (4.49)式における 1XN+k-XN.k-1I Fx2N.klの項を (4.9)式を参

考に次の様に近似化する｡

JXN+k-XN.k_.I～～ a.k(XNr.k-XN.k一.)2

;x2N.kl ～～ a2kX写N.k

ここで a)k,a2kは近似化による統計的な二乗平均誤差が最小になる様に決

定する｡すなわち
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-ユーE日 X… -XN.k_.-a=く(Xh..k-X… _,)2i2】≡ o
Balk

⊥ El(lX,ド.kト a,kX墨N.k)2】≡ o
aa2k

を満たす様に alk,a2kを求め,更に XN十k.XN.k-1及び x2N十kが近似的

に平均値 0の正規分布に従っているものと仮定することにより

alk=

3ノ百 歳N.k十最… _.-2KxN.kXN.k_.

4 1
a2k= _/T
3広 ox2N.k

として求められる｡ここで 02.Kは各々分散及び共分散値を示す｡

(4.50)(4.51)雨式を代入した (4.49)式を利用して Xl, ,X3Nに

関する2次モーメン トまでの式 (式総数 3NH2- 3N(3NT+i) )を導くと以2
下の棟になる｡ただし導出の方法は第2.4節に従った｡

-如 拙 - 2E【XkXN.k]

一加 xkXA]-E【XAXN･k]･E[XkXNr･,]

÷ ElXE･k]--4EkukE[船 十4Ek一･･kE"… 一.XNr･k]

十4pkHgkHUk.IE【XN.kXN.k..卜 4pkHE-k.Auk..E【X呂+k】

-2akUEElXk‡N.k]十2αk最E【Xk_.XNT.k]

十2ak..Pk+.ulHE【XkHXN.k]-2ak.lPkHu:,..E【XkXN.k]

-2(1-ak最 EtXN.kx2N.k]

十2(1-ok..)pk..uEr.lE[XN.kx2… .11十2K(S｡g十S｡,bl)

(4.58)

-t Em l･kXN.h]--2gkUkE[XN･kXN･.e]-2gA"AElXN+LrXN･A]

十2gkukE【XN'k-JXN+A〕十2gAUJLE【XN+A-1XN+k]

+2pk+1Ek+川k'lEtXN+k+lXN十h]十2p一十JEがlUJL+lE【XN+kXN+JR+J】
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-2pk+Jfk十lUk+lE【XN+kXN+Al-2p4'lgj+lUl+lE【XN+kXN+&]

-… lElXkXN.1]十qku拍 xk-.XNJ 10最 E【XAX… 】

十qhu狛 xA-.xN.k】十ak..Dk.Wl..E〔XL･..XN.h]

-恥..Pk.lo告.E[Xk‡N.&]+｡A..PA.t最..E【XA.lXN.k]

-Oが.P一十.Ui..E【XhXN.k卜 (1-ok)uIE[XN.AX,N.k】

-(1-oA)量E【XN+kx2N.&]十(1-ok.1)pk+.d左.,E【XN.AX,N.k+.】

十(I-0が,)pAHui+.E【XN.kx2N小 .】+2RS｡g (4.59)

÷ E鮎 +k]-2AkE【XN･kx2N･k卜 2AkE【XN･k一･X2- 1

-28ka.kE[X岩.kX…N十k]十4βkalkE〔XN.k_lXN+kX墨N.k1

128ka.kE[焔 十k_.X;N.k]-27ka2kE[XN.kX萱N.kl

十27L,a2kE【XN.kーlX…N+k] (4.60)

÷E[x2N･kx2N･A1-AkE【XNt-kx2N.A卜 AkE[XN･k-lx2N十,]
+AlE[XN.Ax2N.k]-AAElXN.A-.x2N.k]-Bka.kE[XE.kx2N.L･x2N.1]

十2βka.kE[XN.k-,XN.kx2N.kx2Nり卜 βka.kEt沼+k-.x2N.kx2N.&]

-βAalAElXS.Ax2N.kx2N.A]+2βAaIAE[XN.A-.XN.Ax2N.kx2N+A]

-aha.hE吊 .A-.x2N.kx2N.A]-Tka2kE[XN.kX墨N.kx2N.&]

十Tka2kE[XN.k-1XSN.kx2N.A]-TAa2AE[XN.Ax2N.L･X書N.A]

十Tba2LE【XN.A-,x2N.kX蔓N.A】 (4.61)

+ ElXkXN▲h]-E【XNl･kXN+.卜 2E&uAElXkXN+&]･2fA.榔 kXN十&一.]

十2pA'lEA'lUL'LE【XkXN'Ji'1卜 2pA十lg_色+lh'がIEtXkXN+A]

一a最 E〔XkXA]十｡㌦狛 xkXA-.]十｡1.1PA+.量+.E【XkXA.Ⅰ]

-｡A.1PA..u呈..E【XkXAト (1-αA)u2RE[Xkx2N.A]

十(1-aA.1)pA.,uL.EtXkx2N.か.】
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÷ E【XN･kx2NJ --2gk】kElXN･kx2N･.〕十2EkUkE【XN･k-1x2N･L]

十2pk･Igk･1Uk十ZE【XN･k･1x2N'&]-2pk+ZEkHUk+LE〔XN'kx2N+J】
-ak最E[Xkx2N.&]十qkUIElXk-.x2N.A]

十ak.1Pk.Jug.lE[Xk.1x2N.A]-ak+.Pk.局 .IE【Xkx2N.&]

-(I-｡k)uEE〔x2N.kx2N.L]十(卜 ck十.)pk..UL.Elx2肘.x2N.k..】

十ALElXN'kXN+L卜 AAEtXN'kXN.i-L卜 βLalLE【XN.kXN三.x2N..]

+2βAalhE[XN'kXN+JLXN十JL-1x2N'&]

-β.aLLElXN.kX品.A-1x2N.,]-TAa2.E【XN.k‡N十&x2,N.&]

十TLa2AE[XN.kXN.J一需 N.A】 (4.63)

÷ E【Xkx2Nり ]-ElXN･kX2N･A]+AAElXkXN十A]-AAElXkXN+A-.]

-8,alLElXkXB.,x2N.&]十2βLa.LElXkXN.LXN叶 .x2N.&]

-βLa2LE【Xk焔..-1x2N.L]17Aa2AE【XkXN.LX…N..】

十TAa2LE【XkX肘.一需 N..】 (4.64)

(4.56)～(4.64)式は多質点系について求められた一般式であるが,ここ

で N-1として1質点系に対するモーメント方程式群を求めてみるとこれら

は完全に (4.18)～(4.23)式に一致する｡このことは (4.56)～(4.64)式の

導出が正しく行われたことを示唆している｡

(4.56)～(4.64)式が求めるべきモーメント方程式であるが,これらには

高次モーメントを含むため閉じた方程式群とはならない｡このため発生して

いる高次モーメントに対して次の様なキュムラント打ち切りによる近似化(7J

を行う｡

EtXIX,XkXA]- E[X,Xj]E【XkX.L]十E【X.Xk】E[XJXh]十E【X.XJt]E【XjXk]

(4.65)

(4.65)式及び (4.54)(4.55)式を (4.56)～(4.64)式に代入することに

より閉じたモーメント方程式が得られる｡更に本節では定常応答を求めるこ

とを考えると,この時の対象となるモーメント方程式は (4.56)～(4.64)式
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において各式の左辺を 0 としたものに相当するので,これらを数値計算す

ることで定常応答モーメント量を求めることができる｡ただしこれらは人力

としての動荷重の振幅レベルを規定するパラメータ,すなわち S｡.,S｡tが

すべて確定値である時の状況であり,現実には明らかにこれらのパラメータ

は不確定量であるため確率変数とした取り扱いが必要となる｡ ところで

(4.56)～(4.64)式を解く場合,式中に確率変数 S｡..S｡fを含むのでこれ

らを考慮した形で解を求め更に信頼性評価に結びつけるには取り扱いが非常

に煩雑となるため次の様な近似化を行う｡すなわち最初に S｡g,S｡fを固定

してモーメント方程式を解き,得られる応答モーメントが S｡g,S｡fの関数

であることからこの関数形を最小白乗法により推定する｡この様にすること

で応答モーメントが確率変数 S｡S,S｡fの関数として解析的に表現可能とな

り以降の信頼性解析が容易となる｡ここでこれらの形を次の様に表現する｡

E【XE]- Hlk(SOS,SOP)≡ 0吉k

ElXa.k]- H2k(SOB,SOP) ≡ 0壬k

E[XkXk-1]- H3k(So一,Sol)≡ Nykyk_l

E【XN十kXN･(k-1)]- H4k(Sos,Sot) ≡ Kikウk_J

(k-1, - ･- ,〟)

ところで信頼性評価に際しては,limitstate(限界状態)を規定する必

要がある｡すなわち.信頼性あるいは安全性の面から考えた時,7)main-

tainabilityあるいは servicebility等から,ある質点の地上からの最大

変位量が問題となる場合と,イ)構造強度上から隣棲する2質点間の相対変

位量が問題となる場合がある｡このうち7)のケ-スは.状愚変数を y (す
なわち地上からの変位)に関してとっているので間道ないが,イ)について

は相対変位 uk及び相対速度 hkに関する分散値が更に必要となる｡この値

は uk-yk-yk-1であること,及び定常応答の場合には (4.56)(4,57)両

式の右辺が 0に等しいことを考慮することにより以下の様に容易に求めら

れる｡

E【U芝】- E【yE】十E[y是_.卜2E[yk_Iyk]

E【最 ]- Et最】十E[最_)卜 2E[ik_l立k】
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E【ukdk]-0 (4.69)

(3) 2荷重同時作用時の超過回数期待値

(()変位制限タイプ (各質点の地上からの相対変位量がある閏値を超えると破

壊とみなす場合)

yk,立kに関する結合確率密度関数 Pyk(yk,立k)を求める｡ykと をkの

共分散は定常状感では (4.56)式より 0である｡また応答は近似的にガウ

ス過程と仮定できる時には

2 ･2

pyk(yk･立k' - 高 石忘 exp{-÷ (肯 十肯 't (4･70'

となるので,これより単位時間当りのあるレベル (yk-dk) を正勾配で超え

る超過回数期待値 ,吊 kは,

yviTk -撫 k(dk･立k,d立k- ⊥ (也 ,exp(一意 ,(4171,2T Oyk

となる｡負勾配についてもほぼ同一と考えられるので,結局 ykがIykl≦dk

のバンド幅を超える単位時間当りの超過回数期待値 yyi,kは,以下の様に

なる｡

yリ…･k - 端 十yソ…一k- 2端 - ⊥ (也 ,exp(-意 )だ Oyk
(4.72)

(4.72)式に (4.66)式を代入することにより次式の様な S｡5,S｡fをパラ

メータとする表現が得られる｡

,帖 -÷厚 exp卜宜‡
-178-
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(4173)式において So.･Sofが確定値であれば ,リ.,k の借が完全に定まる

ことになる｡しかし明らかにそれらの値は確率変数であるので.それを考慮

した次の形が yvIJL･に対する最終的な表現となる｡

yレ;Jk-㍊0/:

√ヽ
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×fs｡g(Sou)fs｡f(Sop)dSogdSof (4･74)

ここで,

fs.∫(･)Ifs｡,(I) So.･Sofに対する確率密度関数

(4･74)式において fs｡.,fs｡Eの形を具体的に決めれば ,リ,Jk が数値的に

得られることになる｡ここでは代表的な分布形として一様分布及びレ-リー

分布の場合について以下に述べる｡

① S｡g,S｡fが一様分布の場合

分布形は-自由度系の嶺合と同様に (4.32)式で表わされるので.これ

を (4,74)式に代人すれば良い｡

yソ1Jk-読-∫:∫/:f也.×expトー遜-idS｡gd;｡fHlk2日lk (4.75)

② S｡g,S｡fがレ-リー分布の場合

分布形は (4.34)式の通りであり,これを (4.74)式に代入することに

より yリ1Jk が得られる｡

1
ylノ1Jk =

壷 狛 -exp(一意 ,- -exp(-告 ,i

･J:g/:f sogsof
･exp卜 忠 一告 一意 idSo･dSof
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())強度制限タイプ (隣接質点間の相対変位量がある閥値を超えると破壊とみ

なす場合)

uk と ムkの共分散も (4.69)式より 0であるので,その結合確率密度関

数 Puk(uk･.'Jk)は･

2 ･2

puk̀uk･dk'- 五 k exp卜 ÷ (肯 十肯 ‖ (4･77'

となる｡これより単位時間当たりのあるレベル (uk-rk)を正勾配で超える

超過回数期待値 uレ主kは,

2

llV･ Jk- ⊥ (也 ,exp(一義 -)

.◆

2万 Ouk

となり･日 と同様に ｡ソ‥ k を下記の様に近似する｡

2

りV-k- ⊥ (也 ,exp(-肯 ,X Ouk

(4.78)

(4.79)

(4.79)式に (4.67)(4.68)式,更に (4.66)式を代入することにより

LLViJk=
H2k十日2(k-1)-2H4k

Hlk十Hl(k-1)-2H3k

が得られる｡故に uレ.,k に対する最終的表現は

･--･十∴い
×expl-

H2k十H2(k-1)-2H4kHlk+HJ(k-J)-2H3k
2(HIk十Hl(Lr-1)一2H3k)

×fso8(Sog)fs｡f(Sot)dSo且dSof

+Hl(k-1)-2H3k)i

(4.80)

(4.8日

となる｡しかって (4･81)式において fs｡.･rs｡Tの形を具体的に決めてや

れば UレH k が求まる｡一様分布とレ-り-分布の場合を以下に示す.
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① S｡g,S｡fが一様分布の場合

･ル･Jk -読 /:g/:f
×expi-

H2k十川2(k-L)-2H4kHlk十Hl(k-I)-2H3k

2 ( H l k 十 H l(k- 1 ) - 2tf3k)

② S｡8,S｡fがレ-リー分布の場合

･ル .Jk =

tdS｡gdS｡f (4.82)

最 由 一exp(-告 ,H l-exp(一 意 )i

xJ:g/:fsogsofH2k十H2(k-1)-2H4k"lk+HL(k-I)-2H3k
2(Hlk十HL(k-1)-2H3k)一塩 --普 "sogdSof (4･83,2Z…

(4) 1荷重のみ作用時の超過回教期待値

前項では2荷重同時作用時の超過回数期待値を導出したが.1荷重作用時の

定式化も前項とほとんど同じである｡

単一荷重としてはxg,F.のいずれを用いても定式化は同じであるが,便宜
上ここでは xgを採用した場合についてその結果を以下に示しておく.

(i)変位制限タイプ

① 一様分布の場合

yv･k --i /:g 普 exp卜蕊 tdSo. (4･84,
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② レ- リー分布の場合

d呂

･exp3-- 一身 dSog2Hlk

(5)強度制限タイプ

(9 一様分布の場合

uソ▲k-忘 / :gJ

Xexpi-
2(‥lk+HJ(k-1)-2H3k)

a) レー リー分布の場合

llUlk=

紬 -exp(一意 ‖

2 ( H lk+Hltk- i)1 2日 3k)

-182-
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4.3 数値計算例

本節では第4.I,4.2節で開発した解析手法を用いて履歴系構造物の初通過破壊

問題に対する解析例を示すとともに,シミュレーション計算結果との比較による

解析手法の妥当性の確認について述べる｡

(1) -自由度系に対する数値計算

図4.1に対する数値計算として採用した履歴モデルにおける諸定数は,A-

1.0,a-0.05.β-0.75,n-1及び 7-0.47でありこの特性は図4.2(C)に

示す通りである｡更に構造の振動特性を示す定数として u0-10.0(rad/s)

g-0.01を用いた｡

信頼性評価に必要となる応答モーメント鼻は,定常確率過程の場合時間に関

する項を無視できることを考慮することにより通常の連立非線形方程式となる

(4.18)～(4.23)式を解くことで求められる(絹4･1)(9)｡本節では連立非線形

方程式の解法としてニュー トン･ラフソン法を用いた｡求められた応答モーメ

ントを (S.E+SOT)の関数として示したものが図4.4であるか.図中 E【xrir】

は定常状態では (4.18)式より常に 0 となるので省略している｡ところで図

4.4には理論解析と同時に300波の模擬人力汝を用いたモンテカルロ法による数

値実験結果もプロットしているが両者は良く一致しており,解析理論の翼当性

を示しているものと言える｡

図4.4で得られる応答モーメントを関数近似することにより単位時間当りの

条件付超過回数期待値が求められるが本筋では具体例として So.及び S｡fが

一様分布する場合について計算を行った｡使用した定数は 6g-6f-1.0×103

(C¶2/S3)である｡更に最終的な故填確率を計算する上で必要となる荷重パラ

メータとしては ス1-人2-0.2,pdI-Pd2-0.165及び T-20年を標準ケース

として考えた｡破壊確率の計算結果を図4.5及び図4.6に示すがいずれも横軸は

閥値レベルを表わしている｡図4.5は破壊確率に及ぼす耐用年数の影響を示し
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図4.4 人力パワースペク トル強度と応答モーメント量の関係

たものであり,図4.6で動荷重平均発生率の破壊確率への影響度合が示されて

いる｡なお図4.5には T-20年で荷重組合せ効果を無視した場合の計算結果も

プロットしており両者の差は破壊確率が低い領域で大きくなる｡元来,構造物

の信頼性設計においては,破壊確率が高くなる様な設計は行わず比較的低い破

壊確率になる様設計するのか当然であろうから,その様な低確率の領域で差が

10a 182 103

ThresholdLeverd(cm)

0

0

(i
)

IJ
At

"LqeqOJJaJnT-
正

図4.5破壊荘率に及ぼす耐用年数の影響 図4.6破脚 こ及ぼす動荷重平均発生率の影響
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大きく現われるということは少なくとも本節で使用した藷定数に限定する場合

については荷重組合せ効果は構造信頼性設計上,無視しえない重要なファクタ

であるということになる｡

GZ)三自由度系に対する数値計算

図4.3のモデルにおいて質点数3佃,作用する一般外力3値とした場合につ

いて数値計算を行った｡この時の使用した履歴モデルにおける諸定数及び構造

の振動特性を示す定数は以下の通りである｡

A)- 2̂- A3- 1.0

al- α2- ¢3-0.05

8)-82-β3-0.75

71- 72- 73-0.47

uL- U2- b13-70.0(rad/s)
E1- g2- E3-0.01

p2 - P3 - 1.0

信頼性評価に必要となる応答モーメント量は,定常確率過程の場合時間に関

する項を無視できることを考慮することにより一般的な非線形連立方程式とな

る (4.56)～(4.64)式を解くことにより得られる(絹4･2)｡求められた応答モ

ーメントの一部を S｡g(-Sol)の関数として示したものが図4.7,4.8である｡

多質点系の場合には信頼性評価として変位制限タイプと強度制限タイプが考え

られるため.これに対応して図4.7には他動に対する相対変位量 yk に関する

応答モーメントを,一方図4.8には質点間の眉間変位量 uk に関するものを示

している｡ ところで図4.7及び図4,8には理論解析と同時に200波の模擬入力波

を用いたモンテカルロ法による数値実験結果もプロットしているが両者は良く

一致 しており.これにより解析手法の妥当性は確認できたものと考えるo

図4.7で代表される応答モーメント群を関数近似することにより単位時間当
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りの条件付超過回数期待値が求められる｡本節では具体例として S｡.及びS｡F

が一様分布する場合でかつ強度制限タイプについて計算を行った｡使用した定

数は 6.-6f-110×103(cn2/S3)及び b.-b2-b,-I.0である｡更に具体的

な破壊確率を計算する上で必要となる荷重パラメータとしては AI-0.2.12-

0･5･pdl-6･3×10~7･〃d2-314×1014 及び T-20年を用いた｡各層間変位

量に対する閥値を同一 (すなわち rl-r2-r3)にとりかつパラメータとした

時の破壊確率の変化状況を図4.9に示す｡ 同園の場合閉値が10cmを超えると破

壊確率が急激に減少する傾向にあることがわかる｡
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本章では荷重組合せを考慮した動的信頼性解析の理論展開として,複数種の動

的荷重を受ける多自由度非線形構造物の初通過破壊間道を取り上げ,これを評価

するための解析手法について検討した｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめてお く｡

(1) 本章では構造非線形として,一般構造物の非線形特性の中でもっとも代表的

なものの一つである弾塑性挙動を対蒙とした履歴復元力特性を取り上げたが,

この履歴モデルとしては動的信頼性解析上からは Wenのモデルがもっとも利

用し易く汎用性も高いことを述べた｡

CZ)従来解析困難であった複数の不規則な動的荷重の同時発生効果を考慮した非

線形 (弾塑性)構造物に対する動的信頼性評価が可能となった｡

本章で対象とした解析は以下の二つである｡

(()-自由度非線形構造系に対する解析

Wenにより提案された履歴復元力モデルを有する-自由度非線形構造系に

対 して.Fokker-Plank法を適用,更にキュムラント打ち切り手法を援用す

ることにより初通過破壊間道を解析する理論的評価手法を開発 した｡

(i)多自由度非線形構造系に対する解析

-自由度系で開発 した手法を多自由度系に拡張し.任意の自由度に対 して

有効な解析理論を開発した｡更に破壊状態を規定する系の限界状忠 (limit

stat｡)としては変位制限タイプGD と強度制限タイプ ㊤ の二種類に対す
る定式化を行った｡

(亘);各質点の地上からの相対変位量がある問値を超えると破

壊とみなす場合

(画 :隣接質点間の相対変位量がある粥値を超えると破壊とみ

なす場合

-188-



′~､

√ヽ

√､＼

√ヽ

I
.

I

.
I
l

l

-

.
i

(3) 本章での理論展開における開発手順は,ます-自由度系に対する解析手法を

開発し,-自由度系開発時に得られた知見,技法を十分に考慮した上で多自由

度系の手法開発へと進んでいる｡このため各開発投階での解析手法の精度,妥

当性を評価するために一自由度系及び多自由度系 (本章での例は三自由度系)

の両者に対して,工学上有効と考えられる数百の模擬入力波を用いたモンテカ

ルロ法による数値実験を行った｡その結果,応答モーメント鼻に関する数値実

験結果と理論解析結果は-自由度系,多自由度系のいずれについても良い一致

を示しており本解析手法の妥当性は十分に確認できたものと考える｡

(4) -自由度系,多自由度系の両者について人力パラメータの不確定性を考慮し

た構造物の初通過破壊確率を具体的に算出した｡特に-自由度系については動

荷重の平均発生率及び耐用年数が破壊確率に及ぼす影響を定塵的に把握すると

ともに,荷重組合せ効果を考慮することの必要性を,例越をもとに明らかにし

た ｡
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第 5 章

荷 重 組 合 せ ･を 考 慮 し ナこ

疲 労 損 傷 評 価 法 の 開 発
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5.1 評価手法の定式化

5.2 数値計算例

5.3 まとめ

履歴復元力特性で代表される弾塑性構造物を対蒙とした,荷重組合せ

効果を考慮 しうる疲労損傷評価手法について述べる｡



5.1 評価手法の定式化

第3,4章では初通過破壊問題に対する解析手法の開発について述べたが,本

節では動的信頼性閑適における他方の重要な破壊モー ドである疲労損傷間顎を取

り上げ,これの荷重組合せを考慮した評価手法について述べる｡

′ー＼

√､､

′~ヽ

(1) 荷重組合せを考慮した疲労損傷による構造物全体としての破壊確率

(I)解析対象とする構造モデル

本章で対象とする疲労評価用構造モデルとしては前章で取り扱った多自由

度履歴構造系.すなわち図4.3で示されるモデルを対象とする｡この時には

疲労損傷の解析上で必要となる応答統計量はすべて前章で得られている値が

利用可能となる｡なお前章の多自由度系の場合については変位制限タイプと

強度制限タイプの二種類に対する定式化を行ったが.本章では疲労損傷を対

象としているため隣接する2質点間の相対応答量に関する統計量が必要とな

り必然的に強度制限タイプを取り扱うことになる｡

(i)構造物全体としての療労損傷による破壊確率

本節では疲労損傷に対するクライテ リアとしてマイナー則を用いる｡

N自由度 (Nエレメン ト)における疲労損傷による破壊確率 Pf(T)杏,

N
Pf(T)- P【U(Dk-∂k≧0):t-T]

k'【l

N
- 1-PE∩(Dk-6k<0);I-T】

k-l
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ただ し

Dk k層での t-Tにおける累積疲労損傷度

6k k層での累横疲労損傷度に対する限界値

の形で定義する｡すなわち各層の累積疲労損傷度の中でいずれか一つでもそ

の層で規定される限界値を超えると構造物全体が破壊したものと想定する｡

(5.1)式において

N _ ド I N ､
P【U(Dk-6k≧0);I-T]< ∑IP【Dk-6k≧0;t-T】i ≡ ∑ Pk(T)
kJJ kll k-)

(5.3)

が成立するので本節では Pf(T)に対する安全側の近似式として

N 〈

Pf(T)-∑ Pk(T)
k=El

(5.4)

を採用する｡

Pk(T)は動荷重の継続時間,発生時刻,振幅レベル等が確定値である場合

には比較的容易に求められるが,これらが不確定量でありかつ荷重組合せ間

者が対象となる時には取り扱いが非常に複雑となる｡すなわち (5.4)式を

求めるために必要となる Dkの統計量については,平均値は求められても分

散値以上の高次モーメン トを厳密に求めることには相当な囲穀が予想され

る｡そこで本節では疲労損傷による破壊確率評価式として従来から多用され

ているものを応用した Pk(T)推定のための新たな近似評価法を提案する｡

(D Ang&Munseの評価式

Ang&Hunseはコンポーネントの疲労損傷による破壊確率として次のよう

なワイプルタイプの近似式を提案したl日｡

pF(∩)- 1-exp卜 [(÷ )r(1+鉦 08)]Qi''08i
n

ただ し

n ; サイクル数

ー 193-
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n ; 疲労寿命サイクル期待値

ド(･); ガンマ関数

QR ; 不確定性を示すパラメータマイナー則によるモデル化誤差
S-N曲線の不確定性

コンポーネント製作上の誤差

.′-ヽ

Rid

r＼

(5.5)式はサイクル数に関して定式化されたものであるが,本節ではこの

(5.5)式の表現が,継続時間,発生時刻,振幅レベル等が不確定量である問

題における時間のパラメータでも置換できるものと仮定すれば,

pk(T,- 1-exp卜 【(七 ,r(l･Q占 o楢 08‡ (5･6)

となる｡ここで Tkは k膚での疲労寿命期待値である｡故に Tkを求めれ

ば最終的には PF(T)を求めることができる｡ところで Tkは疲労損傷クラ

イテリアとしてマイナー則を用いることより

･k-% (517,

の形で与えられる｡(5.7)式中の Dこは k層における年間の累積疲労損傷

期待値を示している｡

② Shinozuka&Yangの評価式

Shinozuka&Yangは挟帯域ランダム過程の応答間道に関連して疲労によ

る破壊確率を次式の様に近似している121｡

1
Pk(T)-exp手- _ i

D(T)
(5.8)

ここで D(T)は時刻Tまでの累積疲労損傷期待値であるから本節での荷重組

合せを考慮した Dこ値を用い,更に累積疲労損傷度に対する限界値が本節で

は 6kであることを考慮すれば (5.8)式は次式の様に表現することができ

る｡
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なお (5.9)式は T-0及び-において Ok-1の時の (5.6)式に一致す

る｡

上記いずれの評価式を採用するかは対象とする問題毎に十分検討すべきで

あるが,両者の精度検証あるいは有用性の比較検討等は通常の凌労損傷解析

における全体的な問題であるだけに今後の研究課題とすることとし,本研究

では当該検討は対象外とした｡但し,いずれの評価式を採用するにしても最

終的には D丘を求めることに帰着するため,この値を如何にして推定するか

が解析上の最大のポイントとなる｡しかし,動荷重の継続時間,発生時刻,

振幅レベル等の不確定性及び荷重組合せを考慮した Dこの定式化は未だ行わ

れていない｡このため本節では初通過破壊問題に対してのみ定式化された

wenの LoadCoincidence法13】を拡張して,2種の動荷重を受ける場合に

ついて次の様な渡労開署に対する新たな関係式を提案した｡

Dこ- P川ム1D lk十P2〃ム2g)2k+P12ud12g)12k (5･10)

ただし

P】 ; 荷重 Flのみが存在し,かつ発生する時の平均発生率

P2 ; 荷重 F2 のみが存在し,かつ発生する時の平均発生率

P12 ; 荷重 Fl, F2 が存在し,かつ同時に発生する時の平均

発生率

pdl ; 荷重 Flのみが存在する時の平均継続時間

pd2 ; 荷重 F2 のみが存在する時の平均継続時間

pdl2 ; 荷重 Fl, F2 が存在し,かつ同時に発生する時の平均

継続時間 (ftZ〃dl〃ふ2/(山1十pd2))

2)lk ; k 層において荷重 Flのみが存在し,かつ発生する時

の単位時間当りの疲労損傷期待値
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D 2k ; k層において荷重 F2 のみが存在し,かつ発生する時

の単位時間当りの疲労損傷期待値

Z)12k; k層において荷重 FJ,F2が存在し,かつ同時に発生

する時の単位時間当りの疲労損傷期待借

上式における PJ,P2,PL2としては,初通過破壊問題同様に荷重の発生が

確率ポアソン過程に従うものと仮定 して (3.12)及び (3.13)式で近似化で

きるものとする｡

(5.10)式を利用することにより, 2)1k,D2k, D 12k が計算できれは,

単位年間の累積疲労損傷期待値が求められるとともに,T年後における累積

疲労損傷期待値及び疲労損傷の破壊確率が,更には疲労寿命期待値が求めら

れることになる｡

a) 2荷重同時作用時の単位時間当りの疲労損傷期待値

(i)単位時間当りの超過回数期待値

一般に超過回数期待値は応答変位に関して求められることが多いが疲労評

価に際しては応力レベルでの定式化が必要となる｡本章で対象としている多

質点系についても応答統計量は変位に関して得られるので 変位-応力 への

変換が必要となる｡しかしこの変換を厳密に評価しようとすれば,対象とす

る構造物の詳細な形状,材料特性,応力集中状態等の情報が更に必要となる

が,本章での主目的は,この様な 変位-応力 への変換を詳細に検討するも

のではなく,不規則振動下における疲労評価問題への荷重組合せの影響を検

討することにある｡したがって 変位-応力 への変換についてはもっとも簡

単な次の関係式

S- TIU (5.ll)

が近似的に成立する様なケースに限定して本章では以下の検討を進めること

とする｡
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′ (5.ll)式が成立する場合には応答応力に関する単位時間当りの超過回数

期待値 リ;.2k は第2.4節より次の通りとなる｡

Vs】2k =

ただし

√~ヽ

2 _2 ._ =._′ S2

uu12kO三12k-Ku.2kuI2k eXP(一一盲詔 ニ ー) .｡一髪
2最 .2k

s2
sKu12ku12k eXp(ー~打 )

J諒 叩 312k

Err(h,-7EJe-菩du
h -

-SKu12ku 1 2 k

Frf(h) (5.12)

2 2
TUuJ2k O u I2kqUl2k ~ Kut2ku1 2 k

2
ここで 03.2k, Uu12k, K｡,2k｡12k は各々,荷重 F.,F2 が同時に作用した

時の,k層における眉間相対変位,相対速度の分散値,及び共分散値を示し

ているがこれらの値は既述の如く図4.3のモデルを対象とする場合には既に

第4.2節により求められている｡
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(i)単位時間当りの疲労損傷期待値

不規則振動下における疲

労損傷評価手法としては種

々の方法が提案されている

が,本節では第2.4節で捷 taJ
案した超過回数期待値から ∽sJ
直接疲労評価を行う方法を

採用する｡すなわち [t, S,..
I+△t]において系に累横

される疲労損傷量△D12k

はマイナー則より

△ D.2k - ∑(一半 -)
q Nq

(一ogscale)

/＼
N(cycles)

図5,1 直線近似によるS-N曲線

(5.13)

ただし

nq ; △t間における応力レベル Sqのサイクル数

Nq ; 応力レベル Sqにおける破壊までのサイクル数

であり,(5.13)式で必要となる Nq の値についてはS-N曲線として図5.1

の様な直線近似による曲線を利用する場合,j領域における N｡の値は,

･Nq,,- (+ ,8'
(5.14)

ただ し

α, j領域直線と縦軸との交点の応力

β, J'領域直線の傾きが -1/βJ

となることより△t間における累積疲労損傷の期待値 E【△D12k]は,第2.4

節同様に次の様に導出される｡

A 1
E〔△D12k]ニ ー△t∑

,-l (a,)B･
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ただし前式は図5.1での直線近似教をA個と仮定した場合における定式化で

ある｡ところで,近年,応力 (あるいは歪)頻度の計数法としては,レンジ

ベア法,レインフロー法等が最も合理性が高いと言われているが. (5.15)

式での超過回数期待値をベースとした手法では,計数法としてピーク計教法

を採用したことに相当しており,本論文では,このピーク計数法による衷労

損傷評価も,有効であるとの仮定のもとで理論展開をはかっている｡

(5.15)式より単位時間当りの疲労損傷期待値 2)12k は

D12k-
Et△D12k】
△t

T-[ (a,)βJ

JL
ニ ー ∑

ij::sB･･一堂互⊥避 ㍉ dS (5･16,ds

となる｡(5.16)式において レ;,2k(t)は (5.12)式で与えられているので
D12kは求まるが,特に β,が整数の場合には解析解が縛られる｡この形を
JL

D12k-∑D12k.とした時の各々の領域における Dl2k,を付録511に示す｡LLH

更に本節では定常確率過程に対する疲労問題を取り扱うことにすれば,応答

共分散値 Kul2kul!kは第4.2節より 0となるのでこれを考慮すれば付録5.i

に示す DL2k,は以下の様に比較的簡単な表現となる｡

① β,-2mの時

D ･-.- 忘 器 【exp(意 , ,zq

-S弓.. m
~exp(前 訂)∑r-0

② 8.-2m十1の時

D12k,-
ou12k(2n+l)!!

2疋03.2kn2(a,)2m'1

S律 Ir'(20三12kn2)r
(m-rH

S写̀m~r'(20312kけ2)r
(I-r)!

】 (5.17)

･,Et.[7%
■◆l

･刷 312r･exp(藷 ,-S:m+3-2r･exp(元 告 ,H

十広一(oul2kn)24･3仙 f(ム ー)-Err(.--一旦- )l】 (5･18)
Ou12kT7 UuL2kT1
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(i)入力レベルの不確定性を考慮した単位時間当りの疲労損傷期待値

(5.16)式に含まれている 叫 2k,Oul2k,Ku.2k｡Ⅰ2k(定常応答の場合に

は 0)は明らかに入力としての動荷重 Ft,F2のスペクトル特性を規定す

るパラメータ aの関数である｡ここで aが確定値であれば (5,16)式は計

算できるか,対象とする動荷重は自然界の現象であり aは不確定性を有し

ていると考える方がより現実的である｡このため aの不確定性を考慮して

(5.16)式を修正したものが次式である｡

D12k- -f=1て討.･-･JJ J::sBi(悪 ,i(a.,

f(aK)dSdal･･･H dad (5.19)

ただし

A. パラメータ a.の積分領域を示す

f(al); a.に関する確率密度関数

H パラメータの個数

本節で対象としている様なホワイ トノイズ入力の場合にはスペクトル特性

を規定するパラメータはパワースペクトル強度1個であるので各荷重につい

て各々 S｡g,S｡fで表現すれば (5.19)式は以下の様になる｡

D･2k- 一重.て嘉 一J J /S,::Sβ一(悪 ,fso.(Sos)

×fs｡f(Sot)dSdSogdSof (5･20)

更に βJが整数で (5.17)式もしくは (5.18)式が使用できる場合には,

便宜上 (5.17)式もしくは (5118)式の右辺を VL2k.(ou.2k･Od12k)EO

V12k,(Sop Sot)と置く時,

D 12k- i=1〟 vl 2kJ(So首, Sof,fs｡g(Sog ,fs｡f(Sof,dSogdSof
(5.21)

となる｡故に (5･21)式において fsog(So一)If£o,(Sof)の形を具休的に決

めてやれば Dl2kが以下の如くに求まる｡
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① S｡g,S｡fが一様分布する場合

分布形は (4.32)式で表わされるので,これを (5.21)式に代人すれば

よい｡

D･2k-忘 f=,jg/:FvL2kj(So‡,Sop,dSogdSoF (5･22,

② S｡S,S｡tがレーリー分布する場合

分布形は (4.34)式の通りであり,これを (5.21)式に代人することに

より D12kが得られる｡

Z)12k-
Z紬 -exp(一% ,･･1-exp(一意 )i

圭一鳥 :f

sogsofV12k,I(Sog･Sot,･eXP{-告 一意 idSogdSof
(5.23)

(3) 1荷重のみ作用時の単位時間当りの疲労損傷期待値

前項では2荷重同時作用時の単位時間当りの疲労損傷期待値を導出したが,

1荷重作用時の定式化も前項とほとんど同じである｡

単一荷重としては x-,F.のいずれを用いても定式化は同じであるが.便宜

上ここでは Xgを採用した場合 (すなわち xgに対応する値を D lk とし,

2)2kについては串出を省略)についてその結果を以下に示しておく｡

① S｡gが-様分布する墳合

D,k-七 重.f vlkj(Sog,dSo5
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② S｡gがレ-リー分布する場合

D lk -

拍 lleXD(一% ,i

･exp(-普 ,dSog

f=lJ:gsogv-,(sog,

(5.25)

ここで (5･24)(5125)両式における VIkj(So.)は,(5･17)式もしくは(5･18)

式において oul2k, Ou12k のかわりに ou.k,叫 k を代人した時の値を示して

いる｡



′ー 5.2 数値計算例

本節では前節で開発した解析手法を用いて履歴系構造物の疲労破壊問題に対す

る解析例を示すとともに,新たに提案した疲労間額における荷重組合せ別の巽当

性を確認するために実施したシミュレーション計算結果についても述べる｡

√ヽ＼
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(1) 荷重組合せ別の妥当性の換討

前節では荷重組合せの影響を考慮した年間の累棟疲労損傷期待値に対する新

たな関係式 ((5.10)式 )を提案したが,この関係式の安当性を確認するため

にモンテカルロシミュレーションを実施した｡

シミュレーションは (5.10)式右辺の表現自身が成立するか杏かを検討する

ものであったため,モンテカルロ法によって発生させたサンプルは荷重歴では

なく荷重効果 (loadeffect)としてのある要素における応力応答の時刻歴で

あるものと想定,更に疲労損傷推定に必要なS-N曲線の形については定性的

傾向を示す次式

S- Caexp(-Cβ･N) (5.26)

で簡単に表現することとした｡また応力応答波形は,次の理由により周期 Tf

(確定値)の正弦波モデルで候定した｡

i) 構造物の応力応答の様な挟帯域確率過程では,系の卓遵固有周期で振動

する場合が多い｡

i) 本論文で採用している応力頻度計教法としてのピーク計数法が有効とし

た場合には,挟帯域確率過程での最大ピーク値に他のピーク値も一致さ

せる (すなわち一定振幅化)様な振幅のモデル化は,マイナー則を用い

た累積疲労損傷評価においては,安全サイドのモデル化である｡
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i) 二荷重同時発生時においても,その初期の過渡状態を除いては,i)が

成立する可能性が大きい｡

i) 二荷重同時発生時も含み,一般に外乱か作用した直後の過渡応答部分

は,構造の非線形特性,応答量の初期値,外乱の振幅や位相等により種

々の非定常状態をとり,特定のモデル化を行うことが困難である｡この

ため本論文では,過渡応答部分については,定常とみなせる領域の継統

時間を増加させることで疲労評価に対応できるものと仮定,もしくはそ

れが許容されるケースに限定することとし,過渡応答部分の詳細な取り

扱いは今後の課題とする｡

この場合の確率変数は,応力応答振幅 S(平均値-FJs,標準偏差-os)及び応

力応答継続時間 d(平均値-FLd,標準偏差-od)である｡更に発生時刻 tは

確率ポアソン過程 (平均発生率ニス)に従うものとした｡

シミュレーションで用いた藷定数のうち標準ケース (referencecase)の値

を以下に示す｡

udL-ud2-2･85×10I6(year), qd1-Od2-0･2udL

pst-〃S2-110×107(pa)I Us1-Os2-0･1psL

A1-A2-3.46×104 , Tf-1.0(see)

ca-3.92×108 (pa), Cβ-1.39×10-5

上記値をベースにして FLs及び FLdをパラメータとして年間累横凌労損傷期待

値 D一を求めたものが図5.2及び図5.3であるが,いずれも確率分布形の違いに

よる影響を評価するため応力応答振幅 S及び継続時間 dの分布形として正規

分布,指数分布及び一様分布を仮定した場合について結果を示している｡

回申の理論値は (5.10)式右辺に従い解析的に D■を求めたものであり,一

方シミュレーションは300組のサンプルより得られた累積疲労損傷値を統計処

理して求めたものであるが,確率分布形の種類に関係なく両者は良い一致を示

しており,これにより提案した (5.10)式の妥当性は確認できたものと考え

る｡ただし,前述の正弦波モデル化理由での非該当項目,すなわち,ピーク計

数法以外の応力頻度計教法による渡労損傷評価や,応答過渡状態の詳細取り扱

いを含んだ疲労損傷評価に対しては,(5.10)式の有用性 ･妥当性が別途検討

されるべきであることは言うまでもない｡

1204-



′一ヽ

GiiZ
l

つ

CZ) -自由度履歴系構造物による荷重組合せ効果の検討

疲労損傷問題における荷重組合せ効果の影響を検討するため-自由度履歴系

構造物を用いたパラメータ感度解析を実施した｡対象としたモデル及び構造諸

元は図4.1と同一の強制変位入力と一般外力の2荷重を受ける荷重組合せ間屯

であり第4章数値計算例同様に定常確率過程の場合に限定する｡更に本検討例

では荷重組合せ現蒙そのものに焦点を絞ることとし入力のパワースペクトル強

度は確定値とした｡

荷重組合せの影響を評価するためには対象とする-自由度履歴系の年間の累

額疲労損傷期待値 D暮を求めれば良い｡D'は (5.10)(3.12)及び (3.13)式

を用いて記述されるが,荷重組合せの影響を検討するために以下の様に変形す

るのか都合良い｡

D'- ス1山lDJ+12山2D2+llA2(pdl十pd,)山.2ヱ)12

- (lluムlDL十人2山2D2)il十
lLA2(〃dl+ud2)山l2Dl2

(llP占1g)1十人帥ム22)2)
辛(5.28)

Lp

前式において 山l,〃d!,Pdt2は各々 pdl,〃d2,ud12を秒単位で示したも

のである｡また①は荷重の同時発生効果を無視した場合の年間の累積疲労損傷

期待値を1とする時の,同時発生による累積疲労損傷期待値の割合を示してい

る｡故に①の値が1に比べてオーダ的にどの程度であるかを評価することによ

り同時発生現象を考慮する必要があるか否かを定量的に判断することが可能と

なる｡

(5.28)式におけるDl,D2,D12は (5.17)式もしくは (5.18)式を用い

ることにより得られる｡ 本項では以下の藷定数を用いて具体的計算を実施し

た｡

A-1 , β)-2n-14.0(∴n--7)

Sl-392(【Pa), S2-98(【Pa), a1-392(HPa)

n-50(MPa/cm)
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計算結果として動荷重のパワースペクトル強度 S｡,平均継続時間 〃d及び

平均発生率 )をパラメータに示したものが図5.4である｡仮に荷重組合せの影

響か大きくなるレベルを10~l程度以上と考えれば,同図より 11(ニス2)≧10~1

かつ Pd.(-Pd2)≧lo-2の範囲では荷重組合せ効果の影響は特に大きく･荷重

組合せ現象を無視することは累積疲労による損傷度合を低目,すなわち非安全

僻に評価してしまうことを意味している｡一方 叫 (-〃d2)≦10~4では 1の

値によらず荷重組合せ効果は無視しても良いことになる｡ただし以上の結論は

対象とする構造の非線形特性,材料強度 (S/N曲線)及び外力の特性により

種々異なるものであり,このため荷重の同時発生の可能性がありかつ薮労損傷

が懸念される様な構造物を新規に設計 ･施工する際には荷重組合せの影響を定

量的に十分把糎しておく必要がある｡この必要性に対して前節で開発した解析

手法を利用すれば荷重組合せ効果を含んだ疲労損傷評価が可能になるとともに

荷重組合せ効果の部分のみを抽出 ･検討することもでき荷重組合せの影響を設

計上考慮する必要があるか否かを定量的に判断することが可能となる｡

(3) 三自由度履歴系構造物の疲労損傷解析

前章で取り扱ったと同じ履歴系構造物,すなわち図4.3のモデルを対象とし

て疲労損傷による破壊確率を解析した｡破壊確率解析時の基礎となる評価式に

は既述の如く二種あるが,ここでは不確定性の破壊確率への寄与度の傾向を知

るため Ang&Hunseの式を採用した｡具体的には質点数3個,作用する一般

外力3個とした場合について数値計算を行ったが,計算時に使用した諸定数の

うち標準ケース (referencecase)の値を以下に示す｡

(構造系基本定数)

UL- bJ2- U3- 10.0(fad/s)
gl- f2- E3- 0.01

p2 - P3- 1.0
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(履歴モデルのパラメータ)

Al- A2- A3- 1.0

α1-α2- α3-0.05

81-β2-β3-0.75

7l- †2-73-0.47

(S-N曲線関連パラメータ)

e-1. 01- 392(HPa), 81-14.0

S1- 392(MPa), S2- 98(MPa)

(動荷重パラメータ) (分布は一様分布を採用)

bl- b2- b3- I.0

6.- 6f-800(CR2/S3)

11- 12-0.1(1/year)

pdl- ud2-3･17×10~7(year)(-10sec)

(その他の藷定数)

6Ⅰ-62-63- 1.0

QR-0.9, T- 20(year), け- 9.18×103

以上の諸定数をベースにして夜労損傷による破壊確率 Pf(T)を計算したも

のが図5.5及び図5.6であり,横軸はいずれも耐用年数を表わしている｡図5.5

は破壊確率に及ぼす動荷重平均発生率の影響を示したものであり,図5.6では

動荷重平均継続時間の破壊確率への影響度合を示している｡これら両国より人

力としての動荷重を特徴づけるパラメータ (発生率,継続時間)が破壊確率へ

及ぼす影響の増加割合は,少なくとも本節で使用した藷定数,諸条件を有する

系の場合については耐用年数に関係なくほぼ一定であることがわかる0

一方,不確定性指数ORの破壊確率への影半を標準ケースについて求めたも

のが図5.7であるが,同園よりE2Rの破壊確率へ与える影響はかなり大きい (た

とえばORが0.7-0.45で破壊確率は1桁減少)様である｡このため (5.6)式

を実株に適用するに際しては Angちか提案するORに対して実轍構造の不確定

性を如何に精度良く適合させるかが重要な課題となるものと思われる｡
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図5.2 年間累積疲労損傷期待値と応力振幅平均値の関係
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図5.3 年間累積疲労損傷期待値と継掛 寺間平均値の関係
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本章では荷重組合せを考慮した動的信頼性解析の理論展開として,複数種の動

的荷重を受ける多自由度履歴系構造物の疲労破壊間道を取り上げ,これを評価す

るための解析手法について検討した｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめておく｡

(1) 疲労による破壊確率を推定するには通常累積疲労損傷期待値を井出する必要

がある｡しかし人力となる動荷重の確率論的な荷重組合せを考慮する場合に

は,その応答塵に対する累積疲労損傷期待値の導出に際しても荷重組合せ効果

を考慮することになるため取り扱いが複雑となり現在まで有効な手法が見当た

らない ｡そこで本章においては荷重組合せ問題にも対応可能な累横疲労損傷期

待値の推定法を新たに提案した｡また本推定法の妥当性を検討するため別途モ

ンテカルロシミュレーションを実施し,手法の有用性を確認した｡

(2) 従来解析拭無とされて来た社数の動的荷重の同時発生効果及び構造の振動特

性を考慮した非線形 (弾塑性)構造物の疲労信頼性評価が可能となった｡すな

わち弾塑性復元力特性を示す数学モデルを含む多自由度非線形構造系に対し

て,Fokker-Planck法,マイナー則を適用することにより疲労損傷による破壊

確率を評価しうる理論的解析手法を開発した｡

(3)-自由度弾塑性構造物の荷重組合せを考慮した疲労損傷問題を取り上げ,こ

の構造物の年間当りの累横疲労損傷期待値を種々のパラメータについて求め

た｡更に結果を比較 ･検討することにより疲労問題における荷重組合せ現象考

慮の必要性を明らかにするとともに,当該荷重組合せ現象を把握するために本

章で開発した解析手法が有効であることを示した｡

(4) 本章で開発した解析手法を用いて,三自由度履歴系構造物に対する渡労破壊

確率を具体的に算出するとともに,動荷重の平均発生率及び平均継続時間が破

壊確率に及ぼす影響を定量的に把握した｡更にモデル化や製作上の誤差から発
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生する不確定性を示すパラメータについては,それの破壊確率への影響度合を

示すことにより実機適用に際してはパラメータの推定精度向上が重要な課題で

あることを明らかにした｡
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第 6 章

入 力 の 平 均 値 及 こ戸村 牙斗 弓重 度 の 8ざ ら 一二>き -
経 年 変 イヒ 古こ よ る 弓重 度 イ底 T を 考 慮 し ナこ l

場 合 の 取 り 扱 しヽ

′~＼

′~＼

√ヽ

一｢ヽ

也導

例

の

算

式

計

め

本

借

と

基

数

ま

-1

C
J
3

平均値を有する不規則人力を受ける非線形構造物の,材料強度のばら

つき及び経年変化による強度低下現象を考慮した,初通過破壊に関す

る動的信頼性評価手法について述べる｡

-215-



′~ヽ

FiiZ!

6.1 基本式の導出

第3-5章では荷重組合せを考慮 した動的信頼性評価のための基本的な取り級

い方法について述べた｡本節では.第3-5章で対象外とした問題のうち,ケー

スによっては重要な77クタとなる可能性もある非線形間道における人力の平均

値,材料強度のばらつき及び経年変化による強度低下現象について,これらを考

慮した場合の信頼性への影響を概略評価するために,非線形-自由度系を取り上

げて,これに対する定式化を行う｡

(1) 非線形構造物の不規則応答解析

一般に不規則外乱 N(I)を受ける非線形-自由度系の運動方程式は次の様に

表わされる｡

x+f(x,i)- N(t)

(6.1)式を x-Xl,i-x2として状態変数表示すると,

XI

x2==xI2r ( x ., x,,十W(t, )
(6.2)

となるので (6.2)式においてW(t)を確率過程と考えれば (6.2)式は(XL,x2)

を状恩確率変数とする確率微分方程式となる｡(6.2)式における非定常確率過

程 W(t)を平均値を含んだ形で次の様に仮定する｡

N(i) - 石十e(t)n(I) (6.3)

ここで N-は W(t)の平均値で時間に不変な正の確定値とし,e(t)は時間とと

もにゆっくり変化する確定関数でありまた n(i)は次の特性を有する正規性ホ

ワイ トノイズとする｡
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E[n(t)1-O

Etn(t)n(t十丁)】-2だSo6(て)
(6.4)

E【 ]･ アンサンブル平均

喜O n(t)のパワースペクトルの態度

6(t) : デルタ関数

この時状態確率変数 X-(X.,x2)T はマルコフベクトル成分と考えられる

ので Fokker-Planck法を利用することにより Xl,x2に関する非定常確率密

度関数 P(X,,x2.i)は次式を満たすことが示されるLL)｡

1 -x2若 十⊥ 【PH(X･･X2,-m ･nSoie(t,!2旦

aP

at ax2 相茎
(6.5)

(6.5)式について部分積分操作を繰返せばモーメント方程式が得られる｡次

に (6.5)式の具体的表現を得るため (6.I)式の非線形項 f(x,i)について

考える｡具体的な非線形系としてここでは Duffing振動子を取り上げること

にすればこの時

i(x,丈)- a.i+a2(x十EX3) (6.6)

であるのでこれを (6.5)式に代入することにより非定常確率密度関数 Pが満

たすべき方程式が以下の通り導かれる｡

- --x2甘 十alX2一計 十a2X.惹 .a誹 一計
aP
∂t

一石止し 十alP十方S｡ie(t)t2-建 一
ax2 両

故に (6.7)式を用いることにより Duffing振動子に対するモーメント方程

式を以下の様に求めることができるl日 ｡

÷ E【Xt]- E[Ⅹ2] (6･8)

÷ E[x2】ニ ーa.E[x2卜 a2E[Xl卜 a2e輔 ]十諒 (6･9)
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÷ ElXH - 2E【X･x2]

√~ヽ

(6.10)

÷ E刷 ニ ー2aIE刷 -2a2E【= 2]12a2eElX7x2】十2iE【x2】

十2hSole(t)I2 (6.ll)

亮 一ElXJ2】- E刷 IalElXIX2卜 a2ElXf]-a2eElXl]･iEtX.]
(6.12)

しかし上式には高次モーメント E[X汀 E【Xfx2】,E【X7】を含むため閉じた

方程式群とならずこのままでは解が得られない｡

閉じた方程式群を得るためには種々の方法があるがここでは第2.4節で述べ

たキュムラント打ち切り手法を利用することにより高次モーメントの近似化を

行う｡

本節では3次及び4次のキュムラントの打ち切りが必要である｡すなわち3

次及び4次のキュムラントを 0 とすることにより一般的な次の関係式が得ら

れる｡

0- E[(I.-〟.)(X,-JLJ)(Xk-JJk)】 (6.13)

0- E【(X.-〃i)(X.-〟,)(Xk-〃k)(X.A-〃A)]

- E[(X.1〃.)(X.-〟,)]E【(Xk-Hk)(XL-〃&)]

- E[(‡.-〟.)(‡k-〃k)]E【(XJ-〟,)(XA-〟,i)】

- E[(X.-〟.)(XA-〃JL)】E[(XJ-〃J)(Xk-〃k)】 (6.14)

ただ し,

Lla-E[Xa] a-i,i,k,a

上式は i.∫,k,Qの重複組合せについて成立するが,特にここでは (6.13)
式については以下の2ケース

o(i,∴ k)- (1,1,1)

O- E【(X1-〟l)31



｡ (i,j,k)- (1,1,2)

O- E[(XJ-〟1)2(x2-〟2)】

また (6.14)式については次の2ケース

o(i,J',k,a)- (1,1.1,1)

0-- El(Xl-〝l)4]-3iEl(X.-〃l)2H2

′~､

√~ヽ

(6.16)

(6.17)

｡ (i,j.k,a)-(1,1,1,2)

O- E[(‡1-〟.)3(x2-u2)]13E[(X.-〃1)2]E[(Xl-〟.)(X2-〃2)]
(6.18)

が近似化に必要な関係式となる｡すなわち (6.15)式を整理することにより,

E【沼】-3〃lE[X宇卜2〝子

が待らえる｡同様に (6.16)式より

E【招 2】-2〃.E【X)x2】+〝2E【XH-2〝宇〃2

(6.19)

(6.20)

となる｡(6.17)式については展開形の中に E【XH が含まれるため (6.19)式

を利用することで次式が得られる｡

E【X71- 3iElX紬 2-2pl

(6.18)式についても展開形の中に E【Xfx2】が含まれるため (6.20)式を利用

することにより次の関係式が得られる｡

El招 2]-3E【XHE【X.x2]12〃行2

故に (6.19)(6.21)及び (6.22)式を利用することにより (6,8)～(6.12)

式に対応 した閉じたモーメント方程式群が以下の形で求まる｡

÷ E【X-】- E【x2]



/''■ヽ

÷E〔x2】ニ ーa･Elx2卜 a2E【X･卜 恥 a2gEl頼 十2品 e･石(6･24)
÷ E[X芋1- 2ElXJ2] (6,25)

÷ ElXH - -2a.E刷 -2a2帆 x2]-6a2eElX!]Et= 2】

十4〃子〃2a2g十2iElx2】十2xS｡手e(I)‡2 (6.26)

÷EHIx2]- E刷 -azE[X･x2]-a2Et拙 -3a2- 紬 2
十2ula2E十戒【Xl] (6.27)

(6.23)～(6.27)式の連立方程式を解くことにより各モーメントの非定常応

答解を求めることができるが本節では特に定常解に注目して解析を行うことと

する｡すなわち e(1)を単位ステップ関数1(I)と考えた時,十分に時間が経

過した後の定常状態においては (6.23)～(6.27)式の左辺は 0であり e(t)-

1であることから各モーメントは次の形で表わされる｡

E【X.]- -3P,eElXf]十2〃行十一ゴー
a2

Elx2]- 0

ElX亨1-

(G-

-(ala…+3〃lEala2i)十ノ甘
6ala書e

(a.a茎+3〃.ea.a2i)2+12ala蔓ei2u子〃2a2g2

十a2XSo十21右a-a…十2〟子Eala2i十aJ(i)2‡

JSo
E【沼】- -

al

E[XJx2]- 0

上式において (6.28),(6.30)両式は速成しているのでこれは反復法等により

解を求めることになる｡

なお,(6.30)式におけるCは通常の2次方程式における根の判別式に対応

する部分であり,ここではGを示す式の右辺第2項が正であることが,正の実
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数としての二次モーメントEl沼】が存在するための条件となっている｡
以上により各モーメントが得られるのでこれらの値を用いて x及び 立に関

する分散値 最,最 と共分散値 Kxxが次の様に求められる｡

2
qx- E【X芋]-iElXl‖2
2
ox- E【X;]

Kx女 -0

′~ヽ.

rヽ

′~ヽ

′~ヽ

3

一n｢

5

日廿A

n且且

.且九

6

亡U

亡U

a)初通過破壊間道

ある時刻 tにおいて振動変位が正の傾きをもってある一定レベル aを単位

時間当りに交差する回数の期待値 ソ;(I)は応答が定常である時信頼性理論に
ょり12】,

vi(t)-/oiP'a･i)di (6･36)

で与えられるので (6.36)式における定常確率密度関数 P(x,i)の形がわか

れば ソ;(I)が求められる｡なお (6.36)式では応答が定常であるにもかかわ
らず左辺は時間の関数となっているがこれは材料の経年変化による強度低下現

象を考慮しており aが時間の関数となっているためである｡

ところで xは応答変位であるが最終的な信頼性評価は一般に応力レベルで

行われるので S-bx(Sは応力を示す)なる比例関係が成立するものと考えた

場合には,ヤコピアン Ulを用いた次の変換公式

P(S,S)- P(x,x)FJl (6.37)

を利用することにより応力レベルでの単位時間当りの超過回数期待借 り;(I)

が求まる｡具体例として (6.36)式での Pの形として近似的にガウンアン確

率密度関数が仮定できる場合には,レ;(t)は (6.35)式を考慮しつつ文献吊の

結果を利用することにより次の様な解析的表現が可能となる｡
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V;(t,-⊥ (A ,exp(一意 ,2z ox
(6.38)

なお.上式における (q史/ox)の項は系が線形-自由度系の場合には良く知

られている様に系の固有円振動数に等しくなる｡

(6.38)式において閉値すなわち Sの値が確定値であれは (6.33),(6.34)

両式を用いて V;(t)の値を計算することができるがここでは不推定量である
ため直接には求められない｡また (6.38)式は応答に平均値を含まない場合に

おいて導出されているものであり本節で取り扱っている平均値を有する応答に

関してはそのまま成立するものではないがこの点の補正については次項にて述

べる｡

(3) 材料のばらつき及び経年変化による強度低下特性の考慮

応力レベルでのある閉値 Rを通過する単位時間当りの超過回数期待値ソ;(t)

は (6.38)式により求められるが,Rが不確定量の場合には確率密度関数を

fR(t)とすれば材料強度のばらつきを考慮した超過回数期待値 リ+(t)として

次式

巧手-jRV蒜(t'fR(t'dR (6･39,

による評価を行う必要がある｡ここで 恥 は変数 Rの存在領域を示す｡fR(t)

の形は数値計算を行うため任意のもので良いが,ここでは理論的な見通しをつ

け易い様にするため解析解が得られる正規分布を取り上げることとし,更に材

料の強度低下モデルとしては種々のものが提案されているが【3J～(5】ここでは

もっとも簡単なモデルとして次の形を仮定する｡

1 (R一百･)2
fR(t)-扇 ~exp卜｢訂~i
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ただし P■は f7の平均値でありこの値を,荷重履歴には依存せず単に材料の

経年変化による強度低下モデルとして

R●- Roexp(-at) (6.41)

の形でモデル化する｡(6.40)式における oRはRの標準偏差でありこの値は

時間に対して不変と仮定する｡(6.40),(6.41)及び (6.38)式を (6.39)式

に代人することにより tJ+(t)が求まる｡ただしこの値は前項でも述べた如く

平均値を含まない応答の場合について有効であり平均値を含む場合には何らか

の修正が必要となる｡これは応力レベルでの応答平均値相当分を材料強度の平

均値から差引くことで今までの定式化に何らの修正をも加えること無しに応答

平均値の効果を反映することが可能となる｡すなわち (6.41)式の代わりとし

て次式

RJ-- all-bElXl】-Roexp(-at)-bE【ll] (6.42)

を用いることにより応答平均値の効果を含んだ超過回数期待値を以下の様に求

めることができる｡

V'(t,-JT(fT,冒,x2q州 eXPり(e~at一志 EtX.1,28 (6･43,

ただ し

1

A- ぅ毒 十五 十前 言 -

ユニ R芸 po2

4Aq孟 2g孟

次に信頼度について考える｡一般に材料強度は正伸と負側で同じ特性を示す

と考えて良いが今の場合は応答に平均債分 (>0)を含むため正側の超過回教

期待値 レ+(t)については (6.43)式で示される様に E【Xl]を含む項で修正を

行っており,同様の修正を負側の超過回数期待値 tJI(i)についても行うこと

により,両側初通過間速としての,ある時刻 tまでに応答応力が材料強度を超

えない確率 (信頼度)Ps(I)及び超える確率 (破壊確率)PF(t)をポアソン近

似を仮定することにより以下の通りに求めることができる｡
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ps(t,-exp〔-J:･前 言 iT;"t･
t

- exp〔jT(-2x7,冒;XORI. lexpり(e-at一意 E[X誹 ‡

･ expo(e~at十一か xJ)2t]dt〕

PF(t)-1-Ps(I)

′-ヽ

ただし,応答の平均値分が正であることから り+(t)> リJ(t)であることは

明らかであり,このため安全側の評価としては リ-(t)が V'(t)に等しいと考

√ヽ えて (6.44)式を次の様に近似化することも可能である｡

ps(I,- exp3-2ftW dt‡
t

- exp[h (-2xl,冒;XOR/.expり(e-at-⊥ E【X潮 dt･Ro

(6.46)

なお,第6.2節の数値計算例における破壊確率の算出時においては (6.46)式

を (6.45)式に代入したものを用いている｡

√~ヽ

e
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6.2 数値計算例

本節では前節で定式化を行った解析手法を用いて-自由度非線形構造物の初通

過破壊問題に対する解析例を示すとともに,シミュレーション計算結果との比較

による解析手法の妥当性の確認についても述べる｡

√ヽ

√~ヽ

′｢ヽ

解析対象としては図6.1に示す様に非線形復元力を有する-自由度系が見や波

浪の様な平均値を含む不規則外乱を常時受ける場合についての初通過破壊問題を

考える｡

運動方程式は

RXJ十ci十k(x十£x3) -F

で表わされるので

i (≡2叩o)- a,
I

-i (≡us)=｡2
m

F
- - td(t)
n

(6.48)

と考えれば (6.1)式及び (6.6)式で記述される Duffing振動系となり前節で

述べてきた方法により初通過破壊確率を算出することができる｡

数億計算において標準ケース (referencecase)として使用した藷定数は次の

通りである ;7-0.01,u0-20(1/S),S0-65(cn2/S3),oR-19_6(MPa),R0-470

(HPa),α-7.13×10~3(1/S)(50年後に初期強度の0.7倍に低下する億),

e-0.1,b-88(MPa/cm),W-200(CM/S2)｡図6.2は Soをパラメータとして応答

モーメントを示したものであるが,図中には理論解析結果と同時に250波の模擬
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宮 早

図6.1 1自由度非線形モデル

人力波を用いたモンテカルロ法による数値実験結果もプロットしている｡両者は

良く一致 しており解析理論の実当性を示 しているものと言える｡

耐用年数 Tを50年とした場合についての種々の計算結果を図6.3-図6.6に示

す｡図6.3及び図6.4は標準ケースにおける信頼度,破壊確率,単位時間当りの超

過回数期待値及び中央安全率 m(t)の変化状況を示すものである｡本節では中央

安全率として以下の定義を用いている｡

捌くt)- 霊宝慧票芸書芸笠 E岩冒;:t, (6･49,

図6.5及び図6.6は破壊確率の値に彩響を及ぼす入力レベル So及び強度低下特

性パラメータ α の寄与の度合を表わ したものである｡ これらの図よりパラメー

タ変化の影響は耐用期間が長くなる程顕著に表われることがわかる｡

更に図6.6からはメインテナンス, 品質管理等に関する重要な情報を引き出す

ことが可能である｡すなわち計算に使用した藷定数が正しいものであると仮定し

図6.6の結果が得られているとすれば,20年程度から破壊確率の増加の割合が大

きくなり特に referencecaseより大きなパラメータ値を有する α-0.0139(50

年後に初期強度の0.5倍に低下する値)のケースではその傾向が顕著であること

から,構造物が破壊しない様にするには20年程度で部材を交換するか,あるいは

強度低下特性パラメータ αが referencecaseよりも小さい部材を選定すること

が望ましいことが分かる｡以上の様に本章で取り扱った解析手法によれば材料選

定や部材交換時期の設定に際して有力な判断資料を握供することが可能となる｡
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6.3 まとめ

本章では平均値を有する不規則人力を受ける非線形構造物に対し,材料強度の

ばらつき及び経年変化による強度低下現象を考慮した場合における動的信頼性評

価への影輩を.簡単な非線形-自由度系を例にとり検討した｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめておく｡

(1) 不規則入力が平均値 (直流分)を含む場合には,系か繰形の時には重ね合わ

せ手法が有効なため平均値による応答は独立に評価できるが,非線形系の壌合

には重ね合わせ手法が利用できないため応答解析時には平均値分も同時に評価

する必要があり,特に応答モーメント量の導出に際しては特別の工夫が要求さ

れる｡そこで本章ではキュムラント打ち切り手法を反復使用することにより非

線形構造物の初通過破壊間額を評価しうる解析手法を新たに開発した｡なお本

章では非線形系として一自由度 Duffing振動系を取り上げこれに対する定式

化を行っているが.開発した手法は多自由度系へも拡張可能な汎用性の高い手

法と考えられる｡

G!)前章までは動的信頼性解析の中でも比較的応答サイ ドに主眼を置いた検討を

行って乗たが,本章では構造物の耐力 (強度)サイ ドについてもその特性に注

目した検討を行った｡すなわち材料強度のばらつき及び経年変化による強度低

下特性を考慮する坊合の初通過破壊間道評価への定式化を行い,それらのパラ

メータが動的信頼性評価へ与える影響を定量的に把握できることを示した｡更

に経年変化による強度低下特性を考慮した場合の動的信頼性における中央安全

率の概念を新たに導入することにより従来の静的信頼性における中央安全率同

様に構造安全性 ･信頼性評価上の指標の一つとなる可能性があることを示し

た｡

(3) キュムラント打ち切りの反復法を Fokker-Planck法に適用することにより

得られる応答モーメント量に関しては,別途モンテカルロ法による数億実駿を

行った｡その結果,理論解析と数値実験による両者の値は良い一致を示してお

り本解析手法の巽当性が十分に確認できたものと考える｡
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(4) 入力レベルSo及び強度低下特性パラメータaが破壊確率に及ぼす影響を定量

的に把捉するとともに,これらのパラメータを含んだ破壊確率を評価 ･検討す

ることによりメインテナンス,品質管理等に対して有力な判断資料を提供でき

る可能性があることを示した｡
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第 7 章

動 白勺 イ言 葉巨i生 評 価 手 法 の 応 用 と 今 後 の 展 開

7.1 荷重強度係数設計法への応用

7.2 確率論的地震 リスク評価間複への応用

7.3 今後の展開と研究課題

7.4 まとめ

動的信頼性評価手法の実用面への応用例として,荷重強度係数設計法

への展開と確率論的地震リスク評価間額への応用について述べるとと

もに,今後の重要な研究課道について述べる｡
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7.1 荷重強度係数設計法への応用

第3-5章では主に荷重組合せ間蓮に対する理論的解析手法の開発について逮

べたが,本節ではこの荷重組合せを考慮した動的信頼性解析の実用面への適用と

して荷重強度係数設計法への応用例について述べる｡なお本節では破壊モー ドと

しては初通過破壊を対象とする｡

(1) 必要コー ドフォーマットの選定への応用

荷重強度係数設計法 (LoadandResistanceFactorDesign;以下LRFD

法と略す)は従来の許容応力設計法に代わる新しい稲造設計法として注目され

ており,近い将来我国にも橋梁関係を中心にLRFD法への移行が予想されて

いる｡

LRFD法については多くの文献 ･解説書が存在するので【1】一日 OJ詳細は省

略するが,概念的には以下の様な表現式となっている｡

∑T7.,Gi≦ 抑
I

(j-1,2,3,･-- )

(7.1)

上式をより具体的に表現するため外力として死荷重と他の動的荷重2個を対象

とする場合について考えてみる｡この場合には基本的には以下の3つのコー ド

フォーマット(設計規範式)か考えられる｡

EID十7日Ql+TL2Q2≦ dR

E2D十721Ql≦ 抑

E3D十732Q2≦ ¢R
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ここで,

R ; 対象とする限界状態に対する構造物の抵抗値 (応力,

変位 etc.)であり公称値で示される

D ; 死荷重による構造応答としての荷重効果を示すもの

でありRと同次元の公称値

Ql,Q2; 動的荷重 Ft,F2による構造応答としての荷重効果

を示すものでありRと同次元の公称値

¢ ; 強度係数

E. ;Dに対する荷重係数
E,I Ql,Q2に対する荷重係数

原則として (7.2)～(7,4)式による安全性の照査はすべて実施する必要があ

る.しかし二つの動荷重 Fl,F2か偶発的かつ断続的に発生するケースを想定

した場合,仮に両動荷重の同時発生による効果が全体の破壊確率 (あるいは信

頼度)に与える影響が小さい,すなわち無視できる程であれば (7.2)式の照

査はコー ドフォーマットとして規定する必要がなくなるため,設計サイドに

とっては設計合理化 ･時間短縮化にもつながる重要な開襟である｡この必要

コー ドフォーマット絞り込みの問選については従来定量的な検討があまりなさ

れていない様であるが,本研究で提案する解析手法を援用することにより定量

的な評価が可能となる｡これを (7.2)～ (7.4)式のコー ドフォーマット群を

対蒙とした場合について以下に述べる｡

死荷重は常時作用する荷重であるから (7.3)(7.4)式は原則として省略す

ることはできない｡一方 (7.2)式は二つの動荷重 F),F2の同時発生の可能

性を考慮したことにより現れている照査式であり,仮に現象的に二つの動荷重

が同時に発生することは無い場合には (7.2)式を考える必要は無い｡また同

時発生の可能性があっても同時発生現象による破壊確率が全体の破壊確率に比

べ無視し得る程小さければやはり (7.2)式は考慮する必要が無い｡故に動荷

重が同時発生する場合と単独発生時の破壊確率を個別に定量的に評価できれば

(7.2)式をコー ドフォーマットとして考慮せねばならないか否かを定量的に判

断できることになる｡なお,(7.2)～ (7.4)式のコー ドフォーマット群を対

象とする場合においては,Dが常時作用する死荷重による荷重効果であること

.

.

.

.

.

.
一

一
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から (7.2)式を考慮するか香かの議論においては二つの動荷重による破壊確

率の比較 ･検討を実施すれば良い｡

本節では真件的な試計算のための解析モデルとして図7.1の様な-自由度線

形モデルを取り上げ,これに平均値を含まない強制変位入力による荷重と平均

値を含む一般外力の二種類の動的荷重か作用する荷重組合せ間道を想定し,更

に応答量は変位ベースで表現することとした｡

一Z-;g
図7.I -自由度線形モデルと動荷重特性

図7.1においては,x及び x.は各々絶対変位,基部強制変位を示し,また M.

良,C は質量,剛性,減衰係数を表している｡相対変位 x,(-x-x-)について

運動方程式を示すと次式の様になる｡

RXr+cx,十kx.- F(t)-rIX.

ここで平均値を含む一般外力 F(t)のモデルとしては

F(t)-F｡十F◆(t)

(7.5)

(7.6)

の形を仮定する｡すなわち推定値としての平均債分 F｡と平均値を含まない確

率過程 F●(t)の線形和で F(t)がモデル化できる場合を想定する｡更に確率

過程としての F'(t)及び x.は互いに独立な定常確率過程とし,次の様に仮

定する｡

LlU
++ - nf(t)

(7.7)



-x.- n.(t)

√ヽ

′ー■､.

′~ヽ.

(7.8)

ここで nf(t)及び n.(t)は次の特性を有する正規性ホワイトノイズとす

る｡

E【nl(t)]- O

E【nI(t)LIT(t十で)】-2TSoJ6(I)

(I-∫,g)

ただし,

) (7･9,

E【 】; アンサンブル平均

Sol nl(t)のパワースペクトル強度

6(T) ; デルタ関数

一方,図7.1の系における初通過破壊擢率は (3.9)(3.10)(3.12)及び

(3.13)式を用いることにより次の通りに表される｡

Pf(T)- Tvf山flf十Tv一山.1g十TリfgPdf.Aflg(〃df+pd.) (7･10)

ここで,

レl(1-i,g); 荷重 Iのみが存在し,かつ発生した時,応答

量が限界値を超過する単位時間当たりの条件付

超過回数期待値 (1/see)

L/f. : 荷重 f,gが存在し,かつ同時に発生した時,

応答量が限界値を超過する単位時間当たりの条

件付超過回数期待値 (1/see)

Al(l-f,g); 荷重 Ⅰの平均発生率 (i/year)

udI(l-f,g); 荷重 Zの平均継続時間 (year)

山I(I-f･g)･pdfg;平均継続時間を秒で表現したもの (see)

T ; 耐用期間 (year)

である｡(7.10)式の右辺第1項は明らかに一般外力のみが存在する時の破壊

確率を示しており,第2項か強制変位入力のみによる破壊確率,第3項は一般
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外力と強制変位人力が同時に発生する事象に対する破壊確率を示している｡故

に (7.10)式右辺第3項の値が第1,第2項に比べ充分に小さい場合には全休

の破壊確率へ及ぼす影響が小さいということで (7.2)式による安全性照査は

省略することが可能となる｡

(7.10)式における LJt(I-f,g),LJfg は,限界状態を相対変位 x,がある閥

債 d..axを超過するか香かで規定する場合,第3.2節での多自由度系に対する

定式化を利用することにより容易に次の様に求められる｡

U｡ Eu三(dmx-d.)2
vr= ÷ expl~ I-U､~:;:,uu′ i疋S｡f

ソg = - .eXP(一塩 -)
冗 XSo.

レf8 - - -eXP 1 - Eu3(dmax-do)2壬
花 花(S｡f十 S｡g)

ここで,

uo-仔 ･E-丁旨 ,do- Fko
ただし本節では荷重組合せ解析手法の荷重強度係数設計法への応用可能性を示

すことが主眼であるため (7.ll)～ (7.13)式に現れる藷定数はすべて確定値

と考えられる場合について次に適用例を示す｡

[適用例]

荷重の同時発生による破壊確率が全体破壊確率値へ及ぼす影響を評価する

には (7.ll)～ (7.13)式を (7.10)式に代人し,次の様に変形するのか分

かり易い｡

Pf(T)- T(リfPdflf+レ如 .1g)ll+

×〔1十

yfgPdfglFAB(pdf十ud
(yf山fAf十リg山.1g)

- T(vfPAflf+V.叛 Ag)

g最(dnax-d｡)2
山T.1rA.(pdt+ud.)expI~ ':7ミニ:lIq/_て′ 手疋(Sol+So一)

EU3(dmax-d｡)2
[山(lfeXP卜 '-U'V:;二 一U′丈S｡f 汁 吋 .exp(-一曲 -)】FS..

(7.14)
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前式における①は,荷重の同時発生効果を無視した場合の破壊確率を1とす

る時の,同時発生による破壊確率の割合を示している｡故に(Dの値が 1に比べ

てオーダ的にどの程度であるかを評価することにより同時発生現象を考慮する

必要があるか杏かを判断することが可能となる｡

E-0･01に固定し･lf(ニス.)(1/year)及び pdf(-〃dg)(year)をパラメー

タとして (7.14)式の①の部分を,他の諸定数 (dHx(cn),d｡(cn),uo(rad/

see),SOT(-So.)(cn2/sec3))の種々の組合せについて計算したものが図7.2

-図7.9である｡同園より dmx,d｡,U｡,SOT(-So‡)については

d..ax 一 大

d｡ - 小

b). - X

SOT(-SOB)- 小

となる時,荷重の同時発生効果の全体破壊確率へ及ぼす影響が大きくなること

がわかる｡韓定数が上記傾向にある場合はいずれも初通過破壊確率値は小さく

なる方向にあり,このことは第4章で既に図4.5に関連しても述べた如く通常

の設計目標とする低破壊確率領域での荷重組合せ考慮の重要性 ･必要性を示し

ている｡たとえば図7.9の結果が実際の現象として得られていると仮定した場

令,lf=Af-1･0及び 〃df-的 .=2･0×10-4 なる荷重特性に対しては･荷重

組合せ効果を考慮しなければ破壊確率を2桁も低く非安全側に評価してしまう

ということになる｡

ところで必要コー ドフォーマット選定の面から考えると,対象とすべき外荷

重及び構造系を設定し(7.14)式の(かに従う図7.2-図7.9の様な種々のパラ

メータ計算を実施,挨討することにより同時発生現象を考慮する必要があるか

否かを判断することになる｡この場合の (7.14)式の①に対する目安となる値

は構造解析法や使用データ等の不確定性を考慮に入れると10-Lのオーダ程度と

考えられる｡この値を仮に基準値として採用し,更にたとえば荷重特性か

10-2≦Af(-Ag)≦10l,及び 2･0×10-6≦叫 (-〃dg)≦2･0×10-4 の様な領域

にある場合に,検討結果が図7.8あるいは図7.9の形になったとすれば,この時

には同時発生現象を考慮する必要があるということになり (7.2)式は省略す

ることはできないという判断を下すことが可能となる｡
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図7.2 荷重組合せ効果の寄与度 (case1) 図7.3 荷重組合せ効果の寄与度 (case2)
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図7_4 荷重組合せ効果の寄与度 (case3) 図7.5 荷重組合せ効果の寄与度 (case4)
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図7.8 荷重組合せ効果の寄与度 (case7) 図7.9 荷重組合せ効果の寄与度 (case8)
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C2)合理的な荷重係数設定への応用

LRFD法においては,たとえば前項の様な動的信頼性解析の利用により必

要なコードフォーマットが絞り込まれたとして次の重要な課題は部分安全係数

としての荷重係数及び強度係数を如何に合理的に設定するかという点である｡

この重要な間額はLRFD法なる概念の豊壌時期より現在まで多くの研究者に

より検討されて来ているがその方法は大別すると以下の3通りである｡

① 2次モーメント法

② 評価関数法

③ キャリブレーション法

2次モーメント法は,強度や荷重の2次モーメントまでの量としての平均及

び分散を用いて信頼性に関する不等号表現式を導出し,これと部分安全係数を

含むコー ドフォーマットを対比させることにより部分安全係数を求める方法で

あり,LRFD法開発初期より用いられている代表的な方法である日日～【13】

評価関数法は概念的には部分安全係数をパラメータとする以下の様な評価関

数 Jを

Jくれ , ‥, ¢,, )- ∑(log.08.1logJOO:)2 (7.15)
)

ただ し,

部分安全係数

指標の実現値

指標の設定目標値

最小化する様に ¢.を決定するものであり,近年本方法による研究が増加しつ

つある｡なお (7.15)式の評価関数の形は一例であり種々のものが提案されて

いる｡更に 8iとして何を対象とするかにより詳細な研究内容が異なってく

る｡8.としては破壊確率を採用するものIL4】-(17】,安全性指標 (β値)杏
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対象とするケース【181【19】ぁるいは強度を用いたもの【20】等がある｡

キャリブレーション法とは現行の許容応力設計法によって設計 ･施工された

既存の構造物を対象として,これと同程度の断面形状がLRFD法により設計

できる様に部分安全係数を設定しようとする方法である1211｡

以上いくつもの方法論が提案されているが.これらの中には静的信頼性理論

をベースにしているものや,応答評価を避けて応答解析結果としての荷重効果

と強度について議論しているものが多く,動的荷重を受ける柔構造物の様に本

来動的信頼性解析による評価が必要と思われる分野については十分な検討がな

されていない｡そこで本項では動的信頼性理論に基づく部分安全係数設定のた

めの一方法について以下に述べる0

本項では従来あまり検討がなされていない複数の動的荷重を受ける柔構造系

に対するLRFD法への展開例として図7.1のモデルを用いた検討を行う｡こ

の場合の対象となるコー ドフォーマットは既に述べた如く (7.2)～ (7.4)求

であり,しかもこれらはいずれも必要コー ドフォーマット絞り込み作業の結

果.残すべきコー ドフォーマット群として判断されたものと仮定する｡ここで

は複数の動荷重に対する方法論を示すことができる様に (7.2)～ (7.4)式の

中で (7.2)式を具体的な対象として取り上げる｡更に (7.2)式においては,

図7.1のモデルが水平方向加振の間道で死荷重による影響は無視できるケース

に限定し,また荷重効果の不確定性に比較して強度のそれは小さく従って¢-1

と仮定できる場合を想定すれば (7.2)式は次の様に縮小化した表現となる｡

7fQf十7gQg ≦ R (7.16)

すなわち本項では最適荷重係数設定問題のみを取り扱う｡

まず,荷重係数 Tf,7g を適当な億に固定して (7.16)式を用いて図7.1の

構造物の断面係数を決定する｡(7.16)式における Qf,Qg は各々平均値を含

む一般外力 (Ff)と平均値を含まない強制変位入力による荷重 (ド.)が作用し

た時の応答値 (荷重効果)の特性値であるが,この億をここでは (平均値十標

準偏差)で代表させ縛るものとする｡また構造物は片持梁タイプでモデル化で

きるものとしてその全長,ヤング率,断面2次モーメントを各々A,E,】で

表す｡更に応答値としては変位量を考え,(7.16)式は合理的 (経済的)な設

計となる様等号を採用することにすれば結局次式が得られる｡
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憲 7f(F｡十叶 ,十憲 一TgmJxg- R≡ 客 (7･17,

ただし,

叩 ･･Oxg; 一般外力変動分及び入力加速度の標準偏差

ab ; 構造物の許容応力

Z ; 構造物の断面係数

(7･17)式における oF･･q父gは･Fr及び 文書を前項同様に正規性ホワイ

トノイズで仮定する時には理論上無限大となるか,実際の現象では有限の周波

数域にのみ存在する (すなわちピンクノイズ)ことを考えて (7.7)～ (7.9)

式を参照して次の様に近似する｡

op･- mJ262fS｡f

ux.- √宮古;舌言

ただしQf,E2gは各荷重に含まれる最大周波数を示す｡(7.18)(7.19)丙式

杏 (7.17)式に代人することにより対象構造物の断面係数が以下の通りに求ま

る｡

Z- (｣｣)iTf(F｡十mノ~~煎汀訂言)十,gmノ2OiS..i (7.20)
ab

更に (7.20)式を利用することにより構造物の固有円振動数 U｡(-JW )ら

次の様に得られる｡

Uo =
(一言訂 )hf(旦 十ノー- 至后)十7g√諏 訂 (7･21)

3El
■

次に (7.21)式で示される固有円振動数を有する図7.1の構造系に対する初

通過破壊確率 P(T)を動的信頼性理論により求める｡ これは対象としている

コー ドフォーマットが (7.16)式の二荷重同時発生現象に対するものであるこ

とから (7.10)(7.13)両式を利用することにより次の様に求められる｡

P(T)-
lfAg(〃df+pd)U｡ 最 (dmax-d｡)2

Z(S｡f十S｡g)
i (7.22)
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ただし,

d.ax- F7- abZe27巨T

F｡

d0 - - - ÷ (i ,k

であり.また S｡f,S｡.については第3.2節で述べた通り確率変数としての取

り扱いも可能であるか,その場合には最終的な解を数式表現で示すことは非常

に煩雑となるため.本項では理論的な見通しをつけ易くするという軌点から

SOヂ,S.Eは推定値として (7.22)式を導出している｡

ところでコー ドフォーマットはできる限り種々の剛性,質量を有する構造物

に対して有効なものでなければならないため.荷重係数 Tf,†書の設定に際し

てもこの点を十分に考慮する必要がある｡(7.22)式において剛性及び質量に

関係した項は各々 (潔 -,I(且 ,であることから･これらの種々の値にm

対して縫合的に最適となる 7f,7.が設定できれば望ましい｡そこで本項では

次の様な評価関数を導入することとした｡

M ～ logl0Pl-loglOPij(T)
J(7P,7.)- ∑ ∑it-1Jtl logIoP●

i2 (7.25)

ここで,

Pl ; グ-ゲットとしての破壊確率

p,i(T,; (7･22,式において (客 ,1,(与 ,,を代入し

た時の値

故に (7.25)式を最小とする Tf,7.を求めることかできれば,その儀が多

くの構造物においてその破壊確率を目標値にもっとも近づける可能性の高い最

適荷重係数 70f,70.ということになる｡

【適用例]

具体的な計算に際しては (客 ,.及び (句 のオーダを推定するI n J

必要があるが,厳官には対象とする製品や外力が決定されないと決まらない

ため,ここでは便宜上次の値を想定した｡



｢､

･悪 -,M -30･0･ (悪 ,… -50･0 (C･,

･亨 ,帥隻 - 1･0 (亨 ,最大昔 -100･0 (cm,sec2,

上記値を6分割 (H-N-7)することにより (7.25)式を求めた｡なお上記

以外の値で本項では固定して使用した藷定数は次の通りである｡

T-20 (year)

E-0.01

Of- Qg-3140.0(一ad/see)

残りの定数である P●,Sot(-Sot)(cm2/sec3),Af(-1E)(I/year)及び

pdf(-Pd.)(year)についてはパラメータとして種々のケースについて荷重

係数と評価関数の関係を求めたものが図7,10-図7.15である｡なお図中の曲

線は 7t,7gを各々40分割,合計1600に分割されたメッシュ毎に計算された

J値を用いて推定したものである｡図中には得られた最適荷重係数の値及び

その時の評価関数値も示されている｡

図7.10-図7.15においてはいずれの場合も評価関数に極値が存在してお

り,これより種々の構造物の破壊確率を目標値にもっとも近づける可能性の

高い荷重係数が定量的に設定できたことになる｡ところで評価関数の最小値

は各図で異なっているが,これは構造物破壊確率の目標値への接近度合が各

ケースで相違しているためである｡すなわち評価関数最小値が小さい程.対

象とした構造物/外力系については目標破壊確率 P●に近づく様な構造設計

か可能ということになる｡一方評価関数最小値が大きいものは現在のままの

構造物/外力系では P●に接近することは困難であり,この壌合には構造物

/外力系を変更する (具体的には構造様式の規定や施工環境 (サイト)の制

醍)か,構造物/外力系 (の藷定数)が何らかの理由で変更できない時には

P●の債を再検討して修正することになる｡

以上述べた如く,評価関数法を用いれば最適荷重係数を定量的に推定し得

るのみならず,構造物/外力系と設定すべき目標破壊確率とのバランスの程

度を定量的に評価し得るメリットを有している｡
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rヽ

0.6 1.0

7f

図7.10 最適荷重係数の探索 (case1)

0.5 1.0

γf

図7.11 最適荷重係数の探索 (case2)
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J｢

0.4 1.0

7f

図7.12 最適荷重係数の探索 (case3)

0.4 1.0

γf

図7.13 最適荷重係数の探索 (case4)
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7.2 確率論的地震リスク評価開署への応用

第2-6章の理論展開においてはすべて構造諸元値は確定値とみなした解析杏

行っている｡しかし対象とする間額によっては構造諸元のばらつきが大きいも

の,あるいは信頼性評価上から構造諸元のばらつきの定量的評価が必要となる

ケースもある｡そこで本節では構造韓元のばらつきを考慮した場合の動的信頼性

解析手法を,構造物の確率論的地震リスク評価閉鵜を具体例として述べる｡

(1) 構造物の確率論的地震リスク評価間道

地震時における構造物の耐震総合安全性 ･信頼性評価を行うことを目的とし

て実施される確率論的地震リスク評価 (ProbabilisticSeisnlicRiskAssessq]ent

;以下地震PRAと略す)は,現在まで原子力発電所や高層建築等の重要構造

物を中心として活発に行われている【22日 231｡特に原子力発電所については,

地震のみならず他の外的事象に対しても取り扱い指針が公表されており【241

近年PRAに関する膨大な文献,資料が報告されるようになっている｡

地震PRAの解析手法は大別するとモンテカルロ法をベースとしたSSMRP

(SeismicSafetyMarginResearchProgram)法t25】と,従来の確定論的耐震

設計をベースにした安全係数法 (Zion法とも呼ばれる)(甘m･1)の2通りであ

るが,前者の方法は膨大な費用がかかるため民間ベースではほとんど後者の方

法が採用されている｡

ところで安全係数法では入力及びシステムに含まれる各種の不確定性は安全

係数と呼ばれる量で表現するため安全係数の推定精度がそのまま全体のリスク

評価へ影響を及ぼすこととなり,統計量としての安全係数を如何に精度良く求

めるかが安全係数法実施上の重要な課題の-つとなっている｡従来安全係数の

設定は主にモンテカルロ法もしくは経験的に行われており,物理的見通しが得

やすい解析的アプローチについてはほとんど実施されていない｡そこで本節で

は構造諸元のばらつきを考慮した動的信頼性解析の例として,上記安全係数の

一部を解析的に評価しうる一手法を新たに碇案する｡
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GZ)不確定構造系の確率論的地震応答解析【26日 27)

人力としての地震加速度のパワースペクトル密度が SE(0)で与えられた時,

一般の線形多自由度構造物における任意点 Fの応答加速度パワースペクトル

督度 SF(U)は,対象とするシステムが定常確率過程とみなせる場合には次の

様に表される｡

′~L

′【､

′~ヽ

C

SF(U)- G(U)SE(ひ) (7.26)

ここで G(U)は人力加速度に対する応答絶対加速度の周波数応答関数ゲインの

2乗である｡

次に構造諸元 (ヤング率,ポアソン比,質量,減衰 etc)‡kのばらつきを

含む表現として本節では次の様な形を仮定する｡

Xk- x2(1+ak), (k-1.2, ･････,n) (7.27)

ここで,

XkO xkの期待値

qk ; 期待値 0の微小確率変数

構造諸元が (7.27)式の様にばらつきを有する時には G(U)もゆらぐことに

なるがその形は摂動法を採用する場合には次式の通りとなる｡

G(u'- Go(u'十呈GL'U,qk十十 真1蓋世 U,qkaA十 .Ik王1

ただ し,

Go(u) Xkが期待値に等しい時の G(U)

Gl(u) G(u)の αkに関する1次変動率

Gli(｡); G(u)の ab,OLに関する2次変動率
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(7.28)式を (7.26)式に代人することにより SF(U)の摂動表現も以下の如

くに示される｡

sF(u'- S芦(U,十三鉢 (U,ak十十 真1蓋世 U,akaL十 -- (7･29,
n

ここで,

S芦(U)- GO(U)sE(O)

Sをk(-)- G丘(｡)sE(U)

S㍑(-)- Gli(u)sE(-)

(7.30)

ところで安全係数を算出する上で必要となる応答最大値分布の期待値 pxT

や分散値 轟 は,構造諸元が確定値であれば極値理論を用いてただちに求め
ることが可能であるが,不確定性を有する場合には通常取り扱いが極めて煩雑

となる｡ 本節ではこれを逝けるため以下の様な確率構造における条件付表示

式 【28】

〃xT- E【E[xTEA-a】】 (7.31)

最,- E[Va,【xTIA-aH十Var【E【xTlA-aH (7.32)

を利用することにより近似式を導出する｡なお (7.31)(7.32)両式において

EhTIA-a】,V,.【xTIA-a]は各々確率パラメータ A-‡αl,α2,

aniTをある値に院定した時の条件付期待値及び条件付分散値を示しており,

これらの値は通常の確定構造系に対する不規則振動理論と極値理論を用いるこ

とで求められる｡一方,El･],Varl･]は各々確率パラメータに関して期待値

及び分散をとることを示している｡

(7.31)(7.32)両式を実際に計算するためにFOSM法 (First-Order

second-NoAentMethod)(29Iを用いて確率′くラメータの期待値のまわりで以下

の様に近似化する｡

〃xT- E【XTIA-0]≡ 〃…T (7.33)
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oxT- Var【xTIA-0】十真意 惹 ,̂=｡(忠 ,A_ocakaL

2

･轟 十ki_恵 一怒 ,̂=｡(忠 ,̂ =ocaka▲ (7･34,

ここで CqkaJは確率パラメータ ak と 叫 の共分散値であることを示してお

り,また g は (7.31)(7.32)両式から明らかな通り確率パラメータをある値

に固定した時の応答最大値の期待値を示している｡この gの形としては良く

知られた Davenport式【30】をはしめとしてこれを改良したものも種々提案さ

れているが‖ 1日 321,本節での主目的は極値理論そのものの精度向上をめざす

ものではなく既存の極値理論を利用して安全係数を解析的に求め得ることを示

すことにある｡このため本節では gの形としてはもっとも実績のある次の

Davenport式を採用する｡

g - E【x,IA-a]- ox【JW '着 】 (7135)

ここで,

リ｡- ⊥ (止 ｣)I/2
X IYlo

o.=Ji=

nL-王uLs(U'du (i次スペクトルモーメント)
† ; オイラー定数 (-0.5772)

T ; 継続時間

(7.35)式を (7.33)(7.34)両式に代人し,実際に式を展開,整理すること

により構造諸元のばらつきを考慮した 〃xT,q芝Tを以下の様に求めることがで
きる｡

= 3 2enl⊥ (普 )-/2t
X mo
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故に (7.30)式から明らかな様に Go(u),G上(u)を求めることができれば

(7.36)(7.37)両式を計算することが可能となる｡Go(h))は通常の確定解析の

枠内で容易に求められる｡一方 最(u)は構造が多自由度系である場合には,

一般にかなり煩雑な計算を必要とするが,確率有限要素法【33】の手法を援用す

ることにより比較的簡単にかつ効率的に Gと(｡)を求めることができる(㈹7･2)

(3) 解析手法の巽当性の検討

前項で開発した解析手法の妥当性を確認するため図7.16の様な6自由度系

(各質点で並進と回転の自由度を有する)の3質点曲げ努断梁モデルを対象と

した理論計算とモンテカルロ法による数値実数とを実施した｡なお使用した入

力加速度パワースペクトル密度 SE(b))の形は以下の金井/田治見式である｡

SE(u)-So 1十4招(U/uE)2

壬1-(u/uE)2i2+4Eg(o/WE)2
(7,40)

ただし,

S｡- 43.4 (cm2/sec3)

uE- 9疋 (rad/see)

EE-0.6

解析対象とした構造諸元ばらつきの量は次の2ケースである｡

(D ケース1(剛性にゆちぎがある場合)

建家のヤング率及び地盤ばね定数が (7.27)式の様にゆらぐ｡ただ

し αkに関する統計量は標準偏差0.1,相関係数1(完全相関)と

する｡

② ケース2(減衰にゆちぎがある場合)

建家及び地盤の減衰が (7.27)式の様にゆらぐ｡ただし αkに関す

る統計量は標準偏差0.1,相関係数1(完全相関)とする｡
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質点 質 量 回転慣性 梁章素 A 【

No. (kg) (kg.cm2) No. (CR2) (cm4)

1 1.08×108 7X10(0 E] 7.34×106 6.75xlOl3

2 1.33×108 7×1010

圧】 1.02×107 8.13×1013

水平ばね KH 回転ばね KO

(〟/cm) (～.cm/lad)



′ ~

√~ヽ

表7.1 理論値とシミュレーション結果との比載

理 論 値 シミュレーション

:!1; 応答最大値の期待値 〃xT(gal) 656 609

応答最大値の標準偏差 oxT(gal) 73 63

応答最大値の変動係数 0.111 0,104

三軍2; 応答最大値の期待値 〟xT(gal) 657 612

応答最大値の標準偏差 αxT(gal) 79 70

前記の2ケースを特に図7.16での質点2の応答絶対加速度 (並進成分)最大値

についてT-20秒間の理論計算とシミュレーションの結果を対比したものが表

7.1である｡

表7.1より理論値とシミュレーション借は比穀的良く一致しておりまたケー

ス1とケース2の傾向は理論解析とシミュレーションで同様であることから解

析手法の安当性は確認できたものと考える｡なお理論値の方がシミュレーショ

ン値を全体的に上回っているが,これは利用した極値理論 (Davenport 式 ;

(7.35)式)が良く知られている様に本節で対象となっている挟帯域確率過程

に対しては最大値を保守側 (高目)に評価する傾向にあるためと思われる｡ま

たシミュレーション回数についてはゆらぎを考慮するパラメータ教の増加に従

い増大させることが望ましいが現実的な計算費用の面からシミュレーション回

数は制限せざるを得ず,本項では図7.17の収束状況を参考にしつつ人力地震波

と構造ゆらぎの組合せ給数5000ケースを一様なランダムサンプリングにより抽

出しシミュレーションを実施している｡なおシミュレーション解を効率良く精

度向上させる方法として近年種々の手法が提案されているか 【34】~【36】,本節

で対象としている挟帯域確率過程の極値間者に対してほどの手法がもっとも適

したものであるのか,それを判断するための定量的な精度向上の度合いが現時

点では必ずしも明確ではないことから本項では前述の効率的な手法によるシ

ミュレーション計算は実施していない｡
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図7.17 シミュレーション億の収束状況

104

(4) 地震PRA解析における安全係数の算出

本項では安全係数のうち応答係数 FRの一部を不確定構造解析の結果を利用

して解析的に求める方法について述べる｡すなわち応答係数 FRの形が付録7.1

の (付7.3)式で記述できるものと考え更に (付7.3)式の FD,FAS,F■Fが構

造諸元のばらつきから発生する不確定性のみを表現 しているものと仮定すれ

ば,本節第2項の手法を用いて縛られる結果は FD,F■S,FxFを統合した形と

しての新たな応答係数 FDXの定義式

確定論的な設計用応答値 D
FD･FK,･F.F≡ F" - ." 払芝慧芝誓hi禁 空ALll吾王JE. - ÷確率論的解析より縛られる応答値 xT

(7.41)

における分母の値 (xT)に関する統計量を表している｡

なお上述の考え方に従う場合には応答係数 FRの構成を
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と定義したことになる｡ところで本節第2項の手法は解析人力として地震人力

加速度のパワースペクトル密度を用いる周波数領域での解析が中心となってお

り,更に具体的な定式化においては人力のパワースペクトル密度の形として

(7.40)式の金井/田治見式を用いている｡このため本節第2項で開発した手

法を本項での応答係数推定開署に適用するためには,与えられた設計応答スペ

クトルを満足する金井/田治見式のパラメータ推定か前礎となっている｡この

方法には種々あるか本節では文献 【37】に従い,設計応答スペクトル- 一般

パワースペクトル密度への変換については VaMarCkeの方法【38】を,一般パ

ワースペクトル密度- 金井/田治見式への変換については微分補正法139Iを

利用してパラメータを推定している｡

次に,本項で求めるべき応答係数 FI)Hも対数正規分布しているものとみな

しその中央値 FDM及び対数標準偏差 β｡Hを推定する｡FDM及び βt)Hは近似

的に各々 FDPの期待値 FBx及び変動係数 VDNに等しいので (7.41)式より

xT に関する期待値 〃xT 及び標準偏差 qxT を用いて以下の様に示すことがで

きる｡

D

FDMき FDOk- 一一一L
〃xT

BDM空 V,N- -ヱ L
pxT

以上により損傷度評価に必要となる応答係数の中央値及び対数標準偏差が解

析的に得られることになるが,ここで簡単な数値例を最後に示しておく｡すな

わち図7.16の質点2の応答絶対加速度が今損傷度評価の対象になっているもの

と仮定し,構造物には剛性ゆらぎのみが存在するものと考える｡更に人力とし

ての設計応答スペクトルを満足する金井/田治見式のパラメータが仮に(7.40)

式で与えられたとすれば (7･43)(7･44)式における 〃xT, OxT は表7.1より

〃xT -656

gxT -73

(7.45)
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となる｡一方 xDは設計応答スペクトルを用いて通常の (確定的な)耐震設計

により求められている筈でありこの億がたとえば xD-720であるとすれば応

答係数 FDXの中央値 FDX及び対数標準偏差値 BDNは (7.43)(7.44)両式よ

り次の通りとなる｡

FDAI- 1.1

8D■-0.ll ) (7･46,

ここで βDNは,FDNを構成する FMS,FMFの対数標準偏差が通常システム的

不確定性を示すものとして分類されるケースか多いことから,同様に βDMに

ついてもシステム的不確定性を示す対数標準偏差と考えるのか妥当な様に思わ

れる｡ただし厳密にはシステム的不確定性とランダム的不確定性のより現実的

な定義,区別をベースにした定量的な評価が必要であるが,本間葺引ま地震PRA

解析全体の問題であり今後の研究課超としたい｡
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7.3 今後の展開と研究課諾

本節では,現在の技術動向から推定して当面は実現困難なため本研究では対象

外とした動的信頼性研究上での未解決の重要なテーマを,今後の研究課顎として

以下に述べる｡

(1) 種々の破壊様式に対する検討

本研究では構造要素のいずれか一個でも破壊状態に到達すると即それはシス

テム全体の破壊に直結すると考えるいわゆる直列システムの破壊モー ドのみを

取り扱っている.,しかし構造物の中には,いくつかの構造要素は破壊しても荷

重の再配分により直ちにシステム全体の破壊とはならないもの,あるいは冗長

系を有するものも存在し,これらの構造物の場合には一般に複数の破壊モー ド

を有することになる｡この破壊モー ドの量的な増加の開祖とともに質的な増加

のケースもある｡たとえば耐震間道において耐震性向上のために付加した免震

装置あるいは配管用スナパ等が故障することによりそれらを設置しない場合に

は見られなかった新たな破壊モー ドが追加されることになるケースや,橋梁の

耐風間題において材料強度の劣化により竣工直後には考える必要がなかった座

屈による破壊モー ドを考慮せねはならなくなる場合等である｡

以上の複数破壊モー ドの考慮,あるいは質的に異なる破壊モー ドの追加とそ

れに対する取り扱いは,構造系の自由度が大きくなると静的信頼性の分野にお

いても複雑で面倒な間道となる｡勅的信頼性では,外力及び応答の振幅や作用

方向が時間的に,かつ現象によっては空間的にも変動することにより破壊モー

ドを把握すること自体か困難となるため,これに上述の自由度の増大が加わる

と破壊確率の評価はさらに難しいものとなる｡このため本分野の研究は重要で

あるにもかかわらず未開発の分野として残されている｡しかし構造信頼性研究

の最終目標の一つが終局強度に対する信頼度を評価することにあることから,

動的信頼性研究においても種々の破壊様式に対する評価手法を開発することは

今後のもっとも重要な研究課題の一つである｡
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(1)では作用する外力間の相関性については何も触れていないが,たとえば建

家内にある横器 ･配管系の地震時における信頼度を評価する場合,横器 ･配管

系に直接入力される地震力による破壊モー ドと建家もしくは周辺横器の破損に

よる間接的な外力が様器 ･配管系に作用することにより発生する破壊モードと

は明らかに強い相関性を有している｡この様な現象の解析は一般に共通要因故

障解析と呼ばれており動的信頼性解析においても荷重組合せ理論を用いること

により解析可能であることは既に第3.4節で述べた通りである｡しかし第3.4節

で対象とした破壊モー ドは直列システムを想定した単一モー ドのみであるが,

種々の構造系を対象とする場合には一般に複数破壊モー ドを考慮する必要があ

り,しかも前項で述べた通り複数破壊モー ドの考慮は特に動的信頼性解析分野

では未開発の研究領域として残されている｡したがって前項の開発が進んだ段

階で,その応用として首記テーマに関し,より汎用性が高くかつ精度良く信頼

度を推定し縛る評価手法を開発することが重要になるものと思われる｡

(3) 構造諸元のゆらぎを考慮した多自由度非線形構造系の動的信頼性解析

構造諸元のゆらぎを考慮した多自由度線形構造系に対する動的信頼性評価

を,確率有限要素法の利用により行う方法を前節に述べているがこれは弾性構

造系に限って有効な手法である｡一方現実問題としては非弾性域にある終局状

態まで考慮する必要があるケースも多いが,このために必要となる基盤技稀と

しての非線形確率有限要素法は現在まだ基礎研究段階にある｡このため非線形

確率有限要素法が実用段階に入る時点で,この技柘を解析の中に取り込める新

たな不確定構造系の動的信頼性解析手法の開発が必要になるものと思われる｡

(4)LRFD法荷重係数設定問題における構造非線形性の影響評価

第7.1節でのLRFD法における荷重係数設定問題では荷重組合せ理論の応

用可能性を示すことが主目的であったため構造は線形系に限定し更に構造諸元

のゆらぎは無いものと仮定している｡したがって実棟に適用し縛る精度の高い

解析手法とするためには最終的には構造諸元のゆらぎゃ構造非線形性の影響を

十分に把握 ･評価しておく必要がある｡ただし本検討項目は前述(3)の研究課題

に対する成果を反映する形で進められるのかもっとも効率的であろう.
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(5) ヒューマンエラーの影響を考慮した動的信頼性解析

ヒューマンエラー研究の重要性への関心か近年,原子力発電所の運転 ･保守

問題を中心に高まりつつあるが.これは本研究の動的信頼性解析についても同

様であり今後の研究課題として示した前述の(1)～(4)の項目もすべてヒューマン

エラーと関係している｡ただし動的信頼性解析分野へのヒューマン77クタの

導入については,現状,重要ではあるが未開発の領域として残されており,令

後本間音を解決するには現在研究が鋲意進められているヒューマンエラー研究

の手法の把握と,それを取り込める新たな動的信頼性解析の理論体系確立への

展開が必要である｡
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7.4 まとめ

本章では動的信頼性解析の実用面への応用として,荷重強度係数設計法におけ

る設計規範式の選定と荷重係数設定間顎.及び確率論的地震リスクアセスメント

における安全係数設定問題を取り上げ.これを評価するための解析手法について

検討した｡更に動的信頼性研究分野における今後の重要な研究項目について検討

した ｡

この節では上記検討結果より明らかになった点をまとめておく｡

(1) 荷重強度係数設計法により図7.1の様な複数種の外荷重に対する構造設計を

行う場合,設計者が照査すべき設計規範式は複数あり,特に対象とすべき外荷

重の数か多い時にはそれに従い設計規範式の教も増加するため設計に要する期

間,費用も増大することになり,必要な設計規範式敷の低減は設計者サイドの

重要な問題となっている｡ところで設計規範式の中には,そこで対象となって

いる外荷重について同時に構造に作用する事象の破壊確率が単独荷重発生時の

萩墳確率の大きさに比べ非常に小さいケースも含まれている可能性があり,こ

の設計規範式については本来照査を省略することができる筈である｡しかしこ

の省略可杏の判断は当然定量的評価に基づいて行われるべきであり,このため

不規則動荷重を受ける柔構造物系の様に動的な信頼性評価を必要とする複雑な

ケースについては従来あまり評価がなされていない｡そこで本章では本研究で

開発した荷重組合せを考慮した動的信頼性解析手法を適用することにより設計

規範式の省略可香を定量的に評価し得ることを示し,更に具体例を示すことに

より本動的信頼性解析手法の設計規範式選定への応用の有用性を明らかにし

た ｡

GZ) 荷重強度係数設計法の展開においてもっとも主要な課題の一つは合理的な荷

重係数の設定問題である｡本間逆については過去に種々の方法が提案されてい

るが,その多くは静的信頼性理論の枠内で取り扱われており構造物の振動特性

まで考慮して評価されたものは少ない ｡そこで本研究においては荷重組合せを

考慮した動的信頼性手法を応用して評価関数法により最適な荷重係数を設定し
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締る新たな評価手法を提案した｡これにより構造物の動特性まで考慮して荷重

係数を合理的に推定することが可能となった｡また試計算を実施することによ

り本評価手法の有効性が明らかとなった｡

(3) 原子力発電所を中心として行われている確率論的地震リスクアセスメントに

おける安全係数の設定は,一般に経数的に行われることが多いが,この値の推

定椅度は全件のリスク評価に大きく影響を及ぼす可能性があるため,より合理

的かつ定量的な推定手法の確立が望まれている｡このため本章では入力及び構

造轄元の統計的ばらつき量を用いて,動的信頼性理論と確率有限要素法を援用

することにより安全係数の一部を定量的に推定し縛る手法を開発した｡すなわ

ち,まずスペクトル解析と橿債理論及び確率有限要素法を用いて不確定構造系

に対する確率論的地震応答解析法を開発し,モンテカルロシミュレーションに

より解析手法の安当性を確認した後,当該手法により得られている応答最大値

の統計量を用いて安全係数の統計量を推定するものである｡以上の方法により

安全係数が従来の様に経数的にではなく合理的かつ定量的に推定することが可

能であることを明らかにした｡

(4) 本研究で実施した研究範障あるいは解析条件等を参考にして,本研究では対

象外とした動的信頼性研究上での未解決の重要なテーマを今後の研究課適とし

て示した｡
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第 8 章

系吉 富命

本研究で得られた成果を給括し,結論として述べる.
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本研究は荷重組合せ現象が関与する動的信頼性間箱について,構造物の振動特性

を考慮して評価し得る解析手法を開発,応用することにより従来経験的あるいは主

観的に決定せざるを得なかった荷重組合せに関する藷間道を,合理的かつ盲板的に

解決できるようにすることを主目的として行われたものである｡

本研究の成果は各章毎に詳述されているが,ここでそれらを通して要約すれば以

下の如くの結論が得られる｡

第2章では動的信頼性を評価するために必要となる応答統計量の理論的推定法,

特に非線形構造系に対する不規則振動応答推定のための理論展開を行い,次のよう

な成果が縛られた｡

(1) 動的信頼性開祖で対象とする可能性かある非線形性大の不規則振動現象に対

する解法としては,続計的等価線形化手法と Fokker-Planck法が適している

ことを示すとともに.まず統計的等価線形化手法の応用例として材料非線形性

を有する任意形状板構造の平面応力場問題を取り上げ.当該間道を解析するた

めに統計的等価線形化,有限要素法,複素モーグルアナリシス法による理論展

開を行った｡これにより非定常不規則応答解析が実現できることを明らかにす

るとともに,具休例に対するシミュレーション結果との比較も行うことで提案

した解析手法の妥当性ならびに有用性を示した｡

C2) Fokker-Planck法の応用例として一般的な非線形一自由度系の不規則振動問

題を取り上げこれの定式化を行った｡Fokker-Planck法を用いて応答量に関す

るモーメント方程式を求める鞍には,系が非線形の場合通常高次モーメントを

式中に含む場合が多くこれの処理が重要課韻となる｡そこで本研究ではキュム

ラント打ち切り手法を Fokker-Planck法に援用することにより,種々の非線

形系に適用できる汎用性の高い新たな方法を開発した｡また別途実施したモン

テカルロシミュレーションによる数値実敦結果とも比較し本手法の妥当性を確

認した｡



｢ヽ

｢ヽ
LI

(3)疲労評価において従来応答のピーク値に対する確率密度は既知であることを

前提とした展開が多い様であるが,このためピーク値に対する確率密度の仮定

かきわめて重要な解析精度の支配費因となる｡この様な評価上の リスクを避け

るため,本研究では応答のピーク値に対する確率密度を仮定することな しに,

超過回教期待値から直接に累横疲労損傷期待値を推定できる手法を提案した｡

一方.初通過破壊の評価には本来超過回数期待値の量が用いられている訳であ

るから,これより初通過破壊と疲労破壊はいずれも超過回数期待値を経由して

推定されることになるため,両者の解析精度はバランスがとれたものとなり,

かつ統一的な動的信頼性評価が可能となる｡

第3章では荷重組合せ現象の概要について述べるとともに,多自由度線形構造

物を対象とした荷重組合せ効果を考慮し縛る動的信頼性評価手法の開発を行い,

次のような成果が得られた｡

(1) 動的信頼性解析上で有用な荷重組合せ別として LoadCoincidence法 (LC

法)を選定 した.また多自由度系においては,導出が容易な (条件無)単位時

間当りの超過回数期待値を,系全体の等価的な超過回教期待値へ組み込むこと

が,解析実現のための重要なポイン トとなるために,それを可能とする新たな

近似関係式を提案 した｡そしてこの近似関係式とLC法を利用することにより

従来解析困難であった有限要素法をベースとした実横レベルでの,複数の動荷

重の同時発生効果を考慮した動的信頼性評価 (初通過破壊問題)が可能となる

ことを明らかにした｡

更に具体的な定式化を,入力となる動的荷重のすべての組合せ (平均値有+

平均値有,平均値有十平均値無,平均値無十平均値無)及び2タイプの信頼性

(強度制限タイプ,変位制限タイプ)の各々について系統的に行うことによ

り,荷重組合せ現象に対する統一的な把糎と解釈が可能になることを示 した｡

なお定式化に際しては標準的な荷重組合せである平均値有/平均値無のケース

についてシミュレーションによる数値実簸結果との比較を行い,解析手法の妥

当性を確認 した｡
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法の例を示すことにより動的信頼性評価,更には荷重組合せ関越の解析を行う

ことの有用性を示した｡
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第4章では履歴復元力特性で代表される弾塑性構造物を対象とした,荷重組合

せ効果を考慮し得る初通過破壊問題評価手法の開発を行い,次のような成果が得

られた｡

(1) Wenにより提案された履歴復元力モデルを有する-自由度非線形構造系に対

して,Fokker-Planck法を適用,更に第2章で提案したキュムラント打ち切り

手法を援用することにより初通過破壊間道を解析する理論的評価手法を開発し

た ｡

a)-自由度系で開発した手法を多自由度系に拡張することにより,従来解析困

穀であった複数の不規則な動的荷重の同時発生効果を考慮した,非線形 (弾塑

性)多自由度構造物に対する動的信頼性 (初通過破壊間道)評価が可能となっ

た ｡

(3)開発した-自由度系及び多自由度系の両者に対して,モンテカルロ法による

数値実数結果との比較を行うことにより解析手法の安当性を確認した｡また-

自由度系については動荷重の平均発生率及び耐用年数が破壊確率に及ぼす影響

を定量的に把握するとともに,荷重組合せ効果を考慮することの必要性を,例

選をもとに明らかにした｡

第5章では履歴復元力特性で代表される弾塑性構造物を対象とした,荷重組合

せ効果を考慮 し得る疲労損傷評価手法の開発を行い,次のような成果が得られ

た｡
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a) 荷重組合せ問題にも対応可能な累棟疲労損傷期待値の推定法を新たに提案
し,更に推定法の妥当性を検討するために,別途モンテカルロシミュレーショ

ンを実施することにより手法の有用性を確認した｡また提案した推定法をベー

スとして Fokker-Planck法及びマイナー則を援用することにより.従来未開

発の分野であった複数の動的荷重の同時発生効果及び構造の振動特性を考慮し

た,非線形 (弾塑性)多自由度構造物の疲労信頼性評価手法を開発した｡これ

により従来取り扱い困難とされて来た当該問題に対して定量的評価が可能と

なった｡

a)-自由度弾塑性構造物の荷重組合せを考慮した疲労損傷関連を取り上げ,こ

の構造物の年間当たりの累積疲労損傷期待値を種々のパラメータについて求

め,更に比較検討することにより疲労問題における荷重組合せ現象考慮の必要

性を明らかにするとともに,当該荷重組合せ現象を把捉するために本章で開発

した解析手法が有効であることを示した｡

第6章では平均値を有する不規則入力を受ける非線形構造物の,材料強度のば

らつき及び経年変化による強度低下現象を考慮した場合における初通過破壊に対

する動的信頼性評価法の検討を行い,次のような成果が得られた｡

(1) 不規則人力が平均値 (直流分)を有する時には,非線形系の場合には重ね合

わせ手法が利用できないため応答解析時に平均値分も同時に評価する必要があ

る｡このためキュムラント打ち切り手法を反復使用することにより,非線形構

造物の初通過破壊問題を評価し縛る汎用性の高い解析手法を新たに開発した｡

また本手法は別途モンテカルロ法による数値実験結果と比較することによりそ

の妥当性を確認している｡

a)第5章までは動的信頼性解析の中でも比較的応答サイ ドに主眼を着いた検討

を行ったが,本章では構造物の耐力 (強度)サイ ドについてもその特性に注目

した検討を行った｡すなわち材料強度のばらつき及び経年変化による強度低下

特性を考慮する場合の初通過破壊間道評価への定式化を行い,それらのパラ

メータが動的信頼性評価へ与える影響を定量的に把捉できることを示した｡
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第 7章では動的信頼性評価手法の実用面への応用例として,荷重強度係数設計

法への展開と確率論的地震リスク評価問題への応用について検討するとともに,

今後の重要な研究課題について述べた｡本章での主な成果は次の通りである｡

(1) 荷重強度係数設計法における重要な研究課韻である,必要最小限のコー ド

フォーマット(設計規範式)の選定及び荷重係数の設定問題を,合理的,客観

的にかつ構造物の振動特性を考慮して評価する場合に.本研究で開発した荷重

組合せを考慮し得る動的信頼性評価手法が有効に利用できることを示した｡更

に具体例を示すことにより本動的信頼性解析手法の有用性を明らかにした｡

G!)第6章まではすべて構造諸元値は確定値とみなして解析を行っているが,対

象とする間顎によっては構造諸元のばらつきが大きいもの,あるいは信頼性評

価上からばらつきの定量的評価を必要とする場合かある｡このため構造諸元の

ばらつきを考慮した時の動的信頼性解析手法を,構造物の確率論的地震リスク

評価での安全係数設定問題を具体例として誘導した｡また導出された解析手法

はモンテカルロシミュレーションによりその妥当性を托記した｡

(3)本研究で実施した研究範囲あるいは解析条件等を参考にして,本研究では対

象外とした動的信頼性研究上での未解決の重要なテーマを,今後の研究課題と

して整理した｡

以上を要するに,本研究は,構造物の振動応答が関与する動的信頼性間冠にお

いて,従来,動荷重の種類.構造モデル化,破壊現象の種類等に関し,間韻毎に

部分的に取り扱われていた荷重組合せ問題及び関連詩間選の研究を統合し,かつ

評価手法の開発を含む新たな理論休系化をはかることにより,従来経敦的あるい

は主観的に決定せざるを得なかった荷重組合せに関する諸問題を,合理的,かつ

客観的に解決し得ることを可能にしたものであり,荷重組合せを考慮した動的信

頼性の基礎研究分野における発展,及び実用面としての構造信頼性設計上での合

理化と信頼度向上に.寄与できるものであると考える｡
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付録1.1 動的信頼性について

通常 "信頼性"とは,系,横器,部品などが,規定の条件の下で,意図する期

間中,規定の横能を,遂行する確率であるか,このような信頼性を横桟 ･構造物

の全寿命を通じて維持し,管理していくためには,開発,設計,製造,使用の各

段階を通じてメーカ及びユーザの一致協力体制が必要となる｡したがってその対

蒙は広範囲に及ぶが大別すると次の二つである｡一つは設計,製作時に考慮され

るべきいわゆる固有信頼性であり,他方は.保全,環境,操作,保管等の使用条

件に左右される使用信頼性である｡これらの信頼性を総合的に評価することによ

りシステムの トータルの信頼性 ･安全性が確保されることになる｡

ところで信頼性理論と言えば一般には静的信頼性理論あるいは古典信頼性理論

を意味し,これは確率変量として時間に無関係な確率変数を用いた確率統計理論

であるが,この理論による場合には,信頼性問題における荷重組合せ問題や疲労

破壊等を解析することが困舟である｡そこで近年不規則変量を確率過程とみなし

て時間要因を考慮した解析が行われる様になった｡この理論を静的に対して動的

信頼性理論と呼ぶ｡ただし本研究で用いる動的信頼性の定義には前述の意味の他

に更に振動による構造の動的応答効果も含まれる場合に限定して使用している｡

これを図示すれば付図1.1の様になる｡
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◎ 研究対象･範囲

挟義の

(本研究での定義)- 動捌嘉魔性 ㊨

㊥ したがって,従来の振動間選の中で確率過程と

しての取り扱いが必要となるものはすべてここ

での動的信頼性工学の分野に入る

振動間道が関連した

(D一般信頼性評価

② 従来法での安全率低減による安全余裕の確認

③ 荷重強度係数設計法 ･確率論的設計法に対する評価

④ 重要構造物の終局安全性評価

⑤ リスクアセスメント

付図1.1 動的信頼性の定義 (範囲)

-277-



rL

′~ヽ

√ヽ

EiiZl

付録2.1 非線形構成方程式が示す応力/歪関係

非線形構成方程式の例として以下の6式を取り上げる｡

打x-一丁一旦茎丁 【axEx十(1-ax)Zx(ex)汁 や ㌔ -ey
i-v l-i)

n,-一丁一旦㌔㌻【｡ye,十(I-αy)Zy(Ey)]十字 誓 Tex
1-リ 1-LJ

nxy-GxylαxyExy十(1-axy)Zxy(Exy)]

zx(ex)-AxExIBxlexHZx(Ex)】nX-lzx(ex)-TxexIZx(Ex)lnx

zy(Ey)-A,Ey-βylEJlZy(Ey)lny-1zy(Eyト 7,EylZy(E,)Iny

zxy(Exy)-Axyex,-βxllExyHZxy(exy)lnxY~lzxY(Exy卜Tx,exylZxy(ex,)lnxy

(付2.1)

(付2.2)

(付2.3)

(付2.4)

(付2.5)

(付2.6)

更に TIxと exの関係に特に注目してこれを図示することを考える｡この時には

上式の (付2.1)(付2.2)(付2.4)及び (付2.5)式を同時に考慮することにな

る｡

(付2.4)(付2.5)両式にオイラー法を適用し Zx(ex),Zy(Ey)及び Eyを消去

することにより nyをパラメータとした 17xと exの関係を得ることができる｡

故に exに任意の時間的変動を与えることにより 11xが一意的に決まるのでこれ

より nx/exの関係を図示することができる｡

exの時刻歴として付図2.1を用い,下記のパラメータ値を設定 して T7x/Ex の

関係を図示 したものが付図2.2-付図2.11である｡

Ex-E,-2.OXIO4HPa

vy-0.3

ny-- 0
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形特性を表現できることが分かる｡
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T]me(see)

付図2.1 人力としての exの時刻歴



rヽ

′~ヽ

EJIEr." I

付図2.2
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付録3.1 2入力が同時に作用する時の応答共分散マ トリックスの串出

変位に関する運動方程式は動的荷重の変動分をF'.,F'Jとする時.以下の様に

示される｡

lM】ixけ [C]in+lK]i克i-川,桝 十川,げ', (付3.I)

(付3.1)式は線形系であるので.荷重F'.,Fr,に対する重ね合せが可能である｡

更にモーグルアナリシスの手法を用いることによりix‡が次の様に求まる｡

手xi- 【¢】‡q‡ (付3.2)

･q{-lm･,-･/Ilh(I-I,i[0,THAL- ,十川j"･,(I)idI(付313)

ここで【0]はモーグルマ トリックスであり,一方[m']及び[h(･日は各々モーグル

質量及びインパルス応答関数を要素とする対角マ トリックスである｡

次に各要素の応答変位鼻と応答力の関係を考えるとこれは通常の有限要素法の

理論により次の通りとなる｡

jo‡C- lB】elT】ix‡e- lB]elT】【¢】elq書 (付3.4)

ここでioieは部材eの部材座標系で表した部材端カベクトルであり,[8】e,【T].

[◎]eは各々部材eの応力マ トリックス.座標変換マ トリックス.部材対応の

モーダルマ トリックスである｡

今,初期応力及び荷重の平均値分が 0であることを考慮すると.部材端カベ

クト)Lに対する共分散マ トリックスCH H uは.(付3.2ト (付3.4)式を用いて

T

C" 日日-E日o手efo壬C】

-lB]elT][0]clm･]-1lJ]il8】elT][0]elm･]-liT (付3.5)

の形で表わされる｡(付3.5)式中のマ トリックス〔J】の要素J…は以下の形をして

′｢ゝ いる｡
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Jmn- I,nnA･mn+IJmnA,mn

ここで

′ヽ

√ヽ

I

(付3.6)

N ITi

)kmn- ∑ ∑ d p Mdqn AkpAkq
P q

瓦km･･-鳥 ㌦ ..-rl)h･.(t2-T2.,E[- F"T2,,dTadT2
(k-t,∫)

(付3.7)

であり.また (付3.6)式の導出に際しては荷重Fl.Fj間には相関が無いという

仮定を用いている｡更に応答が定常確率過程であり.荷重変動分Fkはパワスペク

トル強度Skを有する正規性ホワイ トノイズであると仮定できる場合にはAk.M｡は良

く知られている通り次の様な形となる｡

Âkmn-Skノ:Hm(U'Hこ(u)du

HA(u)-
uR- u` 十 2ighuhU

(e-M,∩)

(付3.8)式は留数積分により求められるが.川.nのすべてについて複素計罪を

実施していれば計算量の増大になるため以下の様な近似化を行い計算量の低減を

はかった｡

すなわち共分散マ トリックスClH小 の要素CkAは一般に (付3.5)～(付3.8)式
より次の様な形を しているが.

ckA- 烹 U q kJ : 川仰(U , 2d u十ミミvmnkJ .H… (U,du

(付3.10)

(付3.10)式において当然

J:Hn(U- ,duL≦/: lHm(U)=H- du 川 3･.1,

の関係が成立 し,また次の仮定
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(1) 減衰は小で 川 n(tJ)lの形はするといピークを有するためピークから耗れる

と急激に値が低減する｡

a)m,n次の固有値は接近しておらずこのためIHM(U)lt lnこ(u)Iの横は非常に

小さい｡

が近似的に成立する場合には (付3.10)式は以下の様になる｡

ckL- 烹Umkk/: ･Hm(u,r2du (付3.12)

(

′~~ヽ
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故に共分散マ トリックスの要素CkJtを求める場合にはマ トリックス【J】の対角

要素｣…のみを計算すれば良いことになり全体の計算量を低減できる｡J…の値は

(付3.6)～(付3.9)式を用い更に留数積分を応用することにより容易に求められ

るのでこれを (付3.5)式に代入することによりCkAが次の通りに求まる｡

CkA- S･CpkR十 SJCJkR
L

∑

附
し
∑

附

二

二

41

.

k

レh

疋hmmEkmEAm

2gMU孟
kIJnnekmEJP

2gMU烹 ｣

(付3.13)

(付3.14)

ここで.ekn. EAnはマ トリックスtB】elT][0]elm'｢1の対応する要素を示してい
る｡

次にCtいりIを求める｡C小 小 の計算はClいりIとほとんど同じであるが異な

るのは (付3.12)式の被横分項が

C正A- 烹 unkR/: u2･Hn(u).2du (113115,

となる点である｡これを考慮してCHHJ}と同様の計算を行うことによりCこAが以

下の棟に求まる｡
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Cこ'-S･CTkA十S,C'jkA

茎し

=

.f

L

,I
1
--

二

三

q

▲上

代
W

Ltd

C

ハ
し

ー

J′｣

(付3.16)

(付3.17)

次にCiい1日を求める｡CtilW の要素CL･Jaは (付3.10)式の類推より

ckh-烹UmkA/:idlHm(U,･2du十烹ヲvnnkA/:iuHn(U,H"U,du
(付3.18)

となるが (付3.18)式の右辺第 1項は留数債分を実施すれば明らかな様に 0と

なる｡更に第2項についても (付3.ll)式の関係を拡張することによりその絶対

値は非常に小さくなることが期待できるので結局CこAの値は本節では近似的に 0

として取り扱うこととする｡



付録3･2 g.(〃d,)の具体的表現

以下の表に i-2,j-1の場合を示す｡

′~ヽ

√~ヽ

捌 寺聞Tに断 る分布形 g2(Pd.)

指 数 分 布 I1-expl-A,ud.-ユ吐 (⊥ )(1-e-Pd. ' a 2 ) ]
ll aI+a2

ア - ラ ン分 布 1-expトス2〃d-止 一 局 (1-eー2pdl'a2)

l AI(al十a2)2

ト .一旦L (1-e-2〝d.'a2)-2a2〃de~2〝dt/a2]i

(⊥ 十⊥ ) 1
aJ a2

正 規 分 布 1-exp卜12PdL--ヱ吐 川(PdL謡 苦 ,1l

(a1-a2)

~Q(両 -)Hl

一 様 分 布 a2>alの場合(逆の場合には以下の添字1,2を交換するのみ)

1日 pd.≦2(a2-aJ' i

1-exp卜12Pdl-地 〃d)!2ALa2

盲) udl>2a2

1-exp卜12ud.-普 (I-% ,i

i) 上記以外

1-exp卜A2"d.-一旦⊥㌣ = 一斗 十十 (ta2+処 ⊥ )(pd,-2a2+2al)‖2ala2l l

.~

~

.
I

.~
~
.
~
~

~

=

｣



〃dJ こ 荷重 1の平均継続時間

lk : 荷重 kの平均発生率

ak , 荷重 kにおける遅れ時間Tkの期待値

ok . 荷重kにおける遅れ時間Tkの標準偏差

Pk ParentPOilltPrOCeSSが発生 した時これに従属 して荷重k

が発生する確率

p parentpointprocessの発生率

¢(･): 標準正規確率分布関数
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付録4.1 1自由度弾塑性構造物の定常応答モーメント方程式

(4.18)～(4.23)式において左辿を 0とし,更に (4.24)式を利用することにより

以下の6個のモーメント方程式が縛られる｡

0-2ElXJx2] (付4.1)

0--4E叫ElX22]-2最 E【X.I,]12(1-a)bSE【x2X31+2疋(S｡g十Sof) (付4.2)

0-2AE[x2X3卜 豊 E〔貼 面 "x2X3日2-% Elx2X3･ (付4･3,

16β

0-Elx2,]-cu抽 xf〕-2Eu｡E【X.x2卜 (1-a)bo2E【X.‡,] (付4.4)

0-AE【ポ】-(1-α)ugElX;]一仙SElXIX｡卜2紬｡Elx2X,]

一驚 E[x2X3卜箆 E【Xg･-布 "[x2X3日2 (付4･5,

87

8β

0-AE【Xl- E[x2X3,-両 E[XIX2,E[x2X3,-豊 E[XIX3]

一語 ElX･x2ト 面 一ElXLX3･Elx2X3】

87
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付録4.2 3自由度弾塑性構造物の定常応答モーメント方程式

N-3として,左辺を 0とした (4.56)～(4.64)式に代入し,更に (4.65)式を利

用することにより以下の45個のモーメント方程式が得られる｡

0-E【XIX4]

0-Elx2X5]

0-EtX3X61

0-E[x2X4]+ElXIX5】

0-ElX3X41+E[XIX6】

0-E[X3XS】十Etx2X61

(付4.7)

(付4.8)

(付4.9)

(付4.10)

(付4.ll)

(付4.12)

0--4glulE[XE】十4p2g2u2E【X4X5卜4p2E2山2E[X:]-2aJU甑 xIX4】+2a2P2最E[x2X.]

-2q2P2W22ElX.X4ト2(110.)ufE[X4X7]+2(1102)p2u録【x4X8】十2万(Sog+Sofb宇)
(付4.13)

0-14g2u2ElXg]+4E2U2E[X4X5]+4p3E3u3E【X5X6ト4p3g3W3E[勘 -2a2u抽 x2X5〕

十2α2d22ElXIX5]十2a,p｡bSE【X｡X5卜20,p｡uSElx2X5卜2(1-02)最ElX5X8]

十2(1-｡3)p3U紬[x5X91+2た(Sog+Sofb蔓) (付4.14)

0--4g3W3ElXG2]十4E3U3E【X5X6卜203u狛 x3X6]十203uSE[x2X6卜2(卜 ｡3)最E[X6X9】

十2Z(Sog十Sofb冨) (付4,15)

0-12EIU.E[X.X,卜2g2u2E[X4X5]十2g2U2E【頼 十2p2E2u2E吊 】十2p｡E,U,E[X4X｡】

-2p2f2O2ElX.XS卜2p3E3uaE【X4X5]-aldfElX.X5]-α2レ袖 x2X4】十a2ugE【XIX4】

十C,p!U;Elx2XS卜 a2P20狙 x.I,汁C,p,最E【x2X.卜O,p3U抽x2X4】

-(1-a.)U甑 x5X,]-(1-α2)uZE【X4X8]十(1-q2)p2U;E【X,X81
十(1-03)p3USE【X4X91十2ZSog
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0--2EIULE【X4X61-2g3u3E[X4X6]十2E3u3E【X4X5]+2p2g2u2E【XSX6]-2p2g2U2EtX4X61

-a.u狛 x.x6]10,uSE〔X,X.]十｡)最E【x2X｡】十C2P2uZE【x2X｡卜｡2P2最E【X.X6】

-(1-a.)ufElX6X7]-(1-03)u;ElX4X9】十(1-02)p2UgElX6X8]+2TSog (付4.17)

0--2g2u2E【X5X6]-2E3u3ElX5X6】十2g2U2ElX4X6】十2E3u3E【X…】十2p3E3u3ElXl]
-2p,ど,U｡E【X5X｡卜q2U;E【x2X6]+02山都[xIX6]-｡｡uSE【XSX5】十a最 EH2X5]

十a3P3u抽 x3X6]-a3P3uSElx2X6ト (卜¢2)ugE[X6X8ト (1-α3)uSE【X5X9〕

十(11α3)p3uSE【‡6X9】十2正Sog (付4.18)

0-2A.E【X4X7]128.aHE【x2]E[X72]-4β1alliElX4X7日2-671a21E【X4X7]ElXn (付4.19)

0-2̂2E[X5X8]12A2E【X4X8ト2β2a.2ElXg]ElX821-4B2aI2iElX5X8]‡2

+482a12E〔X4X5]E〔刷 十8β2a12E【X4X8]E【X5X8卜2β2a12E吊 】ElXS]

-482aI21ElX4X8】‡2-672a22E[X5X8]E【X82]十672a22E[X4X8】ElXl]

0-2A3E[X6X9卜2A3E【X5X9]12β3al,ErXg]E[X92卜4β3a暮3昭 X6X9日2

十48｡a.｡ElX5X｡]E【X,2]+8β,a.｡E【X5X9】E【X｡X9]12β,a.,E【頼 E【XS]

-4β,a12iElX5X9]‡2167,a2,ElX6X9】ElXS]十67,a2,E〔X5X9】ElX92]

(付4.20)

(付4.21)

0-A.EtX4X8]十A2E【X5X7]-̂ 2E【X4X7]-β.a‖EtX7X8〕ElX.2]-2B.a11E【X4X7]E[X4X8]

-B2a.,E【X7X8]E[頼 -2β2a.,ElX,X,]E[X5X8】+2β2a.2E[X｡X51E【X,X｡】

十2β2at2ElX4X7】E〔X5X81十2β2aI2E【X4X81E[X5X7]-B2al2E[X7X81E[X:]

12β2a12E【X4X71E〔X.XO卜Tla2.E【X.X81ElX;]-271a2lEtX4X7】E[X7X8]

-72a!2E【X5X7】E吊 ]-2†2a22E[X5X8】E【X7X81十72a22E[X｡X7]E[拙

十272a22E[‡4X8]E【X7X8] (付4.22)

0-A.E【X4X9】十A3EtX6X7]-A3E【X5X7]-βlaHE[‡7X9】E[淵 -2βla..ElX4X7】E【X.X91

-83aHE【X7X9]ElXg卜2β｡a.,E【X6X7]E【X6X9]十2β3a.｡EtX5X6]E[X,X91
+2B3a13E〔X5X7〕ErX6X9】十2β3al3E【X5Xg】E〔X6X7]一83aHE[X7X9】E[Xg】

-2B｡al,E【X,X7]E【X5X｡卜7.a2.E【X4X9]ElX!]-27.a2.E[X4X7]E【X7X9〕

13a23E【X6X7】ElXS卜2日a2,E[X6X9】E【X7X9】十73a23E【X5X7]E【XS]

十273a23E【X5Xg】ElX7X9】 (付4.23)
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0-̂ 2ElX5X9卜 A2E【X4X9】+A3EtX6X8l-̂ 3E【XSX8]-β2a.2E【X8X9】E吊 】

-2β2aJ2E【X5XOlE[X5X9】十2B2al2ElX4X51E[X8X9】十282a12E【X4X8〕EtX5X9】

十2β2a.2ElX4X9】E【X5X8]-β2a.2ElX8X9]E【)由-2β2a.2E【X4X81E【X4X91

-83a13E〔X8X9]ElX62]-2B]al3ElXGXO]E[X6X9】+283a13E[X5XG]E【XBXg]

十2β3aI3E[X5X81E【XGX9]+2β3alaE〔XSX9】EtX6X8卜β3al3E〔X8X9]ElXg]

-2B3a13E[X5X8]E【X5X9]-72a22E[X5X91E【XS]-272a22E【X5X8]E[X8X9】

十72a22E[X4X9】E【頼 十272a22Er‡4X8】E【X8X9卜73a23E【X6X8】E[XS]

-2T3a23E【X6X9]E〔X8X9]十73a23ElX5X8〕E【XS]十27】a23E〔X5X91E【X8X9〕 (付4.24)

0-ElX:]-2EIU.E【XlX4】+2p2E202E〔X.X5]12p2g2U2E【X.X.]-OlU抽 出

+｡2P2最E[Xlx2卜 ｡2P2u!E瑠 1-(1-al)ufE〔X.X7]十(I-02)p2ugE【XIX8】 (付4.25)

0-E【X4X5]-2f2u2E【XlX5]+2E2U2E【XIX4]十2p3g3u3E【XlX6ト2p3E3u3E[XIX5]
-a2u22E【Xtx2]+a2uSE瑠 〕十aapa最ElX.X3]-a3P3u!ElXIx2卜 (i-a2)最E〔X)X8】

+(1-α3)p3U23ElX.X9] (付4.26)

0-El‡4X6】-2g3b3E〔XJX6]+253U3E【XIXS卜03最E【XIX3】+α3最E【XJx2】
-(1-α3局 E[X.X91 (付4.27)

0-E[X5X4]-2E.uIE【x2X4】十2p2g2u2E【x2X5ト2p2g2u2E【x2X4]-a.u抽 x2X.】

十02P!u如 拙 -a2P2u紬[x2X.卜 (卜 a.)ofE【x2X7]十(i-a2)p2パE[x2X8] (付4.28)

0-E[x25]-2g2W2E〔x2X51+2g2u2E【x2X4]+20｡紬 ｡E【x2X6卜2p｡暑,山,E【x2X5]-a2u;E弼 】

十a2最E[x2X,1十a3P,一新【x2X｡卜O,p｡u;ElXZ]-(卜 ｡2最 E【x2X81

+(1-03)p3USE【x2X91 (付4.29)

0-E【X5X6]12E3u]E【x2X6】十2E3u3E【x2X5卜α3uSE【x2X3]十｡3最E【沼】-(1103)uSE[x2X91
(付4.30)

0-E【X6X4]12E.ulE【X3‡4]+2p2E2u2E〔X3X51-2p2g2d2E〔X3X4卜qlu紬【x3X.]

+a2P2最E【X,x21-a2P2轟 【x,xl]-(1-al)ufE[x2X7]十(1-a2)p2ugElX3X8](付4.31)

0-E【X6X5卜 2g202E【X3XS]+2f2U2ElX3X4]十2p3E3U3E[X3X6]12p3E3u3E【X3X5]

-q2∪紬【xax2】十C2】;ElX3X.]+03P3.狛 沼】-C3P3最E【X3x2卜 (I-02)リ抽 x3X8]

十(1-¢3)p30紬【x3X9】 (付4.32)
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0-E吊 ]-2E,U｡E[X,X｡]十2g,0,E【X3X5]-aSu抽 ポ〕十aauSE[X,x2卜 (1-a,)u!ElX,Xg]
(付4.33)

0--2glulE[X4X7〕十2p2E202ElX5X7]12p2E2u2E【X4X7]-a.I.JfElX.XT】+q2P2u抽 x2X71
-q2P2最E[XIX7卜 (i-01)ufE〔頼 十(1-a2)p2最ElX7X8]十AIE【X42]

-3B.a..ElX4X7]E瑠 卜71a21ElXi]E[XH-2TIa21柑lX4X7]を2 (付4.34)

0--2flUIE[X4X8】十2p2g2u2E[X5X8]12p2g2u2E[X4X8]-a,u狛 x.x8】十C2P2u抽 x2X8]

-α202湖 【x.x8]-(ll .)u抽 x7X8】十(l-α2)p2uSE[Xg]十A2E[X4X5卜A2ElX:]

-B2a12E〔X4X8]ElXg】-2β2al2E【X4X5]ElX5X8]十2β2a.2E[XSX8]El紺

十4β2a12E[X4X5]E[X4X8卜3B2a12EtX4X8]E【X冒-72a22E【X4X5]Et需]

-272a22E[X4X8】E【‡5X81十72a22Et頼 ElXS]十272a22iElX4X8日2 (付4.35)

0--2g.U.E【X4X9]+2p2f2u2E[XSX9]12p2g2u2EtX4X9]-… 甑 x.x9]十U,p2U,2Elx2X9]

-a2P2u紬[xlX9]-(1-ol)ufE【X7X9】十(1-α2)p2U狛 x8X9】+A,E[X.X6]-A3E[X4X5】

-B3a13E[X4X91E[拙 -2β3a.3E[X4X61E【X6X9]+2β3a13E[X4XS]E[X6X91

十2β3alSE〔X4X6]E【‡5Xg]十2β】alSE〔X4X91E[X5X6卜β3al3E[X4X9】E[Xg】

1283a13ElX4X5]Et‡5X91173a23E【X4X6】E[XS]-273a23E〔X4X9]E[X6X9]

+73a23E[‡4X5]ElXS]+273a23E[X4X9]E[X5X91 (付4,36)

0-12E2u2E[X5X7】+2g2u2E[X｡X7]+2p,ESuSE[X6X7]12p3fSo3E【X5X7卜02u22Elx2X7]

十a2ugElXIX7]十a303uSE【X3X7卜a3P3u抽 x2‡7卜 (卜 α2)uZE[X7X8]

十(卜 ｡,)p｡諭 [x7X9]+A.E【X4X5]-βla,lE【XSX7]E[X三上2β.a=E[X｡X5〕E【X4X7〕

-TIa2.E[X4X5]E【頼 1271a2IElX4X7]ElX5X7] (付4.37)

0--252u2E[X5X8]十2g2U2E[X4X81+2p3g3U]ElX6X8]12p3g｡u3E【X5XO]-02u抽 x2X8】

十a2u紬【xlX8]+α3P3u:El‡3X8]-a3P3u32E【x2X8卜 (1-a2)U紬[xS]

十(i-α｡)p最 E【X｡X9】十A2E吊 トA2E【X4X5ト3B2a.2E[X5X8】ElXE]

+282a,2ElX｡X｡]E[‡H十482a.2E[X4X51E[X5‡8卜β2a.2E【X5X8]E吊 ]

-2β2a.2E【X4X5]E【X4X8卜72a22E[Xg]E[Xg]-272a22jE【‡5X8】‡2

十72a22EtX4X5]ElXg]十272a22E【X4X8]EtX5X8] (付4.38)
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0-12g2U2E【XSX9]十2g2-▲2EtX4X91+2p3g3U3E〔X6X9]-2p3g3u3E【XSX9卜C2UiE【x2X9]

十α2U22ElXlX9】十C3P3u狛 x3X9卜a3P3最E【x2X9卜 (I-02)最E【X8X9】

+(卜a3)p3】抽 xS〕+A3ElX5X6]-A3E[由 一β3al1E【X5X91ElXg1

-283a.3E【X5X61ElX6X9】十2β3al3EtX6X9】Et頼 十4β3a.3E【X5XG]E【XSXg】

-383a13E[XSX91E【Xg卜73a23E【X5X6】E【XS]-2T3a23E【X5X9]ElX6X9】

十73a23E[需】ElXS]十273a2｡iElX5X9日2 (付4.39)

0--2E3u3E[XGX7】十2E]u3E[X5X7卜a3USElX3X7】十03USE【x2X7卜 (1-03)uSE【X7X9]

十̂ 1E【X4X6卜βla‖E[XSX71E【拙 -2BlalIE[X4X6】E【X4X7]-TJa2lE【X4X6]El頼

-2TJa2JE【X4X7】E[X6X7】 (付4.40)

0--2g3u3E〔X6X8]+2g州 E【X5X8]-a3u抽 x]x8]十a3uSE〔x2X8卜 (1-a3)u紬[x8X9]

十A2E[X5X6卜A2E[X4X6トβ2a12E[X6X8]E【Xg卜2β2al2E【X5X6】E【X5X8]

+2β2a12E[X4X5】E〔X6X8】十2B2a12ElX4X61E〔XSX8】十282a12E[X4X8]E[X5X6】

-β2aI2E【X6X8】El紺 -2β2a.2E[X4X6〕E【X4X8]-72a22E[XSX6〕E【Xn

-2†2a22E[X5X8】E【X6X81+72a22E【X4X6JEl抽 +272a22E[X4X8】E【X6X8] (付4.41)

0--2E3b)3ElX6X9】+2E3u3EtXSX9]103U;E【X3‡9】十α3ポE[x2X9]-(1-03)uSE【‡S]

+A3E【X62卜A3E【X5X6卜3B3a,3E〔X6X9】ElXg]十2β糾3E[X5X9】ElXg]
十4B3a13E【XSX6】E【X6Xgトβ3a.3E【X6X9】E[淵 -2β3a.3ElX5X6】ElX5X9]

-丁｡a2,E[由 ElXS]-27｡a2,ほ[X｡X,】i2十7,a2｡E【X5X｡]ElXS]十27｡a2,E【X5X9】E【X6‡9】

(付4.42)

0-ElX4X7]+AlElX.XJ]-βIa.lE【XIX7】E【X…]-2Bla‖EtX.X4lElX4X7]

1.a2.E【XlX4】EtX72]-2丁.a21E[X.‡7】E【X4X71 (付4.43)

0-ElX｡X81+A2E【XlX5卜A2E【X.X一]-β2a.2E[XIX8]E【Xg卜282a.2ElXIX5]E【X5X8]

十2β2a12E【XLX4】EtX5Xo】十2B2al2E[X)X5】E[X4X8〕十2β2al2E【XIX8〕E[X4X5】

-β2a.2E【X.X8]E[拙 -2β2a.2ElX.X4]E[X4X8]-72a22EtX.X5]ElXg]

一272a22ElXIX8]E[X5X8]+†2a22EtX.X4]ElXS】十272a22E【X.X8]E【X4X8】 (付4.44)

0-E[X4X9]十A3E[X.X6卜A3E【X.X5]-β3a.3E【XlX9]ElXG2]-283aHE[X.X6]E[X6X9]

十2β3a13E[XIX5]E[X6X91十2β3a13E[XIX6]ElX5X91十2β3al3E[XIX9〕E[X5X61

-β38日E〔XIX9】E〔頼 -2B3a13E【XIX5]E【X5X9】-73a23E〔X.X6】ElXS]

-273a23E[XlX91E【X6X9】+Taa23E【XlX5]ElX92]十27]a23E【X)X91E【X5X91
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0-E[X5X7]十A.E【x2X4卜βlallE【x2X7]E〔X42]-2Blal.Elx2X4]E【X4X7]

一丁1a2IE[x2X4]ElX72]-2TIa2.E[x2X7】E【X4X7]

′~ヽ

√ヽ

/~ヽ

(付4.46)

0-E【X5X8】十̂ 2E[x2X5卜 2̂E【x2X4]-β2al2Etx2X8〕E[X:]-282al2E[x2XS】E【XSX8]

十2β2al2E【x2X4]E〔X5X81十2β2al2Erx2X5】E【X4X8】十2β2a12E[x2X8】E【X4X5】

-β2al2E【x2X81ElX.2ト2β2a.2Elx2X41E[X4X8卜72a22E[x2X5]EtXS]

-2†2a22E【x2X8】E[X5XB]十72a22E【x2X4]E【沼】十272a22E【x2X8]E[X4X8] (付4.47)

0-E【X5X9】+A3E【‡2X6卜A3E【x2‡5]-β3a.3E[x2X9】E【Xg]-283aHE[‡2X6]E〔X6Xg】

十2β3a13E〔x2‡51E【X6X91十2B3a13Elx2X6]E【X5X9】十2B3a13E【x2X9】ElX5X6】

-83al3E【x2X9】ElX:]-2β3a13E【x2X5]E【XSX9卜73a23E【x2X6】EtXS]

-273a23E【x2X9】E[X6X9】+TSa23Elx2X5]ElXS]十273a23E【x2X9〕E[X5X9】 (付4.48)

0-E【X6X7】十A.E【‡3X4卜β.a‖E【X3X7】E【X:1-2β.a.lE[X3X4】E【X4X7】

-Tla2.E【X3X4]ElX72]-2Tla2.E【X3X7】E【X4X7】 (付4.4g)

0-E【X6XO]十A2E〔X3‡5]-A!E【X3X4トβ2a12E[X3XO〕E[頼 -282aI2E[X3X5]E【X5X8]

十2β2al2E[X3X4]E[X5X8】+2B2al2E【X3X5]E〔X4XO]十2β2a12E【X3X8】E【X4X5】

-β2a.2E[X｡X8]E【需 ]-2β2a.2E[XaX4]E〔‡｡X8卜72a22E【X,XS]E[XS]

127!a22E【X｡X8]EtX5X8]+72a22E【X,X4】E[頼 十272a22ElX,X8】ElX｡X8] (付4.50)

0-E[XGX9]十A,E【X,X｡]-A,E【X,X5]-β,a.,E【X,X91E【Xg】-2β,a.｡E【X｡X｡]E【X6X9i

十283a13E[X3XS]E【X6X9]十2β3aL3E[X3XG]E[X5X91十2B3al3E【X3X91ElX5X61

-β｡al,E【X｡X9】ElXg]-2β,a,3E[X,X,]E【X5X｡卜γ｡a2,E[X,X6】ElXS]

-273a23E[X3Xg]E【X6X91十73a23E【X3X51E【XS]+273a23E【X3X91E【X5X91 (付4.51)



付録5･1 g)12k,の解析的表現

(1)BJ-2mの時

Duk,=

ここで

Ⅰ十]十m十Ⅳ十V

(a.)2m
(付5.1)

ト 音右 耳 le-里 =｡て慧 宕 -e18S里 ｡票 忘 ]

-Am!

Ku12k"12k(2m十1)!! m''
Jニ ー'三六~-iit【 i 【∑L
2ノ諒 03.2kP3 Lr=･L(2C)r(2m12r+3)!!

iS告 2･･･3e-CSL.

駈】

-S…m12r･3e-CS晶 肝 - (庶 S,･.ト Err(庶 sj,i】

K")2kul2k(2m11)!! m+1

2広 03.2kn L三･L(2t)r(2m-2r十1)!-
酔 -2r･.cICS…

-sSM･72r･ .e-CS㍉ 卜 鷲 粁 Err(- I,-Err(JW s,"】

2

Ⅳ-苛 訪 忘 【
(一l'n(n･n･1'喘 諾諒 '

S弓(n'm'J~r'

r二ocr(n+m+1-r)I

Ⅴ- Kl･12ku12k∑【
2wL2112kA n-o

×I｡-CSミ㌻

〔!(2n+1)

-e~csS･･nF=:Jc霊 m.':_r:" H

(-1'n(n… (読 話 )

S弓'n'nIr)

rL

l(L

′ヽ . 詩ocr(n十n-r)!

n!(2∩+1)

-e-cs:･LnFl:諾 慧 一日
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(り βJ-2Fn十1の時

2)J2kJ -

ここで

Ⅵ + Ⅶ 十Ⅷ十Ⅸ+X

(α,)2m'J

A(2rn+1)!! m+I
Ⅵニ ー一 . 【∑[
2kg.3.2kn2 1rL=,L(28)r(2m十3-2r)!!

iS2,m.丁3-2r｡-BS弓十･

(付5.2)

ノ有
-Sミn一十3-2re-BS:t]+両 一一一Err(廊 sJ･.)-EH(JEBsj)i】

ⅥⅠ- ーKL.12ku.2k(m十l)l
n_･, S弓 m̀'卜り
r--o(m十1-r)ICT

-e-cs弓･･苦言 言禁 蒜 】

K".2kU.2km! S弓(m-r' B一

･-丁有 市 訪 ｢ [e一里 - -e-cs:･,rE=｡蕊 】r-o(m-r)!C-

Ⅸ-
I"ul2ku12… ∑【
jhOL5,.2kn ∩-0

n~仙+2 1

~Ku12ku12k

(~1)ǹ2n十2m+3m -̀W

r--l (2C)-(2n十2m十5-2r)!!

nl(2n+1)

iS:n.T2m･5-2r｡-CS2,･･

2

-S弓n'2m'5-2re-CSり)十お {Er" 廊 sJ･.,-Err(庶 S," 】
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.′ヽ

√~ヽ.

∩

X-KuL2ku12k ∑【
Jg-和3.2kn n-0

~Kl112ku12k

(1)∩(2n十2m+1)''(万 言 訴

rT=l (2C)r(2n十2m十3-2r)!!

n!(2〔十1)

iS告 2m･312re-CS弓+.

-S…n+2n汁3~2re~CS晶 恭 一Erf(庶 sJ･.卜 ErF(庶 S,)捕

ただし

A- Jot:12kOL: .2k-K312kt､暮2k

B-五 才十栗 野 C-読

n,,(崇 二…',
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3･l(n-奇数)

4･2 (∩-偶数)



ー 付録7.1 安全係数法による構造物の損傷度評価

安全係数法とは構造物の耐力を (付7.1)式で示される様に

A- F･As (付7.1)

設計地震動の最大他動加速度 As(確定値)に係数 Fをかけた他動加速度耐力 A

で表現するものであり,耐力が Asに対してどの程度の耐震裕度を有しているか

を Fで表していることからこの Fを安全係数と呼んでいる｡更に Fは次式の

様に応答係数 FRと耐力係数 Fcから構成される｡

( F- 頂石膏官有 -- (濯 震 若 ,･(一書冨悪書告 ,≡ FR･Fc (付7･2,
其の耐力値

(付7.2)式における FR 及び Fcは更に種々の不確定性要因に対応する安全係

数の横として衰されるが,一般に以下の様な係数で表現される場合が多い｡

FR- FsA･FDIFNS･FKF･FyC･Fss･FEC

ここで,

(

(付7.3)

FsA; スペクトル応答係数 (-設計応答スペクトル/其の応

答スペクトル)

FD : 減衰応答係数 (減衰のばらつきによる応答スペクトル

値のばらつき)

FMS; モー ド形応答係数 (固有振動モー ドの不確定性による

応答のばらつき)

FNF.1 モー ド振動数応答係数 (固有振動数の不確定性による

応答のばらつき)

FHC; モー ド合成応答係数 (モー ド合成手法の不確定性)

Fss; 地盤/建家相互作用応答係数 (相互作用効果の考慮と

それに伴う不確定性の評価)

FEC.･ 地震波成分の合成応答係数 (地震波の3方向人力効果

の考慮とそれに伴う不確定性の評価)



qiiF

Fc- Fs･F〃

一方,

(付7.4)

ここで,

Fs ; 強度係数 (-真の強度/設計応答値 ,使用材料強度や

部材強度変換時等における不確定性の評価)

F〃 ; 塑性エネルギー吸収係数 (構造物の塑性変形能力の評

価)

安全係数法では通常個々の安全係数は対数正規分布とみなすことが多くこの

場合には他動加速度耐力 Aも次式で示される｡

A- AeRet)- (FeReU)As (付7.5)

ただ し,

A 地動加速度耐力の中央値

F ; 安全係数の中央値

eR ; ランダム的な不確定性を示す確率変数｡中央値は1.0,

対数標準偏差 βRとする｡

Eu ; システム的な不確定性を示す確率変数｡中央値は1.0,

対数標準偏差 βUとする｡

すなわち個々の安全係数の不確定量を統合すれば Aの不確定量を評価できる

ことになる｡その儀は対数正規分布の特性から

二二∴ ∴ ___
l

となる｡

(付7.6)式を用いて最終的な構造物の損傷確率.すなわちある他動加速度 a

における構造物の損傷度 Pfが以下の様に求まる｡

pf- 0lien(a/A)+BuOー1(Q)レBR】

ここで,

Q ; 非超過確率

¢ : 標準正規確率分布関数
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付録7.2 繰形多自由度系における Gi(O)の導出

対象とするモデルは付図7.1の様な地盤はねを含む建

家/基礎系モデルとし,建家は曲げ弊断梁要素で有限要

素モデル化する｡すなわち要素剛性マ トリックスkとし

ては,

k-

ただし,

El

e3(1十 ¢)

12 6e -12 6e

(4十 ¢)e2 -6e (21 4)e2

12 -6e

s y m . (4+ め)e2

a ; はり要素長さ

A : 好断断面積

E ; ヤング率 G ; 横弾性係数

I ; 断面2次モーメント

+Z_-

付節.1解析モデル

を採用する｡一方質量マ トリックスについては回転慣性モーメントを考慮した集

中質量マ トリックスとする｡

全体の運動方程式は地震人力個所に対する相対変位 x,で記述すると以下の様

になる｡

lM】手xrH-【C】ixri+lK]ix,i- -lH]iEIxg (付7.9)

ただし,

lM】,【C],【K]; 系全体の質量マ トリックス,減衰マ トリッ

クス,剛性マ トリックス

川‡ 地震入力に対する単位ベクトル

xg ; 地震入力加速度

(付7.9)式において減衰マ トリックスが固有モー ドで直交化できるものと仮

定すればモーダルアナリシスの手法を用いることにより任意点 Fの絶対応答加

速度 xp は次の様に得られる｡
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xp- ∑ 如Jq,十x.

′~ヽ

√ヽ ･

qiiF

(付7.10)

ただし dF,は F点における J'次の固有モー ドであり,q,は次式の解である｡

q,十2E.･U,q,+uSq.- -β,x. (付7.ll)

ここで,

E, J'次モーダルダンピング

U, J'次固有円振動数

β, j次刺激係数

(付7.10)(付7.ll)両式を利用することにより入力加速度に対する任意点 F

の絶対応答加速度の周波数応答関数 HF(0)が以下の如く求められる｡

HF(u)- 1-u2∑
(U212E,U,ui一石)

(付7,12)

故に (7.26)式における G(LJ)の形も次の様に求められる｡

G(u)- lHF(u)12

- .-2u25 "u2聖F諾;'2U.2.-E宅2:u2予 4号 "｡2誹 182E3舶

･黒 :(Fi!p-jEi32jt.':;諒 (2雷 鵠 甘 (付7･13,

したがって Gと(u)は (付7.13)式右辺を実際に偏微分することにより導出す

ることができる｡なお GL(U)を求める上で最終的に必要となる次の藷量

･莞 ⊥｣と｡ (普 -,̂コ｡ (一計 ,▲=｡ (忠 -)̂ 一｡

は通常の確率有限要素法の手法川日に従い求められる｡

[付日 中桶鍵,久田俊明,確率有限要素法入門,培風館.(1985)
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